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平成28年度 IDE大学セミナーの概要

1．主　催：
IDE大学協会東北支部，東北大学高度教養教育・学生支援機構

2 ．本年度のテーマ：
地域人材育成のために大学は何ができるか－大学と地域の連携の新しい課題－

3 ．趣　旨：
現在の日本社会の最大問題の一つは，少子高齢化が地域的に不均衡に進む人口減である。東北各
県では軒並み20％から30％の人口減になるという推計が発表され，2014年には，日本創成会議が
2040年までに全国896市町村が「消滅可能性都市」になるというショッキングな警鐘を発した。地
方の人口減は，東京圏への一極集中も大きな要因であり，介護人材不足など様々な問題が危惧され
ている。日本創成会議は，地方に若者を呼び戻すために地方拠点都市の構築を提言しているが，地
方の均等的発展ではなく，公共投資の集中化を進めようとしており，反発も生んでいる。
大学も少子高齢化・地方人口減・東京集中の動きと無縁ではないどころか，渦中にある。すでに
私立大学は，東京周辺地域から都内へ移動し，人口減少地域からの撤退を進めている。大学は設置
形態を問わず，地方に立脚し，地域の高等教育機会の確保に寄与してきたが，それに止まらず，地
域の経済・文化の振興や，人材育成によりコミットすることが期待されている。
高等教育政策においては，2015年度に急遽 COC+事業（地（知）の拠点大学による地方創生推

進事業）を公募し，2016年度から大学の入学定員の管理を厳格に行い，大都市圏への学生集中を抑
制する方策がとられている。しかし，人口移動の大きな圧力を変えるものではない。大学は，従来
から，学校教員・医療関係者・福祉関係者などの人材育成や，公開講座など大学開放をはじめとす
る多様な形態で地域との連携を行ってきたが，これで十分であろうか。公立大学は従来から地域に
立脚し，地域と連携した活動に取り組んできた。また，多くの私立大学も同様に立地地域に根ざし
た教育・研究活動を展開してきた。国立大学も，「地域貢献型」「特定分野型」「世界水準型」の 3
つの枠組みによって機能強化が行われることになったが，地域の産業振興や雇用拡大，生活圏の構
築は，「地域貢献型」を選択した55大学だけの課題であろうか。地域の課題は，日本社会そのもの
の課題なのである。
今回の IDEセミナーは，人口減少問題に直面している東北地方の大学として課題を共有し，地

域に果たすべき大学の役割と可能性を探る機会としたい。

4 ．日　時：
　平成28年11月21日（月）13：00～

5 ．会　場：
　仙台ガーデンパレス　 2階「鳳凰」
　　〒983－0852　仙台市宮城野区榴岡四丁目 1－ 5
　　電話022（299）6211



─ 2 ─

平成28年度 IDE大学セミナー　プログラム

時間 プ ロ グ ラ ム 司会者

13：00

開講式
IDE大学協会東北支部長挨拶
 里見　進　東北大学総長

宮城大学教授
 蒔苗　耕司

13：05
セミナー趣旨説明
 羽田　貴史　東北大学高度教養教育・学生支援機構教授

13：15

基調講演
「地域が求める人材育成と大学・高等教育機関の課題」
 吉本　圭一　九州大学大学院人間環境学研究院教授

岩手県立大学教授
 高橋　聡

14：05

講演 1

「石川の地域づくりと大学の役割
　　 ～COC事業，COCプラス事業，地域連携への期待～」
 髙山　純一　金沢大学理工研究域環境デザイン学系教授

東北大学准教授
 猪股　歳之

14：40 休　　　　憩

14：50

講演 2

「地方創生と大学への期待
　　 ～商工会議所キャリア教育活動を中心に～」
 杤原　克彦　日本商工会議所理事

東北大学教授
 杉本　和弘

15：25

講演 3

「大学と地域の連携を通じた人財育成
　　　　　　　　 －青森型地方創生サイクル－」
 吉澤　篤　弘前大学理事・副学長

東北大学教授
 米澤　彰純

16：00 休　　　　憩

16：10

総括質疑
「東北を担う人材育成の課題と期待」
 コメンテータ　岩瀬　恵一　東北経済産業局地域経済部長

石巻専修大学教授
 山崎　省一
東北大学教授
 大森　不二雄

17：15

閉　講　式
　閉会挨拶
 花輪　公雄　東北大学理事／高度教養教育・学生支援機構長

宮城大学教授
 蒔苗　耕司
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ご紹介いただきました東北大学総長，IDE大学協
会東北支部長里見です。開講にあたりまして，一言
ごあいさつを申し上げます。本日は，本当に多くの
皆様にお集まりいただきまして誠にありがとうござ
います。もうご存知かと思いますけれども，この
IDE大学協会は我が国の高等教育の充実と発展に貢
献することを目的とした民間の団体でありまして，
大学，企業，並びに，また政策関係者が広く集まり，
活発に活動を行って参りました。現在東北支部の会
員では，機関会員16名，個人会員が59名となってお
ります。さらに多くの皆様方に参加いただけるように願っております。どうぞよろしくお願いいた
します。
この当支部のセミナーというのは平成16年から始まり，今年で13回目を迎えます。この数年間は，
東北大学の高度教養教育・学生支援機構と共催という形を取り，他の地区とは一味違ったテーマで
開催し，非常にユニークな集まりを開いているというふうに自負しております。今回は「地域人材
育成のために大学は何ができるか－大学と地域の連携の新しい課題－」ということをテーマにして
います｡ 3年前の11月になりますけれども，元岩手県知事である増田寛也さんが，雑誌『中央公論』
に「壊死する地方都市」という論文を発表されました。これはあとで単行本にもなりましたので，
お読みになった方も沢山いると思いますけれども，その中で衝撃的な報告がありまして，日本は全
体として人口減少しており，それを止めるために出生率を上げる努力をして，出生率2.1を2030年
に達成したとしても，その間ずっと20歳から39歳の出産に適齢期と言いますか，そういう方々の女
性の人口は減り続けていく。そのため，実際に人口減少が止まるのは，2090年になる。その間に約
900近い地方都市が消滅するだろうと書いています。特に東北地方ではそれが顕著になって，ある
県では県庁所在地すらなくなる可能性があるというような指摘をされました。地方創生というのが，
その後にわかにクローズアップされています。2014年には国土交通省が「国土のグランドデザイン
2050～対流促進型国土の形成～」を公表いたしました。また閣議では，地方大学の活性化を目標と
した「地方大学創生五ヶ年戦略」が決定されました。それを受けて文部科学省は，地（知）の拠点
大学による地方創生推進事業と，COC+ですね。また，経済産業省による地方創生交付金の新設な
ど，省庁の枠を超えた取り組みが現在進められております。
言うまでもなく，国立大学はもちろんのこと，大学は全て地域に支えられて発展したのです。振
り返ってみますと，我々の東北帝国大学の創設も，宮城県議会や商工会議所の官民一体の運動と，
地方の篤志家の寄付金に支えられて作られております。また，各県の国立大学法人の教育学部は，
県立の師範学校がもとで作られていますし，現在東北地方で最も大規模な東北学院大学は，仙台市
のキリスト教神学校の生徒たちが作り上げたものです。

開　　講　　式
開講挨拶

IDE大学協会東北支部長
里　見　　　進　東北大学総長
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大学は地域に支えられるだけではなくて，地域の医療人材や教育人材を育成して，産業発展と生
活にも大きな役割を果たしてきました。近年，大学の社会意義，役割が問われまして，それが高等
教育政策にも反映されるようになっておりますけれども，地域に対する社会貢献の機能というもの
は，決して揺らぐことはないと考えています。そのためには，何が必要であるのか，何が課題であ
るのか，また何ができるのかということを，本日のセミナーでは全国的な視点で，また国際的な視
点で，地域人材育成のあり方をご講演いただくとともに，東北地域の COC+の自治体からの大学
への期待や，企業から見た地域と大学のあり方についての報告をお願いいたします。また，地域経
済の発展の視点からは，東北経済産業局からのコメントをいただくことを重点的にお願いすること
にいたしました。今日は皆さんを含めまして，議論を深めまして地域社会の持続的な発展のための
転換剤となれば，これを主催した者としては大変喜ばしく思います。今日はお忙しい中，本当に多
くの講師の方々，また参加された方々には，そのご参加に対しまして厚く御礼を申し上げたいと思
います。最後になりますけれども，本日のセミナーが非常に豊かな成果を生みますように，活発な
ご議論をお願いいたしまして，私の開会のあいさつとさせていただきます。本日は，本当に多くの
皆様にお集まりいただきまして，誠にありがとうございました。
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実行委員の羽田でございます。今の里見東北大学
総長，IDE東北支部長からのお話がございましたけ
れども，本セミナーは「地域人材育成のために大学
は何ができるか－大学と地域の連携の新しい課題
－」ということで開催，企画いたしました。すでに
人口減が日本のあらゆる部門を覆っているというこ
とは，ご存知かと思います。趣旨にも書いてござい
ますけれども，同時にこれは東京への一極集中と並
行しているので，東京に人口が集中していくので，
地方の人口が減少していく。出生数も少ない。いろ
んな要素が関わったものでございますが，単に地方が創生するだけではなくて，東京への集中化を
どういうふうにコントロールするかというふうな課題も含んでおります。東京が現在若い労働力が
集中するために，保育所と待機児童の問題が大きくなって，団塊の世代が段々今70歳前半から後半
になっていますけれど，介護人材がここ数年175万人で不足するという推計もございます。当然そ
の人材は，地方から東京への集中化が進む。地方の方で雇用と介護の人材が不足するという様々な
負の相関関係がスパイラルで進行していく恐れがございます。大学も少子高齢化，地方減，東京集
中の動きと全く無縁ではないどころではなくて，渦中にございます。東京地区でも埼玉，千葉，神
奈川から都内へ私立大学が移動して，文部科学省は，29年度から大都市圏の定員過剰問題を抑制す
る。今まででは定員の130%まで入学させられましたけれども，これを100%にするという方針を
出した途端に，東京周辺の私学が定員増を上げたと報道されています。つまり，今130%でオーバー
しているものを100%の受け入れにして，そのまま吸収してしまうということで，駆け込み需要が
発生しているということで，これは当然地方からの学生の移動を引き起こしているという大きな問
題もございます。高等教育政策でも，2015年度から急遽 COC+事業が始まりました。2016年度か
らの入学定員の管理，これを厳格に始めてもすでに大都市圏の学生集中が止まらないという状態に
なっております。
振り返ってみますと，実は2001年に国土審議会の作成していた国土開発計画が，国土形成計画と

なって，都道府県のバランスのある発展というのを，国全体の施策としても止めたという経緯がご
ざいます。2002年には大都市圏における大学新増設の統制を撤廃したということもございます。制
限するのは合理的ではないという理由で撤廃したわけでございますが，10数年経ちますと，そうい
う規制措置が一切ない中で人口減問題に我々は対応しなければいけないという，非常に厳しい困難
な状況もございます。そういう問題を指摘するだけではなくて，大学はどうやって地方の創生に貢
献できるかという点について，様々に考えていくことが必要だと思います。
これは国立大学だけではなくて，公立大学も多くの私立大学も，同様に地域に密着して成長して
きました。国立大学はミッションの再定義により，地域貢献，特定分野，世界水準の研究という 3
つの類型での機能強化が進められ，地域貢献は55大学がこれを選択しておりますけれども，地域貢

セミナー趣旨説明
東北大学高度教養教育・学生支援機構副機構

羽　田　貴　史　教授
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献を選択した大学だけが，別に地域創生に関わるわけではない。大学が国公私の区分を越えて社会
のあり方を変えていくということが，非常に問われているのではないかというところで，今回の
IDEセミナーは，人口減少問題に直面している東北地方の大学として課題を共有して，地域に果た
すべき大学の役割と可能性を探る機会として設定をいたしました。基調講演には九州大学の吉本先
生，講演者の方々には石川県の事例，弘前大学の事例，そして産業界から，日本商工会議所からの
講師をお願いいたしました。また，フロアには多くの大学の方々がいらっしゃいますので，ぜひ講
演者とフロアの議論の中で，大学の果たすべき新しい役割が模索できれば主催者としては幸いでご
ざいます。どうか，長いお時間ではございますけれども，討議に活発にご参加よろしくお願いいた
します。以上で趣旨説明といたします。



講　　　演





司会者　高橋　聡教授
（岩手県立大学社会福祉学部）
基調講演に入らせていただきます。実行委員
であります，岩手県立大学の高橋と申します。
よろしくお願いします。基調講演は「地域が求
める人材育成と大学・高等教育機関の課題」と
いうことで吉本圭一先生にご講演をお願いいた
します。吉本先生の経歴等に関しましては，お
渡ししている資料の 4ページをご覧ください。
詳しくはこちらの方をご覧いただければと思い
ますけれども，吉本先生は教育社会学を中心と
して，高等教育職業教育。特に研究テーマにあ
りますように，第 3段階教育。これは初等教育，
中等教育に続いて高等教育。いわば大学等を中
心にしますけれども，それに限らず社会全体を
広く見た上で，社会機能としてこの教育と社会
機能の関係を研究されている，そういうアプ
ローチでは我が国の代表的な研究者でありま
す。それでは吉本先生のご講演をお願いいたし
ます。吉本先生どうかよろしくお願いいたし
ます。

吉本圭一教授
ただ今ご紹介いただきました，九州大学吉本

でございます。東北の方まではるばるというか，
2時間ほどですけれども参りました。この IDE
という形で基調講演をさせていただき大変光栄
な機会をいただきましてありがとうございま
す。お題をいただきました通り，「地域が求め
る人材養成と大学・高等教育機関の課題」とい
うことでお話をしていきたいと思います。ざっ
くり， 5つのポイントを用意いたしました（ス
ライド 1。後掲資料参照。以下のスライド番号
も同様）。最初，まずは先ほどの東京一極集中
というような話。それからとりわけ東北各県，
ないしは東北ブロックにおける進学移動のこと
を少しデータで紹介したいと思っております。
これはもう皆さん，実はご存知のお話で，何を
くどくど言うのかということがあるかもしれま
せんけれども，7，8スライドを用意しました。

大学進学と収容力，地域移動
まず，一つですけれども（スライド 2），今

年内閣府で「地方創生インターンシップ事業」
というものがスタートいたしまして，私自身も

基調講演　地域が求める人材育成と大学・高等教育機関の課題
九州大学大学院人間環境学研究院

吉　本　圭　一　教授

吉本　圭一　教授

高橋　聡　教授
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この推進委員という形で入っております。これ
はインターンシップ等を通して，東京の大学に
いる学生を地方でインターンシップを受け入れ
て，Uターン等を促すことができないかという
ようなことが狙いにあるようです。先ほど羽田
先生からお話がありましたように，一極集中と
いうものをどうするんだと。スライド 3のよう
に，若い時に大都市に流入するのですけれど
も，これから先について，もう少し詳しく見て
いきたいと思います（スライド 3）。私は九州
から来ましたので，九州と東北を少し頭の中で
比較しながらデータを見ていきたいと思うので
すが，東北地方の大学から出身地域，地域内の
就職は，東北地方の出身の人が東北の大学に
行って，地域内に就職するというのが44％，こ
こにありますね。九州では，逆に同じぐらいの
割合というよりも，もう少し多いですね。これ
は，リクルートの就職未来研究所の調査で，地
元希望というものを取っておりまして，地元と
いう範囲は特に決めていないんですけれども，
地元希望を測っています。仮にブロックと対応
させてみると，68％は地元に就職したいんだと
いうことを言いながら就活に入り，しかし地元
就職を実現できない場合が多い。これに対して
九州っていうのは，実は希望実現率が結構
高い。
どこが違うのかというと，私のシンプルな答
えはこうです。東北は一極集中だと。どうも仙
台に一極集中しているんではないでしょうか。
一極集中っていうのは，もちろん日本全体でみ
れば東京に一極集中している。だから，言って
みれば富士山のピークが東京である。みんな富
士山を目指す。あまり脱線してはいけないんで
すが，私の個人的なことで，以前東京でしばら
く仕事をしていましたけれども，その時は旅が
好きですのでいろんなところに出張していまし
た。ところが，これは九州に来てからというも
の，東京出張ばかりが多くて，先週も 3回出張
したとか，何をやっているかというと，要する
に東京に繋がれてしまっている。東京に一極で

繋がっている。仙台も似たような恰好ではない
でしょうか。東北と仙台の関係は日本全体での
東京との関係と似たようなところがあるんでは
ないかと。
九州は，実はちょっと違う。九州は，これは

先ほど東北帝国大学の出来方の話がありました
けれども，九州帝国大学は，第 3の帝国大学と
して準備が始まったけれども，福岡と熊本と長
崎の地域が強い。真剣な誘致活動をそれぞれが
譲らず，一生懸命にやったものだから，最後に
時間がかかってしまった。こういう話がありま
す。つまり，「九州は一つ」とまとめようとい
う議論の時に，「九州は一つ一つだね」とよく
言うんですね。みんな元気なんです。つまりい
わば，八ヶ岳型みたいな形で，ピークが沢山あ
る。そういう意味では必ずしも福岡に九州全部
がつながれているとは言えないわけです。今簡
単に八ヶ岳型といいましたが，自転車の車輪で
イメージすれば，それぞれのピークは相互に横
につながって車輪のリムを構成する。一極集中
というのは，車輪の中心にハブが一つあって，
車輪の周りのリムが全部，スポークだけで中心
（ハブ）につながっている。こういう状態が，
少し違うんじゃないかなと思います。
結局最後に学校を出たところから，どういう

ふうに就職するかと（スライド 4）。これは大
学ばかりではなくて高校も含めてですけれど
も，大方は同一ブロックへ就職をしているんで
すけれども，よその地域に供給しているってい
うのは東北が一番多くて，27％の大方が東京圏
に就職になるんです。
そうなると，自県内の進学率を確保するため

に，大学を作って進学者を確保しようという動
きが出てくるわけですけれども，東北の場合に
現在の自県内進学率は 2割から 3割です（スラ
イド 5）。九州は少し幅がありますけれども。
じゃあ自県内収容力を確保すれば，大学進学者
の機会を増やして，地元に人材が残るかという
と，それは難しいところですよね。ここにあり
ますように，収容力っていうのは東北で県外
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の，これは大学だけに限ってですけれども，青
森でも岩手でも。福島はちょっと違うんですけ
れども，山形でも。1980年代頃から比べると，
みんな収容力は上がっているんですよ（スライ
ド 6）。ところが，その2000年から2015年。こ
れは実数でいうと，自県内進学者数は減ってい
るんです。もちろん，増えているところもある。
東北はこういう形で減っていっていると。もう
少し詳しく，Uターンの話をデータから見てい
きたいのですが，これができない。今日はおら
れない文部科学省の方々がもっとしっかりして
もらわないと。本当に地方創生なんていうこと
を考えているのかどうか，少し疑問がありま
す。こういう Uターンのデータは，1990年頃
までのデータしか，学校基本調査で推計できな
いんです。バブルの騒乱期に調査をやめている
のです。
そこで，少し古い年度の学校基本調査と，他
省で 5年おきに行われている人口移動調査の対
応年度データを組み合わせると，おおよそこう
いうような形の，若い人たちの出身県を起点と
する地域移動状況がわかります（スライド 7）。
左側の方が，大学進学者が100人いるとすると，
福島県の場合。85人が県外，15人が県内の大学
に行く。その場合この大学を作るっていうこと
は，県外の人材を持ってくることができる。28
人持ってきた。これはこれで価値があるんです
ね。ところが卒業時には，持ってきた卒業生は
ほとんどが戻っちゃう。これは考えようですよ
ね。福島に愛着を持った，言ってみれば国内で
福島に留学してくれて，福島のファンを増やし
たということも言える。ただその本当の意味の
現在の定着しているのは，この黄色の部分で。
トータルすると，これは生涯通算した Uター
ンを推計してみた時なんですけれども，ここの
黄色の部分が県内。何がしら県内に戻ってきて
いると。しかし，多くは大学を作ったとしても
県外。県外で活躍している。福島のアイデンティ
ティを持って，県外に活躍の場を持っている。
これはこれで，ありうるんでしょうけれども。

これも都道府県ごとにそういう推計をして，九
州と東北を比較してみました。この県内で活躍
する人材っていうのは，100人大学進学者がい
るとすると，この宮城を除いて非常に低い比率
だったと（スライド 8）。そのキャリア，生涯
に渡っても 4割ぐらいの，回収という言い方を
してはいけないんですが，県内で戻ってきて活
躍をしている。ですから，宮城の大学のスケー
ルは非常に大きいんですけれども，人口当たり
につき大きいんですけれども，大方は卒業時に
は，域外で，県外で活躍をしている人材が多い
という形になっています。この辺の数字が，こ
ちら福岡は 4割ぐらい。投入した資源の回収っ
ていう言い方はよくないですけれども，県内活
躍しているのです。熊本は 3割ぐらい。そして，
これを見てください，沖縄は44％です。沖縄は
よく言うんですけれども，仕事はないんですけ
れども，若い人が沖縄に残る，戻る。だけれど
も，そのうちちゃんと生活できているんです
ね。何とか生活をしていくうちに，人口は一定
程度，ある種保つような形で。要するに，沖縄
が好きな子どもたち，若い人たちを育てていっ
ている。これは何なんだろうなっていう気は
やっぱりしますね。要するに，どちらかという
と九州は一つ一つだけど，一つ一つが頑張っ
て。なにくそ，福岡に負けてなるものかって
言って熊本あたりが強くなっている。等々とい
うような世界があるんだろうということです。
ちょっと脱線型で始まりましたけれども，大

学と地域の交流っていうのは，最初の，おそら
く高度成長期までは，国が国立大学をどこに用
意するかということ以外にはほとんど政策がな
く，ある種よく言われるんですけれども，国立
大学は「社会の必要」に応じて，私立大学は
「個人的な需要」に応じているという基本があ
る。要するに，市場に応じて動いている（スラ
イド 9）。しかし，それだけではなくて高度成
長期に中学校，高校だと象徴的に言えるんです
けれども，集団就職列車というのがあって。
「ALWAYS 三丁目の夕日」に出てくる，幸せな
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誤解のもとで，期待されていることと，自分が
やることがずれたまま就職する。しかし，そう
いう形で東京が成長していくハッピーな物語が
あります。そのハッピーさっていうのは，国策
に基づく人口の移動なんですよね。それが結局，
東京に出ていくことが当然だ，「幸せ」だとい
うような，ある種もうそれを疑わないメンタリ
ティーを作りあげちゃう。このことっていうの
は，例えばドイツの方といろいろ話をしている
と，列車で人を動かすっていう話をした途端
に，顔色が変わってきて，本当に怖いというか，
この話を途中でやめました。それはちょっと
ニュアンスが違うから，許してよということで
納めました。ついこの前韓国に行ってみても，
韓国はわざわざ，世宗というもともと何もない
地域に政府機能を集めた新首都を作っていま
す。一極集中をどうやって崩すか，真剣です。
次は，オーストラリアに行くんですが，ここの
キャンベラも新規の計画都市ですよね。たまた
まそういう都市ばかり見ていたから，あまりア
ピールしすぎかもしれませんけれども，なぜ東
京集中なのかということは，地方創生の政策が
いまもってうわべだけにとどまっているように
見えるのは，こういう時代にメンタリティーが
もうできちゃったんだろうなというふうに思わ
ざるを得ないと考えています。
ただ，ともあれ大学に限ってみれば，より地
域に接近するというアプローチは，1980年代ぐ
らいから盛んに行われています。大学のコアで
ある研究のモードにしても，「モード 2」とい
う議論があって，より現場で新たな知が生まれ
ると。現場の文脈に応じた知が生まれると。そ
ういう議論があって，さらに教育のモードにお
いても，インターンシップ，PBLというサー
ビスラーニングなど地元に価値ある教育の場を
見つけるようになってきました。これがもう一
つ，実際に横置きな構造の中での，しかし共有
ミッションに関わる地域接点を探すというアプ
ローチは，ある意味その「モード 2型教育」っ
ていうのはこれからの課題として何かあるので

はないかという。これが，私がお話ししたポイ
ントです。

大学と地域社会との関係課題の展開
文部科学省の政策として「COC」があり，さ

らに「COC+」がいろんな形で動いている。こ
の問題は何にしても，自治体や地域諸団体，経
済団体。今日，商工会議所の方も来られている
ので，ぜひ共有したいと考えています（スライ
ド10）。大学への期待をいただくと同時に，ぜ
ひ地域の団体が，ステークホルダーではあるけ
れども，ある種当事者的に，積極的に何かを進
めていただきたいなというような，こういう大
学関係者からの期待もあります。お話等できれ
ばと思っております。大学と地域の関係ってい
うのは，あまり深く議論はできませんけれど
も，連携のインターフェースがどう設置される
かがポイントです。大学の方から，エクステン
ションのプログラムをずっと作っていくという
アプローチもありますし，地域の側から大学に
接近するというアプローチもあるはずです。そ
のインターフェースの作られ方っていうのが，
これからポイントになるんではないかなと思い
ます。
ちょっと先の話に飛んで言いますけれども，

福岡県には九州インターンシップ推進協議会と
いう，おそらくそういう連携組織として，トッ
プの組織があります。ずっと私も関わってきて
います。昨年15週年を迎えましたが，この間
ずっと関わってきました。組織のトップは一応
九州大学の総長となっていますけれども，実質
的に組織を動かしているのは中小企業経営者協
会でした。地元の中小企業の側が前に出ていっ
て，地元の人材を育てたいという，そういうほ
んとのニーズがあるから，そこで動かしている
んだと理解しています。そこのポイントが結構
大切なんだと思うんですよね。この辺は次のポ
イントになります。
さて，私に与えられたお題が「地域が求める

人材育成」に戻りますと，さて何だろうなと。
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実は，ここが答えるのが一番難しいなと思いな
がらおります。ひとつには，ここにありますよ
うに，社会人基礎力というのが，これが一番
手っ取り早い解答かもしれません（スライド
11）。じゃあこの「前に踏み出す」，「考え抜く」，
「チームで働く」という力が期待されているも
のだというような話で，だからアクティブ・
ラーニングという教育の方法論が大切となった
りします。でも，何をアクティブにラーニング
すればいいのかというと，どうも大学は真剣な
のかどうか，疑問もあります。たとえば，ディ
ベートが好きな先生が，じゃあディベートだっ
てアクティブにやっているからアクティブ・
ラーニングだとか，定義があいまいだから何を
やっても今の課題に応えたように解答できる。
どちらの方向にアクティブか，どっちの関わり
でアクティブかっていう議論が，わりかし飛ん
でしまっているのですね。ちょっと先に行きま
すけれども，企業や経済界，地域社会の期待っ
ていうのは，この丸の部分というのがたくさん
あって，最終的に収束しないんですよ（スライ
ド12）。
キャリア教育職業教育特別部会の答申の時に
は，一応こういう形でまとめています。ここに
は私も深く関わりましたから，何とか無理やり
方向づけたと思います。教育の目標を一定の形
にしたと（スライド13）。これはこれで，間違
いないとは思うんですけれども，外れてはいな
いんですけれども，こういったから，具体的に
どういう教育の方法が適切であるのか，あれこ
れの例示に終わっています。大学もこの辺の基
礎的・汎用的能力というのは使える用語になり
ます。日本の労働市場が，この学部を出たから
この仕事っていう明確な一対一対応があるわけ
ではないんだから，汎用的な能力をというのは
わかりやすい。そして汎用的な能力っていうの
は教養教育という言葉に繋がっていきます。こ
ちらの高度教養教育・学生支援機構には良いん
でしょうけれども，しかし各専門学部が何をす
ればいいのかということが議論されていない。

ここが今あまり議論されずに飛ばされているん
じゃないかとちょっと心配しております。
そもそも，よくよく考えてみたら，人格的な

基礎力的なものまで含めて何も全部大学でやら
なきゃいけないわけではない（スライド14）。
大学でやることと，それから家庭でやること
と，小・中でやることと，企業でやること。こ
う分けていって，本来大学がやることをやれば
いい。そこの中で大学に期待されているものは
というと，この辺の部分ではないでしょうか。
これは実際に国立教育政策研究所で，それぞれ
の能力はどの段階で期待しますかということを
企業や経済団体等に調査したものです。言って
みると，それなりに学校種によって期待は違う
はずなんですね。その辺にちゃんと焦点を当て
ないといけない。
次のスライドはさらっと話しますが，厚生労

働省の労働市場における職業能力評価の研究会
の報告書からのものです。これはこれで面白い
んですが，一言だけ伝えておきますと，このい
わゆる業界を横断するジョブ型労働市場ってい
うのが，これからもう少し大きくなっていくだ
ろうと考えています（スライド15）。あるいは，
こういうことに向けて教育をすると。今日の日
本的なメンバーシップ型労働市場っていうの
は，とにかく一緒に仕事をして気持ちよく仕事
をできる。うまく仕事ができる。要するに協調
性だったりコミュニケーションだったり，そう
いう人がいいねっていうことが，圧倒的な声に
なっています（スライド16）。しかし，それぞ
れの専門に応じてジョブ型で働くっていうよう
な要素っていうのは，厚生労働省としては注目
するようになってきたということだと思いま
す。人材への期待と。ここの，読み上げません
けれどもメンバーシップ型労働市場っていうの
は，日本の基本的なモデルですけれども，ジョ
ブ型労働市場，あるいは業界内共通能力が注目
されていると。ただ，もう一つさらに言うと，
経済団体のトップの声っていうのも大切ですけ
れども，むしろ現場の声を社会全体としてどう
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把握するのか。現場で何が必要とされているか。
地域が求める人材育成ということをもう少し業
種や職種，分野ごとにブレークダウンして，地
域で働く人々に必要とされている能力を把握す
ることはできないのだろうか。こういうふうに
すると実は誰から聞けるかっていうと我々は有
力な手掛かりを持っている。卒業生です。卒業
生が働きながらこれを必要だというところをト
ライすればいいはずです。私がやっているのは
そうした課題への解答の鍵としての卒業生調査
ということになります。

大学における学修成果アプローチとその質保証
この辺，ちょっと大学側のラーニングアウト
カム，学習成果へのこだわり（スライド17）。
今文部科学省の大学への要請には， 3ポリシー
の一体的運用だとか， 4ポリシーとか，そうい
うようなことを言います。学習成果をもとに
ディプロマ・ポリシーを作る，そのディプロ
マ・ポリシーをもとに，どういうカリキュラム
でそれを組み合わせていくか。カリキュラムツ
リーと言ったり，カリキュラムマップと言った
りしますけれども，それを的確に改訂させる。
こういうアプローチを求めていますけれども，
そういうアプローチをやろうとすると，卒業生
の調査をしないと把握できない。こう思います。
大学設置基準の改訂が続いていますが，その 2
条で教育の目的として人材養成目的等を明らか
にしていくこと，それは実は学習成果というこ
とが強調されます（スライド18,19）。そして42
条の 2が2011年に設置基準に付け加えられて，
ガイダンスの組織と機能が強調されるように
なっています。そういう形で学習成果に焦点を
当てると。学習成果を把握するのはどうすれば
いいか。と端的に言えば，卒業してから一定年
数範囲の初期キャリア形成段階で評価していく
ことが重要です（スライド20）。
卒業生というのは，学習成果であるととも
に，具体的な経験をもとに母校の教育への意味
ある意見を可能にする人たちと。そして尚且つ，

ここの今日のテーマである地域の期待する人材
育成を，具体的に語ることができる。もちろん，
トップが語ることも大切ですけれども，具体的
に現場で何が必要かとなれば，卒業生調査で
す。そこに大学教育は何かができるわけですよ
ね。実は卒業生調査っていうのは，これは私の
専門ですけれども，なかなか普及をしていかな
い（スライド21）。
あるいは，普及しているように見えるけれど

も，私の目からいうともうちょっと物足りない
ところがある。それは，卒業生調査というのは，
そのサンプル回収，経費，手間，等々いろんな
問題があって，いろいろむしろ挑戦を回避する
というような動きがある。いろんな大学関係者
の本音の話を聞いてみると，いろいろとありま
す。そもそも，ディプロマ・ポリシーっていう
のも文部科学省はいろいろ言っているけど，こ
ういういろいろ変わる施策って，長続きするん
でしょうかと，何かの講演の時に大変立派な学
長先生から聞かれました。さすがに，なんと答
えていいか戸惑ってしまいましたけれども。し
かし私はそういうことで，卒業生調査をやって
おりまして，卒業生が社会で必要とされるもの
を教えればいい。こういうことが基本なんです
けれども，ただ大学はそれだけを言っていても
いけないのが難しいところですよね。なぜかと
いうと，大学は，大学ないしは学術的な教育の
スタイルと，それから職業教育っていうのは
違っていて，医学なんかはむしろ職業教育と
言ってもいいかもしれない。この医者として必
要な，あるいは職業における必要があるこの知
識，この議論，この知識技能を応用する力。あ
るいはこういうコンピテンシー。医学部の場合
には，倫理観などの議論も当然重要になる。そ
うした人材養成目的から，具体的な目標が絞り
込めれば教育活動に落とし込みやすい。他方で
は，人文社会系のような特定の人材養成目的の
絞り込みの難しい分野がある。あるディシプリ
ンの知識技能，それを応用する力を習得して，
どこで活用するかというと，Aという職業で
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あったり Bという職業，Cという職業であっ
たりする。こういう関係になっている。だから
こそ，学術的なプロファイルをそれぞれの分野
で作って，同時に職業的なプロファイルを意識
しながら，それをどういうふうに折り合いをつ
けていくかということがポイントだと思いま
す。そういう意味で，大学セクター，学術セク
ターっていうのは，本来，難しい課題を抱えて
いるんだと思います。
今回は，みなさんに配布できる部数を持参し
ておりませんでしたが，私の専門的な研究であ
る大卒卒業生調査の結果（吉本圭一編『大学教
育における職業統合的学習の社会的効用』九州
大学第三段階教育研究センター，ワーキング
ペーパーNo.3，2016）を紹介しましょう。ス
ライドのように，これは 5つの大学で共同・協
働で実施した卒業生の調査からのものです。そ
れぞれの大学の専門分野ごとに，どの仕事だっ
たら専門が関係するのかと言うと，それはこの
スライドに示すように，一定の仕事の範囲であ
れば関係が見える（スライド22,23,24）。その他
の範囲の仕事だと，これは全く関係しない。そ
うすると，ここのある程度関連する仕事に向け
て，意識的にカリキュラムをそちらの方にまと
めていく。またその進路のキャリアパスとして
そういう卒業生，卒業前の進路指導等でキャリ
アパスを示していく。こういうことが必要だと
思うんですね。
先ほど，企業がどの段階で何を教えればいい
と考えているかという調査結果を紹介しました
けれども，この卒業生調査では，特に在学中や
その前後どの段階で何を身に付けたかというこ
とを聞いています（スライド25）。そうすると，
これは分かりやすいんですけれども，ここの基
礎的な知識っていうのは小中高までで身につけ
たものであると。それから，基礎的・社会的な
技能というようなものは，結構，職場が出てく
るけれども，さらにアルバイトも軽視できな
い。この辺をどういうふうに意識するかってな
かなか難しいところではありますけれども，卒

業生の回答ではそれが含まれている。最終的に，
卒業後にトータルの能力を100としたら，どこ
で何を身に付けましたかと調査で聞いてみる，
どの卒業生でも卒業後が大きいと解答していま
す。卒業後の，しかも卒業後 2年，3年しか経っ
てない上に，そこで30％ぐらい身に付けたとい
うような平均値になっています。これは卒業後
1 年から10年までと，幅は広いんですけれど
も。そうとは言え，在学中っていうのもたった
4年間なんだけれども，それまでの印象よりも
かなり大きなイメージがあるということも，確
かかもしれない。大学から卒業生調査という形
で送られてくるから，少しリップサービスかも
しれないけれども，大学教育が一定の効果が
あったということも読みとれます。一方で，専
門的知識，専門技能を実習・演習でやることも
大切，それから卒論が重要である。これはわり
と古典的な大学モデルが合致しているというこ
となんですよね。これからもっと変わっていく
のかもしれませんけれども，ベースはここにあ
るということです。もちろん，こうしたアプ
ローチは，その中でアクティブにコミュニケー
ションがある学習領域だと思うんですね。それ
から，私が強調しているインターンシップって
いうのは，調査結果からは社会的技能への貢献
9.2％にしかなっていません。しかし，インター
ンシップを受けている学生が，まだまだ多くな
い時代の調査結果です。単純に参加率が 2倍，
3倍となり，この数値を 2倍， 3倍にしてみる
と非常にインパクトの大きい，重要な契機に
なっているということが分かると思います。
もう少し，この調査の話もいろいろやってみ

たいところではあるんですけれども，時間も限
られると思いますので，以下簡単に紹介します
（スライド26）。いま社会人基礎力と言われてい
るものが段取りだったり，チームに貢献するこ
とだったり，コミュニケーションだったり注目
されており，私は基礎的・社会的な技能として
まとめています。特に，これは人文ビジネス分
野に焦点を当てていますから，そういう傾向が
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出ています。ここでは，しかも獲得の水準と必
要度の水準にギャップがある。すなわち，卒業
生が十分に獲得していないということがあると
思います。
それではそういう意味で，社会が必要とす
る，あるいは卒業生が働く場で必要とする能力
と，身に付けるものにギャップがあるとした時
に，どうするか。そういう意味からも，リカレ
ントな学習の受け皿となれるような，新たな高
等教育機関とか，職業教育というものの供給と
いうのは理解できる（スライド27,28）。

OECDの2005年の第三段階教育政策レビュー
（2009年に米澤さんらの翻訳）では，第三段階
教育機関が多様であるということはいいことだ
と OECDは言っています（スライド29,30）。そ
う言った後で，すぐに但し書きを付けていて，
日本では，適切な機能的分化への政策的な方向
づけなく展開している。要するに，文部科学省
が何もコントロールをしていないという指摘で
す。何もビジョンがないというよう，高等教育
政策やその関係者には実はきわめて厳しいコメ
ントもなされているわけです。こういうところ
にどう答えるかという部分が，今本当に期待さ
れているんだと思います。ということで，この
例えば自民党の J-ファイルという形で機能的
分化があったり，先ほど羽田さんが言われたよ
うに，国立大学そのものの機能を分けるという
があった（スライド31,32）。これがこの先どう
なるのかなということですけれども，ちょっと
脱線しますけれども，この新たな職業高等教育
機関というものが，非常に無理難題をいうよう
な制度になっているように思います。

インターンシップから職業統合的学習� �
� （work-integrated learning）へ
それでは，最後の 5点目のポイント。地方創
生インターンシップ事業，ないしは「まち・ひ
と・しごと創生」の事業というところに終わり
たいと思います（スライド33）。もちろん地方
創生奨学金とか，いろいろなアプローチがあり

ますけれども，この中の一つ，インターンシッ
プというのが，特に教育機関として関われるこ
とであるんですけれども，この事業そのもの
は，先ほどもちょっと言いましたけれど東京に
いる大学を意識して作ったような，委員会の会
合に出ていても，そんな雰囲気は少しありまし
た。もちろん最終的に地方を豊かにするという
ゴールははっきりしているんですけれども。そ
こで，そのインターンシップを地方創生，うま
く使えるのかなということが心配です。
また卒業生調査の経験からの知見の延長です

けれども，日本とヨーロッパでやった卒業生調
査からみると，どこの国でもインターンシップ
にしても，アルバイトにしても，専門と関連す
る就業体験というキーワードを抽出していっ
て，アルバイトの中でも専門と関連するアルバ
イトと，専門と関連しないアルバイトとあると
いう前提で，こういう設問をしていますけれど
も，そうしますとそういう専門に関連する職業
的な経験が，その後の長期的な教育の有用性と
いうことの評価につながる（スライド34,35）。
大学の教育が良かったよねというのは，そう

いうところの専門と職業の関わりというところ
で出てくる。実際のデータとしてみると，例え
ばこういうことですけれども，これはたまたま
もう少し職業に専門的な領域の学校の例ですけ
れども，調理・製菓系の専門学校ですから想像
しやすいと思うんですけれども。インターン
シップっていうのは，いろんな意味でこの黄色
のところでプラスが付いている（スライド36）。
だけれども同時に，専門と関連するアルバイト
経験。結局それは何かというと，コンビニで働
くっていうのは適切かどうか疑問であるにして
も，料理を学ぶ学生が料理屋で働いていれば，
仕事は皿洗いだけであっても，結構その時に見
ていることは専門と関係していたりすると思い
ます。そういう意味で，そういう経験をもって
いる場合に，卒業後に仕事を実際に見つけた
り，仕事の技能を身に付けたり，さらにそもそ
もの基礎を身に付けたりする上で意味がある。
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こういう分野でも同じような部分がある。
ただ，いずれにしても皆さんのところの大学
も長期インターンシップということで取り組ん
でおられるところもあると思いますけれども，
平均すると何とも短い（スライド37）。実は，
1997年の三省合意の前，三省合意ができた時の
数字ですと，インターンシップをやっていると
ころの15％ぐらい，12， 3％は 1ヶ月以上と。
だけどインターンシップが普及したというの
は，実は短いものだけが普及しちゃったと。今
ワンデーの採用だけの「インターンシップ」と
いう名前を冠した採用活動が出ています。私の
関わっている専門学会の日本インターンシップ
学会では，そうした教育目的を有していないも
のはインターンシップって言わないでほしいと
いうふうにアピールしているんですけれども，
まだ声が小さすぎるかもしれません。また，期
間としても，一定程度の期間をやはりしない
と，職場の関係っていうのは，あまり見えてこ
ない。技能は身に付けなくてもいいけれども，
職場はどう成り立っているかという，その雰囲
気をいろんな会社にいって体感してくる。いろ
んな会社の組織文化が最近問題になっています
けれども，まずはそういうのを理解しておくこ
とが肝要だと思います。
最終的には，インターンシップを包括する，
教育的機能を有する学外での就業体験として
の，職業統合的な学習というのが大切だと考え
て い ま す（ス ラ イ ド 44）。work integrated 
learningという。それは別に，インターンシッ
プではなくても PBLでも，フィールドワーク
でも，サービスラーニングでも，いろんな形で
あろうと考えます。大切なのは，GP事業だと
そういう一番特徴的な活動を前面に図に描け
る。それを大々的に広報する。実は学生の中の
ごくわずかしかやっていなくても，それがあ
るってことを強調したりします。しかし，一部
の学生だけがメリットを享受できる活動をア
ピールするのはおかしいと思います。
オーストラリアを訪問して見た時に，職業統

合的学習（work integrated learning）ってどうい
うことかと調べてみました。Victoria大学では，
数千人すべての卒業生について，卒業の時の評
価の 4 分の 1 の要素は，この work integrated 
learningだけでなされます（スライド45）。 4分
の 1のパーツというのは，アングロ・サクソン
流の卒業時の最終的な卒業試験とか卒業評価と
いうものがある世界ですけれどもね。いずれに
しても，work integrated learningには，インター
ンシップから，ここにある就業体験を含むプロ
ジェクト型学習，場合によってはバーチャルな
ものも含めて，どの専門分野も，卒業生全てが
こういう形を経験するっていうことは，大切で
はないでしょうか（スライド46,47）。
そういう経験による学習，職業統合的学習

（work integrated learning－WIL）では何ができ
るようになるのか。あるいは，どういうWIL
が良いものかというと，これは20世紀初めの教
育学者デューイまで戻るんですけれども，経験
による教育の評価原理というのは，連続性と相
互作用であると言っています。彼は哲学者でも
ありますから，原理を伝えるだけで，これ以上
は言っていないです。けれども，いろんな意味
で議論をしていくと，連続性・相互作用という
ところは，いろいろに思いつくものがあると思
います。以下のスライドでは，まず中学校の職
場体験の報告会資料からいただきました。中学
のシンプルな 5日間の職場体験の報告，ふり返
りです。ここで「仕事の輪」と「人の和」とし
たまとめ方は，先生のアドバイスによるもので
しょうが，見るべきものがあります。職業に貴
賎なしなどとお題目を並べるより，ここの仕事
がないと次のここの仕事が成り立たないだろ
う，そうした仕事のつながりを見ること，知る
ことの価値，それが社会を再生産していくとい
う理解が得られると思います。どんな仕事で
あっても，その仕事のチェーンの中で意味があ
る仕事となる。こういうことが，論じられるん
じゃないかと思っています。
ちょっと元に戻って，あとはそういうことを

─ 15 ─



やっている一つの例として，COC+の中でも，
私は北九州の市立大学の取り組みをスライドに
しておきました（スライド48,49,50,51）。改め
て確認してみると，特に地域創成学群というプ
ログラムがあって，これはひたすら現場での実
習をやっている。これはなかなか評価が難しい
んだけれども，学群内の全員がやっている。よ
く聞いてみると，今時の傾向でもあるようです
が，女の子の方が積極的で，どうしても男の方
が後ろから付いてくるそうです。それでも
100％そういうことを経験させて，北九州とい
う地域がどんなものかを知り，ちょっと変です
けれども，北九州の地域を愛する，あるいは最
終的にいったんは進路として外に出ていくにし
ても，地域に愛着を持った若者たちを育ててい
る。こういうものができないかなというふうに
思います。

まとめ
まとめはこういうことであります（スライド

52）。大学の収容力の増加を，県内活躍人材育
成に一定の効果はあるけれども，やっぱりこれ
は限界がある。要するに大学の収容力だけを増
やして，東京が先ほど収容力の拡大がありまし
たけれども，それは東京が拡大すれば，そのま
ま人が増えて，就職でも中央に定着していっ
ちゃうんです。
これからの我々はそういうアプローチでは駄
目だろうと考えます。大学においては，地域の
人材を巡って養成の目的，卒業後の進路や地域
流動，研究サービスでの交流，教育方法におけ
る地域からの協力といろんな関係がだんだん進
化していっています。この大学と地域との関係
の進化している時に，今私は大学でいろいろ責
任があるお立場の方々に思うのは，もう少し大
学のガバナンスについて大学の固有の特性を理
解して進めてもらいたいと言うことです。特に
外部ステークホルダーの参画という時に，それ
は経営協議会に外部から半分参加とか何とか，
トップレベルでしっかりミッションを確認すれ

ばいい，またそれを実行できる学長のリーダー
シップの強化などという話があるんですけれど
も，大学と地域社会との関係は，そうじゃない
んですね。研究，サービス，教育への地域ステー
クホルダーの参画という時には，それぞれ専門
分野別に，ローカルにいっぱい点在しているも
のをきちんと評価していくこと，これがとても
大切だと思います。そういうものを把握するた
めには，人材育成という点では，ジョブ型の労
働市場もこれから期待されることだし，大学に
おいては学修成果アプローチがとても必要だと
考えます。 3ポリシーの一体的な運用等が，文
部科学省が指示するから仕方なく従っていると
いうレベルを脱却して，真剣に探究できるの
か。こうした諸々に波及していく基本として，
学修成果をまずは把握しましょうよということ
が，私の提案でございます。
そういうふうに提案して，それで調べてみる

とインターンシップ等のアプローチが見えてく
るように思います。一応ここまででございます。
この最後に付け加えたのが，この URLで私の
研究会のページが出てくるんですけれども，配
布資料に残念ながら間に合いませんでしたの
で，一応紹介しておきます。ここに報告書（吉
本圭一編『大学教育における職業統合的学習の
社会的効用』九州大学第三段階教育研究セン
ター，ワーキングペーパーNo.3，2016）もご
ざいます。もし関心がある方はご連絡いただけ
れば，ある程度刷ってありますのでご紹介させ
ていただきます。以上，ご清聴どうもありがと
うございました。

司会者
吉本先生，ありがとうございました。それで

は時間が少しありますので，フロアからの質問
をいただきたいと思います。大変基調講演にふ
さわしく，多様な論点を，データをたくさん使
いながら集約し，さらには具体的な提案まで発
展するという，大変豊富なものでしたので，全
体でというのは難しいと思います。何か部分的
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なことでも結構ですので，何かご質問があれば
お願いいたします。

フロア
大変，テーマとして地域との関わりの中に入
りながら，かなり普遍的なところまでお話をい
ただいたので大変勉強になりました。ありがと
うございました。 2点伺いたいんですが，一つ
は東北が一極集中というものが仙台市ではかな
りそうだと思いますし，そこに大きな課題が感
じるんですけれども，逆に言えばその九州で一
極集中にならない理由というのはどの辺にある
のかみたいなところを，もう少し。何となく文
化的には分かったんですが，もうちょっとその
福岡一極集中ではないのかなと思わないことも
ないんですけれども，その辺も含めて教えてい
ただきたいのが 1 点と，もう一つは最終的な
メッセージとして，やっぱりそのインターンと
いうものを使っていらっしゃいますが，要は仕
事あるいはその実際の仕事に関わるという体験
と，それから大学の教育というものがはっきり
分かれるというよりも混ざっていった方がいい
んではないかというような議論だと思うんです
けれども，そこを考えた時になかなか日本が生
涯学習という形で，これを何というか，何年か
働いて，それから大学に戻ったりとかというよ
うな形での，柔軟な形にならないところに大き
な問題を感じないでもないんですけれども，そ
の辺について何か政策のあり方，あるいは今後
のご提言としてご示唆いただければありがたい
んですが。

吉本教授
はい。まずそのなぜ九州と東北が違うかとい
うようなこれは，あまりいろいろ言えないとこ
ろではありますけれども，本当に実は私は1980
年代ぐらい大学院生の頃は，各県別の進学率と
か，そういうものを分析していました。それで，
歴史的なものを見ても，旧制の中学校進学率な
どからみてもどうも西日本と東日本で違う。単

純化してみれば，東日本は富士山型で東京の進
学率だけ高く，西日本は八ヶ岳型で相対的に高
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り，お客さんにどこでちゃんと料理を適切なタ
イミングでだせるかとか，そのお客さんの塩味
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3. 地域社会、経済団体等からの人材養成への期待

4. 大学における学修成果アプローチとその質保証

5. インターンシップから職業統合的学習（work-
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1

1-1.東京圏への若年層の流入
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• cf.九州では地域出身・地域就職57%、希望実現率98％
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1-3. 最終学歴と地域間移動 4 1-４.高卒後の進学移動（自県内進学比率） 5

出所：清水昌人・板東理江子(2013)「大学進学に伴う地域間移動の動向」『人口問題研究』69-3、図２（pp.66-67）

1-5.大学の収容力と進学者数 6 1-6.大学進学者と県内活躍－福島県の場合ー 7

1986年、1990年学校基本調査、2006
年人口移動調査を元に推計

1-3. 最終学歴と地域間移動 4 1-４.高卒後の進学移動（自県内進学比率） 5
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1-7.大学進学者数と県内活躍、県外活躍
-県内高卒大学進学者数=100として学校基本調査・人口移動調査から推計- 8 2-1.大学と地域社会との交流の重層化・深化

1. 目的的人材養成と市場の需給調整（～高度成長期）

– 一府県一国立大学による社会的必要による整備（教育、工学、医学）

– 教育需要に対応する私立大学の市場原理による拡大と大都市集中

2. 国土開発計画による人材の移動誘導
– 高度経済成長期（1960～1970年代はじめ） 中学・高校を中心に国策

にもとづく学校卒業者の地方から大都市への移動

– 1970～90年代：全国総合開発計画と大学の大都市抑制・地方分散

– 2000年代～大学の大都市・都心への回帰

3. 研究・サービス面で大学から地域へ接近（1980年代～）

– 社会サービスとしての生涯学習

– 理工系の研究リソース（モード２型研究）にかかる産学連携・技術移転

4. 教育ミッションにかかる地域接点の探究（2000年代～）

– インターンシップ、ＰＢＬ、ＳＬ（～アクティブ・ラーニング）

→ モード２型教育の展開 → 目的的人材養成への地域関与（？）

9

2-2.地方創生に向けた大学と地域社会の交流

 地（知）の拠点事業の展開

☆ COC（2013～）

 「地域志向」の組織的な教育・研究・社会貢献

 自治体との組織的な連携

☆ COC+（2015～）

 （＋）地域単位での大学間の協働

 自治体・地域諸団体（経済団体・職能団体）における大学
教育にかかるステークホルダーとしての当事者性認識の
課題

 大学における社会的経験による教育と既存の教育プログ
ラムとの関連性、あるいは相互作用の課題

 連携のインターフェイスがどう設置されるか？

10 3-1. 産業界からの平均的期待：社会人基礎力

「社会人基礎力」職場や地域社会の中で多様な人々とともに仕
事を行っていく上で必要な基礎的な能力

1. 「前に踏み出す力」（アクション）」

2. 「考え抜く力」（シンキング）」
3. 「チームで働く力」（チームワーク）

出所：経済産業省（2007）
『社会人基礎力に関する
研究会報告書』
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3-6.地域・経済界からの人材への期待について

• 大企業を中心とする長期継続雇用による日本的経営は固有
の労働市場モデルを発展させている（メンバーシップ型労働
市場）。学歴指標による訓練可能性重視の採用、入職前段階
での人格や汎用的能力重視、職場内での企業特殊的能力重
視。こうした考え方はあらゆる企業・仕事で万能というのでは
なく、地方中小主体の企業において、むしろジョブ型労働市場
の、業界共通能力が注目されている。

• 他の学校段階と比較してみると、大学には、むしろ専門的知
識・技能が期待されており、基礎的・汎用的技能などは家庭
や高校までの段階で修得が求められている

• 各専門分野ごとにどのような専門知識・技能等が求められる
のか、経済団体のトップからの意見等は、大卒就業者から必
要な能力についての現場（大卒者）から把握することで適切
に補完される必要

16 4-1. 教育の質保証 - 大学への新たな異議申立て

• ＜教育の質保証＞は、20世紀末以後の教育政策の世界的
流行。各国各教育段階において教育の質が問われる
• 特に職業的・社会的な準備としての教育の不適切性への批判

• 高等教育においても「エンプロヤビリティ」が問題とされ、大
学内部自治による「学問の自由・独立」に対する挑戦

• 大学は、12世紀以後の歴史の中で「教育研究の統合」と「学
問の自立」という世界的な共通思想を形成
• 「インプット」としての教員・学生や学習空間等の資源の標準的基準を設定

し、その活用方法「プロセス」については研究を通したイノベーションの源泉
としての大学に委ねる

• 「アウトカム」も、将来に広い範囲での活躍を想定して学術的な理論的知識
等の目標設定も大学に全面的に信託

17

4-2.質保証の要としての
＜学修成果learning outcomes＞

• 大学設置基準「人材の養成に関する目的その他の教育
研究上の目的」（2008年改正 第２条の２、2011年改正

第２条）にかかる大学活動の核心的目標としての学修成
果(learning outcomes)

• 同「学生が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び職
業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及
び厚生補導を通じて培うことができるよう、大学内の組織
間の有機的な連携を図り、適切な体制を整える」（2011年
改正 第42条の２ ガイダンスの組織と機能）

• 1991年大学設置基準等の大綱化以後の＜質保証＞へ
の取組の深化による焦点課題化

18
4-3.大学と職業教育における質保証アプローチの

収束としての＜学修成果＞の焦点化

• 「インプット」による大学質保証への異議申し立てとして、
教育の職業的社会的自立に向けての適切性「エンプロヤ
ビリティ」の要請

⇒ガイダンスの組織編成にとどまらない機能の質保証

⇒対応として学修成果（learning outcomes）の強調

⇒分野別参照基準、EUチューニングプロジェクト

⇒各省庁部局による「学士力」「○○力」の氾濫

• 他方で、職業教育は「職業のために必要な知識・技能・態
度」等を形成するもの。「インプット」ではなく、「アウトカム」
重視がされてきた。第三段階教育での職業教育拡充に伴
い、「インプット」と「プロセス」重視の質保証も

⇒職業実践専門課程の制度化
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4-4.学修の成果をどう設定し、把握するか？ 20

• 在学生調査＝履修直後の社会的有用性感覚は想像上のもの
• 英語TOEFL等のスコア＝一部の精緻な測度の偏重？
• 卒業率＝重要な観点だが、「その高さ」が「質」？
• 医師国家試験等の合格率＝誤差を競っているのでは？
• 大企業就職率＝入試選抜段階の結果との相関を前提？
• 教育投資収益率＝どの時期の教育を評価するのか？

 学修の成果は、卒業してから一定年数範囲の初期キャリア形成
段階での評価をすべき
– 授業直後などの即時的に把握可能ではない？
– 全生涯にわたって長期的に測定するのも迂遠？

 卒業生は、学修成果そのものであるとともに具体
的な経験をもとに母校の教育への意味ある意見
を可能にする＝卒業生調査の適切性

4-5.卒業生調査の困難と対応

1. 卒業生調査の挑戦
– サンプル回収率、経費・手間、個人情報保護

– 教育改善へのデータ活用（第二のハードル）

– 人材養成と学修成果、カリキュラムマップとの関係づけ

2. 挑戦回避としての「卒業生の声」方策
– 卒業時調査、在学生調査、同窓会での卒業生面接、母校出身教員

に聞く

– 基礎的・汎用的能力や社会人基礎力などの分野捨象

3. 困難克服としてのweb卒業生調査システムと協働IR
– 学修成果を初期キャリアと関連づけた把握

– 専門分野と初期キャリアの文脈対応性と分野間横断的比較可能性

– 教育改善（第二のハードルを越える）のための分野対応のベンチマ
ーキング
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4-8.大学卒者

の初職就職
先職業と専攻
した分野との
関連性
－人文・ビジネ
ス分野－

24
4-9. コンピテンシー形成のTPO
（大学）－人文・ビジネス－

25

4-10.コンピテンシーの獲得と必要-人文・ビジネス- 26
4-11.就業構造の実態上の変化からミッションの絞り
込み(1)-大卒者の二極分化？-

• 大卒就業者拡大の領域
– 就業構造2007年大卒25-29歳層（若年層）205万と大卒40-44歳層（中年層）168万の比較

• 大卒がほぼ想定されている職業に20万の増加
– 専門的・技術的職業6.5万人（情報処理、看護、他の保健、福祉、美術・デザイン）

– 事務的職業12.6万人（一般事務、会計事務、事務機器操作）

– ～～その一部は管理職等へ昇進等

• 大卒が当然には想定されない職業に21万人の増加
– サービス6.6万人（接客・給仕等）
– 生産工程・労務5.5万人
– 販売従事5.3万人
– 保安3.9万人

• 将来は、大学を機能別分化、三極化し、一部少数のイ
ノベーション人材が新成長産業や付加価値を創出？

27
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4-12.就業構造の実態上の変化(2)
-非大学型高等教育修了者の職業領域の重なり-

• 短大（同じく就業構造基本調査単年度の就業者比較）
– 卒業者数が4.5万人（68.7→64.2）減少
– 専門・技術職（看護・他の医療、福祉）は2.0万増
– 減少は事務▲3.8万、生産工程▲1.9万、サービス▲1.1万
– 大卒者がそれらの減少分を代替？

• 専門学校
– 卒業者数は19.2万人の増（86.8万→105.9万）
– サービス7.7万、販売4.0万、生産工程3.7万
– 専門技術2.7万増

• 高卒は109万人減（300→191）全ての職業で減
– 事務▲35.3万、生産工程▲23.6万、販売▲14.3万など

• これに対して、大卒者：生産工程・労務職に占める大卒比率
– 若年層は15.2％、中年層の10.7％の1.5倍
保安職業の大卒シェア
– 若年層では大卒者が過半の52.1％を占める、職業計での大卒シェア32.3％を上回る

専門・技術職の場合
– 大卒シェアは若年層で拡大しているが、短大・専門学校卒も同じ、高卒の減少を相殺

2016/11/21

28 ４-13.学校基本調査による進路補足の限界

学校基本調査（平成24年3月卒）
進学等 正規の職員等

＋研修医

非正規・一時

的・左記以

外・不詳

13.8 61.6 24.7
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家・グローバルな機関と地方機関など地域志向の多様性があ
り、このことが高く評価されている

• しかし、反面では、この多様性は、適切な機能的分化の政策
的方向づけなく展開しており、労働市場での適切性を欠いた教
育制度となっているという問題点も論究されている
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– 減少は事務▲3.8万、生産工程▲1.9万、サービス▲1.1万
– 大卒者がそれらの減少分を代替？

• 専門学校
– 卒業者数は19.2万人の増（86.8万→105.9万）
– サービス7.7万、販売4.0万、生産工程3.7万
– 専門技術2.7万増

• 高卒は109万人減（300→191）全ての職業で減
– 事務▲35.3万、生産工程▲23.6万、販売▲14.3万など

• これに対して、大卒者：生産工程・労務職に占める大卒比率
– 若年層は15.2％、中年層の10.7％の1.5倍
保安職業の大卒シェア
– 若年層では大卒者が過半の52.1％を占める、職業計での大卒シェア32.3％を上回る

専門・技術職の場合
– 大卒シェアは若年層で拡大しているが、短大・専門学校卒も同じ、高卒の減少を相殺
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4-16.新たな高等教育機関の制度化（2019年度～）

• 政策レビューのあった2000年代末はリーマンショックなどに
より職業への移行困難が顕在化

• 第三段階教育における職業教育の充実にかかる政策的議
論が、中教審（2011）「キャリア教育・職業教育答申」へ

• 2016年5月の中教審「新たな高等教育機関」答申では、
2019年度からの「職業専門大学」等の制度を提言

• 「新たな高等教育機関の教育では、企業等で求められる実践
性を身に付けさせるため、特定の職業分野における専門性の
陶冶と、専門性の枠に留まらないより広い基礎・教養の涵養と
を、同時に実現する必要がある。また、技能の教育と学問の
教育の双方を結びつけることにより、新たな職業教育のモデ
ルを構築していくことも期待される。」という箇所にも表現され
ている通り、職業教育の大学型高等教育の枠内への取込み

32 5-1.2016年からの地方創生インターンシップ事業 33

5-2.インターンシップの有効性の根拠から
-専門分野と関連する就業体験の効用(1)-

• 日欧12ヵ国の大学卒業生調査(CHEERS：1998調査)から
– 知見1：大学教育の有用性と大学生活

• 「学修した専門分野と関連する職業的経験をもつこと」

– 知見2：大学教育の有用性と大学教育の内容・方法

• 「在学中の学習時間が多いこと」

• 「カリキュラムのアカデミック志向性が強いこと」

• 「カリキュラムの職業的指向性が強いこと」 などが重要

• 総合的な学習（Integrated Learning）
– A: インターンシップにせよアルバイトにせよ、専門分野と関連する職業的

経験が長期的な教育の有用性に導く

– B : 大学カリキュラムで、アカデミックな性格と職業的な性格をうまく組合せ
ることで大学教育の有用性を高める

34
5-3.インターンシップや学外学習経験の多次元的相乗
的効用(2) (日欧REFLEX調査2006-2007)

• インターンシップは、「働き始める」「職場での学習」「現在
の仕事を遂行」という職業生活において有効な準備（学士・
修士レベルとも）となっている

• 「人格発達」や「起業家スキル」については機能していない。
• インターンシップがそれらに否定的な効果を持つというよりも、インター

ンシップに投入される時間において、何か他の活動をすることでこうし
た効果が生み出される

• 「専門分野と関連する就業経験」については、すべての
効用指標において経験を有することが高等教育の効用認
識を高める

• インターンシップ自体ではうまく効果を発揮できない人格的
な領域では、「専門分野と関連する就業経験」が有効な方
法となる

• また、標準年限以上に在学した卒業生、休業経験者の方
が自分の経験した高等教育を高く評価（学士レベル）
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• 「新たな高等教育機関の教育では、企業等で求められる実践
性を身に付けさせるため、特定の職業分野における専門性の
陶冶と、専門性の枠に留まらないより広い基礎・教養の涵養と
を、同時に実現する必要がある。また、技能の教育と学問の
教育の双方を結びつけることにより、新たな職業教育のモデ
ルを構築していくことも期待される。」という箇所にも表現され
ている通り、職業教育の大学型高等教育の枠内への取込み
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5-2.インターンシップの有効性の根拠から
-専門分野と関連する就業体験の効用(1)-

• 日欧12ヵ国の大学卒業生調査(CHEERS：1998調査)から
– 知見1：大学教育の有用性と大学生活

• 「学修した専門分野と関連する職業的経験をもつこと」

– 知見2：大学教育の有用性と大学教育の内容・方法

• 「在学中の学習時間が多いこと」

• 「カリキュラムのアカデミック志向性が強いこと」

• 「カリキュラムの職業的指向性が強いこと」 などが重要

• 総合的な学習（Integrated Learning）
– A: インターンシップにせよアルバイトにせよ、専門分野と関連する職業的

経験が長期的な教育の有用性に導く

– B : 大学カリキュラムで、アカデミックな性格と職業的な性格をうまく組合せ
ることで大学教育の有用性を高める
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• また、標準年限以上に在学した卒業生、休業経験者の方
が自分の経験した高等教育を高く評価（学士レベル）
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5-4. 実習・インターンシップ・専門アルバイトの効用
(3)-EQ短大・専門学校卒業生調査(2012-2013)-
-

36
5-5.しかし「日本型」大学インターンシップの期間は
あまりに短い
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注：平成9年度のデータについて、複数の学年で実施の場合は二重にカウントしている。

　  平成11－13年度のデータについて、最も多い実施期間と次に多い実施期間のみを記載。

出所：文部科学省「大学等におけるインターンシップ実施状況調査」(各年度)
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5-6.文部科学省（2013年）：インターンシップの普及及び質的充
実のための推進方策について-意見のとりまとめ-

• 体系的なキャリア教育・職業教育の推進に向けたインターンシップ
の更なる充実に関する調査研究協力者会議

• 概要
1. 現状と課題
2. 大学等及び企業等において推進すべき取組

• （１）大学等の取組の活性化等
• （２）中長期インターンシップの導入等による長期休業期間以外での実施促進
• （３）海外におけるインターンシップ等

• （４）多様な形態のインターンシップや、インターンシップと同等の効果を発揮
する多様な取組の推進

3. 国、地域において推進すべき取組
• （１）インターンシップ受入れ拡大に向けた地域における取組
• （２）インターンシップ普及・推進のため、国に求められる取組

4. インターンシップの更なる推進に向けて
5. 「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」の見直しの方向性
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5-7.大学等の取組の活性化等（方策）

1. 大学教育における位置付け

2. 大学等の取組の活性化

3. インターンシップの単位化及び事前・事後教育等の重要性

4. 学生にとっての意義及び学生への啓発

5. 企業等にとっての意義及び企業等による受入れの円滑化
– 企業等にとっては、インターンシップの受入れは、ＣＳＲや社会貢献として

の意義とともに、産学共同による実践的な人材の育成、大学教育への産
業界のニーズの反映、企業の役割や活動について学生の理解を深める意
義が認められる

– 特に、中小企業については、平成２７年度卒業・修了予定者からの就職・
採用活動開始時期の変更に際して、中小企業の魅力発信等、円滑な実施
に向けた取組を行うことが求められていることから、中小企業の魅力発信
としてのインターンシップの更なる活用の推進が求められている

6. 報酬等の取扱い
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5-8.中長期インターンシップの導入等による長
期休業期間以外での実施促進

• 現在のインターンシップは夏期休業期間中に１週間～
２週間程度集中的に実施するものが最も多いが、就
職・採用活動時期の変更に伴う夏期休業期間中にお
ける就職活動の活発化も踏まえれば、今後、インター
ンシップ実施の拡充を図っていくためには、夏期休業
期間以外におけるインターンシップの実施時期の検
討が必要

• このため、企業の採用を目的とした広報活動の時期と
抵触しないように配慮しつつ、春期休業期間の活用
や、学期期間中の実施についても考える必要
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5-9.多様な形態のインターンシップや、インターン
シップと同等の効果を発揮する取組の推進

• 多様な取組と活動
– ワークショップやＰＢＬ、地域フィールドワーク、共同研究プロジェクト

– 特定の資格取得を目的として実施する実習

– サービス・ラーニング

– 企業現場での活動を伴わない活動

• 専門教育と関係した実践的な学習として、インターンシッ
プ、サービス・ラーニングなどの体験活動を含めて、「職業
統合的学習(Work Integrated Learning: ＷＩＬ)」という包
括的な概念として捉えることも考えられる

• 大学の専門分野に関連するアルバイトは、学生が様々な
気付きを得る点では一定の評価ができる。教育的位置付
けについて検討が必要
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5-10.地域の取組の課題
-専門人材（コーディネーター等）の養成-

• 大学等、学生及び企業等の間に立ち、インターンシップの受入

先を開拓したり、企業側ニーズを把握し、質の高いインターン

シップとなるようなプロジェクト設計を行ったり、学生に対しメン

ター的に指示したり、学生の主体性を伸ばすコーディネーター

の役割

• コーディネーターの位置づけ、経験や資質：

– 地域の仲介団体

– 大学の教職員

• コーディネート組織の在り方：

– 学内専門教育組織との関わり

– 企業内の専門的な能力活用の現場との関わり
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5-11.国の政策的促進の役割

• 国としてインターンシップの実施状況を把握し、施策の
効果を検証しながら、産学連携によるインターンシップを
推進

• 今回の調査においては、特定の資格取得を目的として
実施する実習（教育実習、医療実習、看護実習等）への
参加についても把握、インターンシップと同等の効果を
発揮するものとして積極的に評価し得るものと考えられ
る

• 施策を推進していくための現状の把握として、これらの
実習を除いて平成２３年度のインターンシップ参加率を
今回の調査結果をもとに推計してみると、２０％程度とも
試算できる
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5-11.国の政策的促進の役割
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5-12. 職業統合的学習(work integrated learning)

• 文部科学省（2013）「インターンシップの普及および質的
充実のための推進方策」
– インターンシップと同等あるいは質的に充実した体験的活動→職業統

合的学習

• 特定の資格取得を目的として実施する実習学習

• コーオプ教育

• ＰＢＬ(Problem-, Project-)、サービス・ラーニング、一定のテーマを
持ち企業の現場を踏まえたワークショップ

– 職業統合的学習の外にある経験による学習

• アルバイトについては議論収束せず

• 海外留学

• (休学、、、論じていないが、、、吉本・稲永編（2013）『第三段階
教育における職業統合的学習』広島大学RIHE叢書参照）

– 採用のための1日の「インターンシップ」は考慮せず
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5-13. インターンシップの未来形：職業統合的学習
（WIL： work integrated learning）～豪州の事例から

• 豪州の高等教育における職業への移行
– TAFE（職業専門学校）の准学士・学士課程で産学連携教育充実

– 大学はサンドウィッチコースなど長期就業体験を組込む課程未発達

– 2000年代以降に大学でも徐々に産学連携教育の拡大

• 労働市場における技能／エンプロヤビリティ／職業準備の問題

• 高等教育における教育teachingから学習learningへの焦点転換

• 職業統合的学習(Work-Integrated Learning:WIL)
– 目的を持ってデザインされたカリキュラムの中で理論と職業実践とを統合

したアプローチおよび戦略の総称（Patrick, C. et al., 2009）
• 就業体験(Placements)
• プロジェクトワーク(Project Work～PBL) より学習課題に焦点をあて
る

• 職場環境のシュミレーション学内に作られた疑似職場環境でのWIL
• バーチャルなWIL(法学専攻学生による模擬裁判）

45

5-14.すべての学生に何らかの職業統合的学習
を （実習、インターンシップ、アルバイト、休学、、） 46

5-15.教育と職業をつなぐ
職業教育・キャリア教育の評価原理

• ＜経験による教育の評価原理＞
– 「相互に能動的に結合している連続性と相互作用とが、経験の教育的意

義と価値をはかる尺度を提供する」（デューイ（1938）『経験と教育』）

• タテの接続と連続性
– 各学校段階や学年で実施する個別の活動の関係づけ

• 事前の学習（総合的な学習等）から職場体験への焦点化
• 職場体験から事後の学習（教科・領域）への展開

– 職場体験の系統化をするとすれば
• 見学（シャドー）→手伝い→生産への貢献へ、、、

– 重要なのは学生の将来設計認識と指導する先輩メンターとの出会い

• ヨコの連携・統合～相互作用
– 職場体験を通して、

学校が地域を知る、地域が学校を知る＝地域の教育力
– 中学生段階での兵庫「トライやるウィーク」・富山「14歳の挑戦」

• 地域資源を用いて、またその活動を通して学校教育活動の認知
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5-14.すべての学生に何らかの職業統合的学習
を （実習、インターンシップ、アルバイト、休学、、） 46

5-15.教育と職業をつなぐ
職業教育・キャリア教育の評価原理

• ＜経験による教育の評価原理＞
– 「相互に能動的に結合している連続性と相互作用とが、経験の教育的意

義と価値をはかる尺度を提供する」（デューイ（1938）『経験と教育』）

• タテの接続と連続性
– 各学校段階や学年で実施する個別の活動の関係づけ

• 事前の学習（総合的な学習等）から職場体験への焦点化
• 職場体験から事後の学習（教科・領域）への展開

– 職場体験の系統化をするとすれば
• 見学（シャドー）→手伝い→生産への貢献へ、、、

– 重要なのは学生の将来設計認識と指導する先輩メンターとの出会い

• ヨコの連携・統合～相互作用
– 職場体験を通して、

学校が地域を知る、地域が学校を知る＝地域の教育力
– 中学生段階での兵庫「トライやるウィーク」・富山「14歳の挑戦」

• 地域資源を用いて、またその活動を通して学校教育活動の認知
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5-12. 職業統合的学習(work integrated learning)

• 文部科学省（2013）「インターンシップの普及および質的
充実のための推進方策」
– インターンシップと同等あるいは質的に充実した体験的活動→職業統

合的学習

• 特定の資格取得を目的として実施する実習学習

• コーオプ教育

• ＰＢＬ(Problem-, Project-)、サービス・ラーニング、一定のテーマを
持ち企業の現場を踏まえたワークショップ

– 職業統合的学習の外にある経験による学習

• アルバイトについては議論収束せず

• 海外留学

• (休学、、、論じていないが、、、吉本・稲永編（2013）『第三段階
教育における職業統合的学習』広島大学RIHE叢書参照）

– 採用のための1日の「インターンシップ」は考慮せず

44
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– 目的を持ってデザインされたカリキュラムの中で理論と職業実践とを統合
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5-16. 2015年からの地（知）の拠点事業（ＣＯＣ＋）
eg.「北九州・下関まなびとぴあ」を核した地方創生モデルの構築

• 目的：北九州市と下関市からなる関門地域で、13 の大学・
高専、 3つの自治体、3つの経済団体が一丸となって「北

九州・下関まびぴあ」を組織し、自治体の「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を強力に後押し、地域おける学生の地元
定着等を推進

• 目標指標：域内学生の当該地域就職率を24.2％（929人）
→ 34.2％（1,300人）へ10 ％ 向上

• アプローチ：地元企業でのインターシップ、就職相談や、地
域・地元の企業の魅力を紹介するスペースの小倉都心部

への開設、地域志向科目の単位互換による域内学生のシ
ビックプライド醸成等事業を展開

48
5-17. COC+の基礎となる地域連携・実践型教育
－北九州市立大学・地域創生学群－

• 2009年開設

• 設置目的：「地域の再生と創造を担う人材の育成」

• 教育の柱は「実習」。１～4年生までの4年間、実習、演習、
実習、演習の繰り返し。

• 《地域×大学》インターンシップ、課題解決プロジェクト
– 約５０プロジェクト、計1000名の学生が、＜北九州＞でＰＢＬ、ＳＬを実践

• 学生が実習に費やす時間：1か月平均70～120時間
⇒新しい「学び」の概念の構築を目指す。

• 地域の受け皿・自治体との連携～公立大学のミッション

http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/
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5-18. 北九州大学地域創生学群の人材養成目的

地域

創⽣⼒

コミュニケー
ション⼒

チームワーク・
リーダーシップ

課題

発⾒⼒
計画

遂⾏⼒

⾃⼰

管理⼒

市⺠⼒

北九州市立大学
地域創生学群の
ディプロマポリシー

＝「地域創生力」

地域創
⽣⼒の
獲得

実践で
きる⼈
材輩出

地域の
再⽣と創造

Plan Do Check Action

http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/
50

指導的実習Ⅰ・Ⅱ
【各2単位】

地域創⽣基礎演習A
・B

地域創⽣基礎演習A
・B

地域創⽣実習Ⅰ・Ⅱ
ｽﾎﾟｰﾂﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実習Ⅰ・Ⅱ
障害者ｽﾎﾟｰﾂ実習Ⅰ・Ⅱ

【各2単位】

各コース実践論Ⅰ・Ⅱ
地域創⽣基礎演習C・D
相談援助演習1・２

各コース実践論Ⅰ・Ⅱ
地域創⽣基礎演習C・D
相談援助演習1・２

地域創⽣実習Ⅲ・Ⅳ
ｽﾎﾟｰﾂﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実習Ⅲ・Ⅳ
障害者ｽﾎﾟｰﾂ実習Ⅲ・Ⅳ

【各2単位】
チャレンジプログラム

各コース実践論Ⅲ・Ⅳ
地域創⽣演習A・B
相談援助演習3・4

各コース実践論Ⅲ・Ⅳ
地域創⽣演習A・B
相談援助演習3・4

地域創⽣演習C・D
相談援助演習5

卒業論⽂･
卒業実践報告
【4単位】

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

○地域創⽣学群／専⾨基幹科⽬、 専⾨科⽬
○基盤教育センター／ビジョン科⽬、 スキル科⽬、テーマ科⽬

、キャリア科⽬、情報科⽬、外国語科⽬

実習・演習の往還が地⽅創⽣⼈材育成のカギ実習・演習の往還が地⽅創⽣⼈材育成のカギ

実
習

演
習

5-19.北九州大学地域創生学群のカリキュラム
http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/ 51
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• 地域の受け皿・自治体との連携～公立大学のミッション

http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/
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5-18. 北九州大学地域創生学群の人材養成目的
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【各2単位】

地域創⽣基礎演習A
・B

地域創⽣基礎演習A
・B

地域創⽣実習Ⅰ・Ⅱ
ｽﾎﾟｰﾂﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実習Ⅰ・Ⅱ
障害者ｽﾎﾟｰﾂ実習Ⅰ・Ⅱ

【各2単位】

各コース実践論Ⅰ・Ⅱ
地域創⽣基礎演習C・D
相談援助演習1・２

各コース実践論Ⅰ・Ⅱ
地域創⽣基礎演習C・D
相談援助演習1・２

地域創⽣実習Ⅲ・Ⅳ
ｽﾎﾟｰﾂﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実習Ⅲ・Ⅳ
障害者ｽﾎﾟｰﾂ実習Ⅲ・Ⅳ

【各2単位】
チャレンジプログラム
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地域創⽣演習A・B
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相談援助演習5
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卒業実践報告
【4単位】

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

○地域創⽣学群／専⾨基幹科⽬、 専⾨科⽬
○基盤教育センター／ビジョン科⽬、 スキル科⽬、テーマ科⽬

、キャリア科⽬、情報科⽬、外国語科⽬

実習・演習の往還が地⽅創⽣⼈材育成のカギ実習・演習の往還が地⽅創⽣⼈材育成のカギ

実
習

演
習

5-19.北九州大学地域創生学群のカリキュラム
http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/ 51

5-16. 2015年からの地（知）の拠点事業（ＣＯＣ＋）
eg.「北九州・下関まなびとぴあ」を核した地方創生モデルの構築
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と創生総合戦略」を強力に後押し、地域おける学生の地元
定着等を推進
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への開設、地域志向科目の単位互換による域内学生のシ
ビックプライド醸成等事業を展開

48
5-17. COC+の基礎となる地域連携・実践型教育
－北九州市立大学・地域創生学群－

• 2009年開設

• 設置目的：「地域の再生と創造を担う人材の育成」

• 教育の柱は「実習」。１～4年生までの4年間、実習、演習、
実習、演習の繰り返し。

• 《地域×大学》インターンシップ、課題解決プロジェクト
– 約５０プロジェクト、計1000名の学生が、＜北九州＞でＰＢＬ、ＳＬを実践

• 学生が実習に費やす時間：1か月平均70～120時間
⇒新しい「学び」の概念の構築を目指す。

• 地域の受け皿・自治体との連携～公立大学のミッション

http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/

49

5-18. 北九州大学地域創生学群の人材養成目的

地域

創⽣⼒

コミュニケー
ション⼒

チームワーク・
リーダーシップ

課題

発⾒⼒
計画

遂⾏⼒

⾃⼰

管理⼒

市⺠⼒

北九州市立大学
地域創生学群の
ディプロマポリシー

＝「地域創生力」

地域創
⽣⼒の
獲得

実践で
きる⼈
材輩出

地域の
再⽣と創造

Plan Do Check Action

http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/
50

指導的実習Ⅰ・Ⅱ
【各2単位】

地域創⽣基礎演習A
・B

地域創⽣基礎演習A
・B

地域創⽣実習Ⅰ・Ⅱ
ｽﾎﾟｰﾂﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実習Ⅰ・Ⅱ
障害者ｽﾎﾟｰﾂ実習Ⅰ・Ⅱ

【各2単位】

各コース実践論Ⅰ・Ⅱ
地域創⽣基礎演習C・D
相談援助演習1・２

各コース実践論Ⅰ・Ⅱ
地域創⽣基礎演習C・D
相談援助演習1・２

地域創⽣実習Ⅲ・Ⅳ
ｽﾎﾟｰﾂﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ実習Ⅲ・Ⅳ
障害者ｽﾎﾟｰﾂ実習Ⅲ・Ⅳ

【各2単位】
チャレンジプログラム

各コース実践論Ⅲ・Ⅳ
地域創⽣演習A・B
相談援助演習3・4

各コース実践論Ⅲ・Ⅳ
地域創⽣演習A・B
相談援助演習3・4

地域創⽣演習C・D
相談援助演習5

卒業論⽂･
卒業実践報告
【4単位】

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

○地域創⽣学群／専⾨基幹科⽬、 専⾨科⽬
○基盤教育センター／ビジョン科⽬、 スキル科⽬、テーマ科⽬

、キャリア科⽬、情報科⽬、外国語科⽬

実習・演習の往還が地⽅創⽣⼈材育成のカギ実習・演習の往還が地⽅創⽣⼈材育成のカギ

実
習

演
習

5-19.北九州大学地域創生学群のカリキュラム
http://sousei.kitakyu-u.ac.jp/ 51

─ 44 ─



6. まとめ

• 大学収容力増加は県内活躍人材育成・定着に一定の効用はあるもの
の限定的

• 大学と地域社会を巡って、目的養成、人材流動、研究サービス、教育
方法へと関係性の課題が展開し、今日、教育方法からさらに養成目的
を巡る課題を検討する必要

• 地域社会から「人格」「教養」が大学に求められているという産業界か
らの声は要吟味。教育キャリア全般を見渡して、またジョブ型労働市場
における業界共通能力の観点を踏まえて要吟味

• 大学において、能力の修得から社会での必要・活用へのロジックを確
立していく上で学修成果アプローチが不可欠。しかしそれは十分に実
現していない、3ポリシーの一体的運用などが大学で適切に実現でき
るのか未知数。まず、学修成果の把握、卒業生調査の実施が先決

• 人材養成の方法としてインターンシップなどの経験的学習を通して、職
業要素をカリキュラム・教育プログラムに統合していくことは有効。すべ
ての学生に機能的に同等の機会を提供することができるか

52

ご清聴ありがとうございました

yoshimoto@edu.kyushu-u.ac.jp
https://eq.kyushu-u.ac.jp/
http://rteq.kyushu-u.ac.jp/index.html
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司会者　猪股歳之准教授
（東北大学高度教養教育・学生支援機構）
それでは第 1 講演の方に移りたいと思いま
す。私はセミナー実行委員の東北大学の猪股と
申します。どうぞよろしくお願いいたします。
最初の講演の講師，髙山純一先生をご紹介させ
ていただきます。髙山先生は金沢大学教授で，
現在理工研究域環境デザイン学系の係長をお務
めになられています。ご専門は交通計画，都市
計画，都市防災計画で，特に現在は緊急時の交
通のあり方に関する研究をお進めになられると
ともに，街づくり，地域計画に関する各種の審
議会議員等をお務めになっています。本日は石
川県における地域活性化施策の取り組みをご紹
介いただくとともに，そこにおける大学の役割
について，ご講演をいただきます。詳しい略歴
については，資料の 6ページをご覧ください。
それでは髙山先生どうぞよろしくお願いいたし
ます。

髙山純一教授
皆さんこんにちは。金沢大学の髙山でござい

ます。今ご紹介いただきましたように，私の出
身は土木でありまして，いろんな県とか市の委
員会等にも参画しております。今日はおそらく
COC，COC+，あるいは地域連携という話をし
たいなと思っているんですけれども，金沢大学
あるいはその他の大学も含めて，COCの事業
が始まる前から，いろんな形で地域との関わり
を深く持ってきました。その辺の話も含めてご
紹介できたらと，思っております。

大学の役割
大学の役割は何かなというと，大学の先生方

の前で言うのも釈迦に説法なんですけれど，教
育・研究・社会貢献，これは大きく 3つの役割
ではないかなと思っています（スライド 2）。
教育では非常に優秀な人材を集めて，きちっと
教育して社会に送り出すこと。それから研究で
は，最近はお金がなくなってきて，外部資金を
どう取ってくるかっていう非常に大きな課題が
ありますけれども，取ってきた研究費できちっ

髙山　純一　教授

猪股　歳之　准教授

講演 1　石川の地域づくりと大学の役割
　　　　〜COC事業，COCプラス事業，地域連携への期待〜

金沢大学理工研究地域環境デザイン学系
髙　山　純　一　教授
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と研究をやりながら，それを大学院教育にも生
かしながら，社会貢献にも繋げていくという役
割があるのではないかなというふうに思ってお
ります。金沢大学はご承知のように，平成20年
度に，これまで 8 つあった学部を再編しまし
て， 3学域16学類というふうに，林元学長の時
代に再編をしました（スライド 3）。社会的課
題が非常に多様化してきて，複雑化してきたと
いう理由からです。そういう中で，これまでの
学問体系の中ではどうしても課題解決ができな
い。そういう認識のもとに，学部の壁を取り
払って， 3学域16学類というような形で再編を
したわけです。この成果は今すぐに出るという
ものではなくて，この新しい教育を受けた卒業
生が，社会で活躍する中で，出てくるんではな
いかなと思っております。実際には，これも書
きましたけれども，いろんな形で金沢大学，あ
るいは石川県内20ぐらい高等教育機関がありま
すけれども，そういう高等教育機関がいろんな
形で地域貢献をしてきております（スライド
4）。もちろん，その各大学の先生方というの
はそれぞれの専門がございますので，専門教
育，あるいは専門知識をいろんな行政やら行政
以外のところで提供するということも含めて
やってきていますし，一方で，北陸は雪も多い
ので学生はボランティアとして雪かきボラン
ティア，あるいは屋根雪下ろしのボランティア
もするようにしています。去年は非常に小雪で，
ほとんど雪が降らなかったので，学生の活躍す
る場も少なかったんですけれども，それでもこ
ういうようなことも，大学が仲立ちしながら社
会貢献をしているというのが実態かなというふ
うに思っております。それで，専門家が非常に
多いということで，各種委員会へ大学教員を派
遣しております（スライド 5）。これは，おそ
らく東北大学でも，他の大学でも皆さん同じだ
と思うんですけれども，○○審議会とか○○会
議とか○○協議会。いろんな形の委員会，会議
というのがございます。そこに右に書いてある
のは，私の関係した委員会，会議等をそこに示

してありますけれども，本当にたくさんのとこ
ろに出かけて行って，いろいろ助言をしたり，
コメントをしたりしているという役割がありま
す。例えばその中で，法律とか条令で規定して
いるような審議会というのもたくさんありま
す。これは石川県の事例なんですけれども，石
川県環境審議会。これが一番大きな会議でござ
います（スライド 6）。委員が33名，専門委員
が31名ですから非常に大きいです。それから都
市計画審議会なんかでも比較的大きなもので，
そこに掲げたように非常にたくさんの審議会が
ございます。例えば都市計画審議会は，委員が
20名，臨時委員が 8名，専門委員が 7名という
ことで， 1号委員から 5号委員まで，それぞれ
の代表の方が委員として務めております（スラ
イド 7）。私もそういう意味では 1号委員とし
て，そこにそれぞれの専門家が名前を連ねてお
りますけれど，金沢大学で言えば池本良子教授
が，環境分野の専門家として，あるいは川上光
彦教授が会長として都市計画分野に。私は交通
が専門ですので，交通の専門家としていろいろ
助言，進言しているということでございます
（スライド 8）。 2号委員，3号委員，4号委員，

5号委員，それぞれあるわけですが，それ以外
に下に書いておりますように専門委員会という
ものを作っておりまして，その中で，主に大学
の先生が審議会にかかる前の事案を具体的に審
議する，検討するという専門委員会でございま
す（スライド9,10）。ほとんど非公開でやって
いますので，本音でいろいろ議論ができるとい
うところが県としても非常にありがたい委員会
ではないかなというふうに思っております。

石川県の地域づくりへの貢献
今日は北陸新幹線の話で，少し大学とか，そ

れからいろいろ地域に，これまで関わってきた
事例を参考に，地域の活性化に大学としてどう
いう役割があるのかということを，事例紹介を
通して考えてみたいと思っております（スライ
ド11,12）。ご承知のように北陸新幹線は昨年の
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3月14日に金沢まで開業しました。最終的には
大阪までつながるということで，今認められて
いるのが敦賀までで，現在工事中でございま
す。今年中には，敦賀から大阪までの新しい
ルートが決まるというふうに新聞等では言われ
ています。どのルートになるのか分かりません
けれども，いずれにしろ，昨年の 3月に金沢が
開業してから，ずいぶんと北陸が変わりまし
た。金沢に来られた方は，金沢駅の賑わいとい
うのを実感されているんじゃないかなと思うん
です。特に外部から来られて困るのが，土日に
ホテルがないという問題です。一時期本当に大
変な状況がありました。最近少し落ち着いてき
たんですけれども，一時期あるホテルの 1泊 2
日の料金が，開業前はせいぜい5000円，6,000
円だったものが15,000円とか20,000円とか。 3
連休だと20,000円以上するような，とんでもな
いホテルの宿泊料金ということで，県議会でも
多少問題になって是正されたようですけれど
も。それでも，それくらい非常に賑わっていた
わけです。ただ北陸地域が，金沢，富山が賑わ
い，非常に人気があるのも新幹線がついたから
だけではないということを少し紹介できたらと
思います。これまでの，いろいろな地道な努力
があるわけです。例えば，北陸新幹線，金沢開
業に向けていろんな取り組みを県，市，地元が
やってきているわけです。例えば，北陸新幹線
の金沢駅舎のデザインしかりです。あとから少
しご紹介しますけれども，このデザインをどう
するかっていう，設計ですけれども，どうする
かだけでも 3年， 4年議論をしてきています。
もちろん，金沢駅のもてなしドームとか鼓門と
いうのがありますが，それも 6年， 7年議論を
して，具体的な設計にいろいろ口出しをすると
いうのは言い方が良くはないですけれども，そ
ういうことを先生方がやってきているわけ
です。
ご承知のように，金沢駅はアメリカのイン
ターネットでは，世界で最も美しい駅の14のう
ちの一つに選ばれたわけです。私としても，少

し関わった人間のひとりとしては，非常に誇ら
しく思います。できた時には随分いろいろ議論
がありました。金沢にふさわしくないとか，い
や斬新でいいんじゃないかとか，いろんな議論
があったんですけれども，今となって見れば非
常にいいデザインで，いい駅ではないかなと
思っています。それ以外にも，いろんなことを
我々関わってきています。近江町市場っていう
のをご存知の方がいるかもしれません。あれも
非常に古い市場なんですけれども，衛生的にも
問題があるということで，いちば館として再整
備をしました。この整備においても 6， 7年前
からいろいろ専門家の先生方が集まって，いろ
いろ議論するんですけども，そんな頻繁ではな
いですが， 1年に 2， 3回。夕方から集まって
簡単な軽食を取った後に， 2時間ほど議論をし
て，どういうコンセプトでどういうふうな設計
をしたらいいかっていう，それぞれの専門家が
集まって，本音で議論をするというようなこと
をずっとやって来ていました。また，私は
ちょっと関わらなかったですけれども，21世紀
美術館のデザイン，建設についても同じ話で
す。それで北陸新幹線の話でちょっと恐縮なん
ですけれども，これは昨年の 3月14日の開業日
の様子でございます（スライド13～14）。非常
に寒い時期でございました。気温もおそらく 5
度あったかなかったかくらいの朝の 5時くらい
から始まるわけです。非常に寒くてブルブル震
えながら開通式で座っていました。それでも，
雰囲気といいますか，熱気というか，非常に熱
いものを感じたわけです。私は生まれて60数年
経つんですけれども，金沢駅がこれだけ賑やか
な状態は初めてでした。人，人，人。 2，3,000
人くらい集まったのではないでしょうか。初め
ての経験でしたね。すごい話なんです。これは
昨年半年です（スライド15）。オープンから半
年間の実績で，JRでは 3倍くらいの新幹線利
用者だったし，主要な観光地の入込客数も 2倍
まではいっていませんけれども， 5割以上の利
用があって，非常に賑わったという結果でござ
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います。これがじゃあなぜかということなんで
すが…（スライド16）。先ほど少しお話ししまし
たけれども，オープンを迎える前に例えばです
けれども，ステップ21戦略会議というようなも
のを立ち上げて，「おもてなしの向上」とか「食
文化の魅力向上」とか，「歴史・景観を生かし
た地域づくり」としての重点プロジェクトを着
実に進めてきています。あるいは開業直前です
と，これは県が主にやったんですけれども，
PRとしてのキャッチコピーを作ったり，ある
いはロゴマークを作ったり，それを支援するた
めのファンドとして，120億円積んで，その利
益というか利子でいろんな事業を進めて来まし
た。いろんなことをやってきているわけです。
こういう一つ一つの事業に19，20ある大学のそ
れぞれの専門の先生方が，実際にいろいろ関
わってきているというところが，その成果の一
つではないかなと思っています。例えば，その
一つが駅中のデザインです（スライド17）。駅
中の「あんと」とか「Rinto」という土産物屋
あるいは，ファッション街についても，リ
ニューアルしましたし，それにもちょっと関
わったり。あるいは特に公共的なスペースとし
てのコンコースのデザインについても検討して
きました。具体的には，門柱のデザインもその
うちの一つです。この門柱をどんなふうにする
のか。一番大事なのは，金沢駅に行ったことが
ある方は分かるんですけれども，この門柱の間
に，伝統工芸品を飾ってあります。石川という
のは京都に次いで人口あたりの人間国宝の数が
多い。伝統工芸の非常に盛んな地域で，それぞ
れ人間国宝を含めて，作家の先生方が自分の作
品をここに展示してあります。九谷焼とか，輪
島塗とか。それから山中塗とか，いろいろある
んですけれども，そういう人間国宝の作品を入
れてあります。それから，これは金沢駅舎です
けれども，これはホームです（スライド
18,19）。これをちょっと見ていただくと分かる
んですけれども，変哲もないホームだと寂しい
ので，何かせっかく金沢に来たのだから，ホー

ムに降り立った時に金沢らしさを感じてもらお
うというんで，パネルに金箔を貼っているんで
す。本物の純金箔を貼っています。かなりお金
がかかっているそうなんですけれども，金沢は
日本の99.9%の金箔の生産地に当たるわけで
す。ですから，市内いろいろなところで金箔を
使ったものがあります。それから，これもそう
です。待合室の壁に能登ひば，ひのきじゃない
です。アテというんですけれども，アスナロと
も言います。明日はヒノキになろうという，そ
こから来ているらしいんですけれど，そのアス
ナロの板を貼って，その中に穴をくり抜いてい
るんですけれど，この穴の中に輪島塗とか，九
谷焼とか，大樋焼とか，石川の伝統工芸品を
いっぱい入れてあります。30品目，200以上。
236点ですかね，入れてあります。こういう一
つ一つのところに，どんなデザインをして，ど
ういうふうに工夫したらいいかっていうこと
も，先ほどの駅舎のデザイン懇話会で，各先生
方が議論をして，こういう提案等をしてきたと
ころに，強みがあるんではないかなと思いま
す。例えばもっと言うと，これは食文化の魅力
向上なんです（スライド20）。これも北陸新幹
線が開業する随分前から，奥能登ウェルカムプ
ロジェクトの一環として，「能登丼」という地
元の食材を使った丼を開発したら，皆さんわざ
わざ能登へ丼を食いに来てくれるのではないか
と考えたわけです。あんまりイメージないかも
しれませんけれども，和食，和の鉄人ってご存
知ですかね。道場六三郎さんという方が，石川
県出身だということで，うちの谷本県知事が道
場六三郎さんにいろいろお願いをして，何かい
い工夫がないかということになり，能登産の食
材，奥能登産のコシヒカリ，それから地場の魚
介，肉類を使う。能登名産の器を使ったり，箸
を使ったりする。そして，出されるお箸ってい
うのはお持ち帰りできる輪島塗のお箸なんです
けれど，そんなに高いものじゃございません
が，それを持ち帰れるような，そういう工夫を
したり。いろいろ面白い工夫をこれまでやって
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きています。もちろん金沢城の整備も今進めて
います（スライド21）。金沢城の中には 3つの
重要文化財があります。石川門と三十間長屋，
それに鶴丸倉庫という 3つの重要文化財です。
100年後の国宝を作ろうと。とんでもないこと
で，今五十間長屋とか菱櫓。そういうものを木
造で新築し復元したりしています。玉泉院丸庭
園もでき上がっています。このように，私を含
め，大学の先生方が，この三御門の復元とか，
いろいろなものに関わってきているわけです。

大学コンソーシアム石川の取り組み
それから，もっと教育という意味では，地域
貢献と学生の教育両方を一緒にやろうというこ
とで，これも大学コンソーシアム石川が随分前
からいろいろこういう課題を，地域課題ゼミ
ナールという事業の中で取り組んできています
（スライド22）。例えば，各地域，自治体だけで
はないんですけれども，自治体から地域の課題
として，こういうことの調査をして欲しいと
か，こういう課題を解決するような提案をして
ほしいということを，春先に提案するんです
ね。大体50から60の提案が出て来ます。それに
対して各大学の研究ゼミが「うちの研究室だっ
たらこんな提案ができるよ」「こういうような
ことが調査できるよ」っていうようなプロポー
ザル（事業提案）を出すわけです。そのプロ
ポーザルそのものは学生が書いて，多少先生が
手を入れる場合がありますけれども，学生主体
にそういうプロポーザルを申請して，審査委員
会で採択されたものを，実質半年間ぐらいです
けれども，いろいろ調査をしたり，提案をした
りして，翌年の 1月， 2月に研究発表会をする
というものです。こういう課題解決型提案事業
をずっとこれまで繋げてきています。この課題
は平成18年度の課題で採択されたものです。金
沢大学だけではなくて，金城大学なんかもあり
ますし，横に書いてあるのは各自治体から出さ
れた課題に対して，それぞれの研究室，大学の
先生方の名前が載っていますけれど，やってい

るのは 4年生であったり，大学院生が主体とし
てやっているという場合もあります。例えば白
山市の事例でいうと，「選挙における若年層の
投票率向上に関する調査，研究」ということで，
これは同じテーマを違う研究室がチャレンジし
たものです（スライド23,24）。一番下のテーマ
は，私のところの研究室で対応した，能登半島
の「中能登」っていうところに小さな町がある
んですけれども，そこのコミュニティバスをど
ういうふうに運行したらいいかという課題を調
査したものです。それから次の年もいろいろあ
りまして，支援いただけるのは，そんなに大し
た予算ではないんですけれども，20万とか30万
円程度なんですけれども，それでもそうやって
予算をつけていただいて，学生が主体で調査研
究をするという事業です。これは平成19年度の
分です（スライド25～28）。19年度は私のとこ
ろに， 3つの課題を当てていただいて，一生懸
命学生と頑張ったんですけれども，うちの場合
は卒論とか修論で，このテーマをやればいいん
でしょうけれども，採択されるのが 5月とか 6
月ですから，卒論とか修論というのはもう別の
テーマが決まっているんですね。そうすると学
生は卒論，修論とは別に，地域課題研究ゼミ
ナールのテーマをやらないといけないので結構
ハードです。いろいろこういうものもやりなが
ら，これまでやってきています。

金沢大学のCOC事業
それで，COC事業の話を少しさせていただ

きますと，金沢大学 COC事業は平成25年度に
採択されまして，教育と研究と社会貢献を進め
るものです。それぞれの部門で，対象は金沢地
区，能登地区，それから加賀地区というそれぞ
れの地区で，金沢大学と地域包括連携を結びな
がら，その地域でいろんな課題解決に向けた調
査研究を進めてきているわけです（スライド
29，別添 1「H25地（知）の拠点整備事業」）。
金沢は石川県の中心で，人口がもうほとんど半
分近く集中していまして，都市化が進んでいる
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んですけれども，課題としては歴史都市として
の顔があるんだけれども，それ以外に現代的
な，あるいは創造都市としての世界都市を目指
そうという金沢の思惑がありまして，それを目
指すにはどうしたらいいかという課題がありま
す（スライド30）。一方能登は，自然が非常に
多く残っています。里山，里海が現存していて，
世界農業遺産にも指定されている非常にいいと
ころなんですけれども，課題は人口が減り，過
疎化が進んでいるということで，そこをどう維
持していくかという大きな課題があります（ス
ライド31）。それから加賀は加賀で，非常にも
のづくりのさかんな地域なんですけれども，商
店街が空洞化するとか，農林水産業の後継者が
不足しているとか，そういう課題があるので，
それに対して大学がどういう役割で地域貢献で
きるかということで，いろいろ研究を進めてい
るということです（スライド32）。金沢でも加
賀でも取り組みはあるんですけれども，全て紹
介はできませんので，能登で取り組んでいる内
容について，少しご紹介できたらと思ってい
ます。
一つの事例ですが，金沢大学は「能登里山マ
イスター」養成プログラムというものを進めて
おりまして，就農，起業に意欲を燃やす45歳以
下のチャレンジ精神旺盛な人を対象に， 2年間
のプログラムで講習（研修）を進めています。
これを修了した方には，「里山マイスター号」
という称号を授与するという社会人教育をずっ
と続けていまして，これまで60名近くの修了生
が出ているのではないかなと思います（スライ
ド33，別添 2）。それ以外には，去年の 2月ぐ
らいから金沢大学も自動運転の自動車の開発を
進めていまして，自動運転の自動走行システム
の実証実験というのをかれこれ 1年半くらい進
めています。自律支援型の自動運転の車ですの
で，道路に何か埋めたりして経路誘導するとい
うわけではなくて，普通の一般公道を走行する
自動運転の自動車です。これも結構反響があっ
て，ある意味珠洲のような非常に過疎な地域で

は公共交通が普通は成り立たないんですね，実
際問題，そういう高齢者の足を今後どうしたら
いいかという地域の課題解決にむけて，一生懸
命，自動運転自動車の実用化をやっているとい
うものです。それから，珠洲に金沢大学のサテ
ライトを置いて，将来的には向こうでも講義を
したり，あるいは金沢大学での講義を向こうで
受けられるような遠隔講義，そういうこともや
りたいということでいろいろな取り組みをやっ
ています。こういう一連の取り組みが，今年第
3回のプラチナ大賞という総務大臣賞（表彰）
を受けました。ちょっと宣伝になりますけれど
も。そういうものも非常に一生懸命取り組んで
いるということです（スライド34）。実際には，
ここに示したような地域指向研究というのを
ずっと進めていまして，アカデミア部門，地域
ニーズ・シーズ部門，それからインテリジェン
ト・ライフ部門として，大学の先生方に毎年
15， 6件から20件くらいの範囲で，地域の課題
研究に取り組んでもらっています。その一つな
んですけれども，一昨年，昨年の 2年間にかけ
て，七尾市産業・地域活性化懇話会というのを
立ち上げて， 5つの分科会でそれぞれ，そこに
書いたようなテーマで地域課題にどう取り組で
きています。この事業は終わったんですけれど
も，今年も引き続き，（全ての分科会ではない
んですけれども）2つ，3つくらいの分科会で，
継続的にこれを繋げて，連携を持っています
（スライド35）。それから，もう一つ，小松市を
対象にまったく別の事業を展開しています。具
体的には，国保データベースをうまく活用して
（KDBというふうに呼んでいるんですけれど
も），健康な街を作るというものです。つまり，
健康まちづくりをどう進めるかということです
（スライド36）。国保データベースそのものは個
人情報満載のデータですので，我々は直接それ
を使うことはできません。まずは国保データを
秘匿化する仕組みというか，秘匿化して個人情
報がないような形にしてから，データをお借り
して大学の方と小松市が協定を結んで，その解
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析を進めるということで今は進めています。医
療とか，介護とか，福祉とか，こういう分野へ
も，これまではその中で閉じて研究してきた訳
ですけれども，我々土木の分野で都市計画とか
交通計画を専門にしているものとすれば，そう
いう地域づくりと健康というものを，いかにう
まく連携させて進めていけばいいかというよう
なことで研究を進めているという事例がありま
す。様々なこういう調査，研究をしてきている
んですけれども，それを先生方だけで閉じてい
たんでは駄目だということで，大学の教育の中
にフィードバックしようと試みています（スラ
イド37）。必修科目の「地域概論」として今，
大学の 1年生に講義を始めています。それぞれ
の地域でこのような取り組みをしている，それ
ぞれの学類というか，それぞれの専門の分野
で，その内容を教育するようなことで，今新た
な取り組みをスタートさせています。もちろん，
人口ビジョン。昨年度の地域創生戦略としても，
いろんな形で金沢大学を含め，大学の先生方が
社会貢献しています。これは石川県の総合戦略
を作成する有識者会議のメンバーですが，委員
は30名で，これは県内大学のトップの浅野先生
（北陸先端大学院大学），石川先生（金沢工業大
学），山崎金沢大学学長が，このメンバーとなっ
て石川県の将来はどうあるべきかということ
で，いろいろ提案をしてきたというふうに聞い
ています（スライド38）。それ以外にも，金沢
大学では石川県内，金沢市，珠洲市，七尾市，
加賀市，能美市，うんぬんということで，大学
の先生方，いろんな役割を進めています（スラ
イド39,40）。私も，能美市と次の羽咋市，能登
町の委員を務めて，いろいろと提言をしてきま
した。こういうふうに，大学そのものが地域に
いろんな形で役割を持ってきたのかなと思って
います。
これは北陸新幹線開業のちょっとおまけの話
なんですけれども，最初にご紹介があったよう
に小松製作所，コマツですが，本社機能の一部
を小松市に移転させました（スライド41～43）。

それから，それ以外にも，YKKとか YKKAP。
これらの企業が北陸新幹線開業に合わせて，
YKKは創業者が富山県黒部市出身ということ
もあって，そこの工場に移転させたとか。ある
いは日本ゼオンとか，日機装とかも北陸に進出
しました。ちょっと三井のアウトレットパーク
は，北陸新幹線の開業とは直接関係がないかも
しれませんけれども，富山の小矢部に進出して
きています。全体としてみれば，北陸新幹線の
開業ということが契機となって，いろいろな企
業が進出してきています。ある意味開業前後で
比較しますと新しい工場の立地が1.4倍くらい
になったという実績がございます。こういうこ
とそのものも，どうすれば企業進出につながる
のか，あるいは，北陸で学んだ学生が，地域の
企業にどうやったら定着してくれるのかという
ようなことも，我々いろんな場で，もちろん先
ほどご紹介がありましたように，地元の企業へ
のインターンシップも当然やっていますし，イ
ンターンシップに行った学生には， 1週間行く
と 1単位， 2週間行くと 2単位くらい出せるよ
うなそういう科目を設けたり，いろんな形で地
元企業との連携を取りながら，進めているとい
うことがございます。ある意味，まだそれでも
金沢大学自身では石川県出身の学生が約 3割，
それから北陸 3県合わせて約 5割ですから，あ
との 5割は他県，北陸 3県以外から入学してき
ています。じゃあ，石川県内でどれくらい就職
するのかというと，大学へは 3割分ですけれど
も，その歩留まりは 1割 5分くらいなんですよ
ね。ですから，せっかく大学に入って教育して，
地元就職してほしいと言っていても，残念なが
ら半分以上は県外への就職ということになって
しまっているんですけれども，それは今，
COC+では何とか地元就職率10％アップを目指
すということで，いろいろ努力をしています。
成果が出るのはこの先かなというふうに思って
いますけれども，今申し上げましたように大学
としてもいろんな役割で頑張ってきているとい
うことの紹介をさせていただきました。どうも
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ありがとうございました。

司会者
ありがとうございました。大変豊富な具体例
を用いて，お話をいただきました。皆さまのお
手元には，平成25年度の COC事業，それから
文部科学省特別経費によりますプロジェクトの
資料が配られておりますので，ご参照くださ
い。それでは，いくつか質問を受けられるかと
思うのですが，いかがでしょうか。はい，ど
うぞ。

フロア
興味深い内容を大変ありがとうございまし
た。教育面について，特に地域指向の教育につ
いてお話を伺いたいんですけれども，一つ目は
金沢大学さんの方でやられている地域概論，こ
の全学部必修の授業の運営とか評価について教
えていただきたいというのが 1点目です。 2点
目はコンソーシアムの方でやられている課題ゼ
ミナールですけれども，まずこれは単位とか付
くものなのかという率直な疑問があります。ま
たその単位を認定するかとはまた別に，地域の
課題と教育の論理とちょっと難しいところがあ
るのかなと思って聞いていたんですけれども，
1年単位で回されているということだったんで
すが，地域課題の中に 1年でとても解決できな
いようなものも多分あるんじゃないかなと思う
んですが，この地域の人は地域から解決してほ
しいという思いで出されるものを大学，教育の
論理も含まれると思うんですけれども，なかな
か 1年ではやっていけないとか，そういうこと
が出てくると思うんですが，そういう軋轢がも
しあったらということを教えていただきたいの
ですが，もし 1年で解決できなかった場合に，
それは継続されていくようなものなのかどうか
というのを，以上 2点教えていただきたいと思
います。

髙山教授
どうも質問ありがとうございます。 1点目の

地域概論でございますが，これは全学類，16学
類で，一斉にと言いますか全学部やっているわ
けなんです。運営そのもの，それから地域概論
の中身そのものは，それぞれの学類にお任せで
ございますので，そういう意味では大学がコン
トロールしているというわけではございませ
ん。コントロールしているのは全学必須科目と
して，全ての学類でやってください。それで，
地域の地域指向的な内容の研究と教育を含め
て， 1単位でございますが 8回でやるという，
縛りはあります。評価については，これは非常
に難しい問題ですが，それぞれの学類にお任せ
ですので，他の学類はどんなふうに評価してい
るか分かりませんが，うちの環境デザイン学類
の方はレポートを書かせています。試験という
よりは，自分なりに 7回受けて最後にレポート
を書くような形なんですけれども，それぞれ大
学の先生も講義しますけれども，地域の中で行
政から 1回，それから建設会社から 1回，それ
からコンサルタント（調査とか，設計とか，計
画とか行っている）から 1回。それ以外は大学
の先生が持つということで，オムニバス的な講
義になりますが，そういう講義に対して，毎回
レポートを出させて，それでコメントして返
す。それをトータルして評価するという評価の
仕方をしております。それから，大学コンソー
シアム石川の話ですけれども，地域課題ゼミ
ナールについては，これは今ご質問があった通
りで，地域の課題を 1年で解決できるなんてい
うことは，なかなかないんです。そういう意味
では，ちょっと先ほど飛ばしてしまいましたけ
れども，うちの場合は，平成18年度に中能登町
で受けた最初の課題を，次年度も引き続き行
い， 2年かけて調査，研究をやって地域にその
成果を返しております。まだそれで，おそらく
済んだということではないのかもしれませんけ
れども，一応，それで終わらせています。それ
から，ずっと長いことをやっているような研究
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室もあります。例えば，金沢工業大学の谷明彦
先生の研究室では，白山市の白峰というところ
で，重伝建の調査を続けています。重伝建の指
定を受ける前からずっと長年（10年近く），そ
の調査を地元に入って，いろんな課題の調査を
しながら，地元と協力をしながら，どうやった
らその重伝建の維持につながるのかとか，ある
いは地域の活性化につながるのかというような
ことを，ずっとやってきています。ですから卒
論とか修論の中では，なかなかそういうのは難
しくて，半分学生の趣味でありながら，先生の
趣味も半分入っているのかなと，こんなふうに
思います。お答えになったかどうか分かりませ

んが，一応そういうことでやっていますし，お
そらく研究室によってみれば，地域課題ゼミ
ナールとして採択されれば予算が20，30万円付
きますけれども，採択されなくても自分のとこ
ろの研究予算で細々とやることもできますの
で，そういうことでやっているんではないかな
と，思っています。以上です。

司会者
はい，ありがとうございました。それでは時

間になりましたので，第 1報告はここまでにし
たいと思います。髙山先生，どうもありがとう
ございました。
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大学の役割

教育

研究 社会貢献

よい人材を集める外部資金の獲得

教育研究

大学院教育

リカレント

共同研究

地域人材育成のために
大学は何ができるか

～石川の地域づくりと大学への期待～

－ 平成２８年度ＩＤＥ大学セミナー －

IDE 大学協会東北支部

平成２８年１１月２１日（月）

金沢大学 環境デザイン学系 高山 純一
1

2
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大学の役割

教育（ 人材育成 ）

学部教育 ⇒ 大学院教育

⇒社会人教育（地域連携）

生涯学習（リカレント）

研究（ 著書、研究論文、特許 等）

最先端の研究⇒地元企業との共同研究（連携）

地域貢献（ 社会貢献 ）

まちづくり・地域づくりへの貢献

⇒（専門的知識の提供）

学生のボランティア活動

⇒ （雪かき、屋根雪降ろし）

金沢大学の基本スタンス

「地域と世界に開かれた教育重視の研究大学」

２００８年４月（平成２０年度）

８学部 ⇒ ３学域・１６学類

社会的課題の多様性、複雑性に対応

⇒ 従来の学問領域の枠組みからの脱却、再編

幅広い知識と能力の獲得の必要性が増大

学部の壁を取り払う

⇒ 基礎に根ざしながらも新しさを取り込んだ

教育，社会の要請や学生のニーズに対応

した教育組織の構築 3

4
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石川県における審議会・審査会

法律、条例等で規定されているもの

（１）石川県環境審議会・・条例（委員33名、専門委員31名）

（２）石川県都市計画審議会・・都市計画法（委員20名以内）

（３）石川県消費生活審議会・・条例（委員20名以内）

（４）石川県景観審議会・・条例（委員20名以内）

（５）石川県森林審議会・・森林法（委員15名以内）

（６）石川県農政審議会・・条例（委員30名以内）

（７）石川県薬事審議会・・薬事法（委員15名以内）

（８）石川県男女共同参画審議会・・条例（委員20名以内）

（９）石川県大規模小売店舗立地審議会

・・条例（委員7名以内）

まちづくり・地域づくりへの貢献

（専門的知識の提供） ⇒地方自治体（行政）

各種委員会（委員）へ大学教員を派遣（委員就任）

（１）○○審議会・・都市計画審議会 等

（２）○○会議・・・・地域公共交通会議 等

（３）○○協議会・・金沢都市圏Ｐ＆Ｒ実施協議会 等

（４）○○委員会・・金沢市交通環境検討委員会 等

（５）○○研究会・・ＳＴＥＰ２１戦略研究会 等

（６）○○検討会・・金沢駅西再整備検討会 等

（７）○○懇話会・・新幹線駅舎デザイン等検討懇話会 等

（８）○○を考える会・・東金沢自転車レーンを考える会 等
5

6

─ 57 ─



石川県都市計画審議会

１号委員（学識経験者）・・・９名
環境・・・・・・・池本良子（金沢大学教授）
法律・・・・・・・北尾強也（弁護士）
都市計画・・・川上光彦（金沢大学名誉教授）・・会長
農業・・・・・・・表野悦夫（石川県ＪＡ中央副会長）
商工業・経済・・・中島秀雄（金沢商工会議所副会頭）
交通・・・・・・・高山純一（金沢大学教授）・・・会長代理
建築・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ・・・田尻純江（石川県建築士会評議員）
福祉・介護・・・外丸妙美（石川県介護福祉士会会長）
公衆衛生・・・・森河裕子（金沢医科大学看護学部教授）

石川県都市計画審議会

目的

石川県が「都市計画」を定めるときに、その案が妥
当であるかどうかを調査審議するために設置され
た機関
審議会の構成メンバー
委員２０名、臨時委員８名、専門委員７名
１号委員（学識経験者）・・・９名
２号委員（関係行政機関の職員）・・・３名
３号委員（市町村の長を代表するもの）・・・２名
４号委員（県議会議員）・・・４名
５号委員（市町村の議会の長を代表するもの）２名

7

8
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石川県都市計画課審議会

臨時委員（関係行政機関の職員）・・・８名
ＪＲ西日本金沢支社長、石川県農業会議会長、
近畿中部防衛局長、石川県土地改良事業団体
連合会会長、北陸財務局長、中部経済産業局長
北陸信越運輸局長、石川県警本部長

専門委員・・・・・・・・・・・７名
青海 万里子（ＮＰＯ「金沢エコライフくらぶ」代表）
谷 昭彦（金沢工業大学教授）
中川 秀昭（金沢医科大学教授）
高瀬 恵次（石川県立大学教授）、他３名

石川県都市計画課審議会

２号委員（関係行政機関の職員）・・・４名
・・・・・・・印藤久喜（北陸農政局長）
・・・・・・・中沖陽一（北陸地方整備局長）
・・・・・・・中西吉明（石川県副知事）

３号委員（市町村の長の代表）・・・・２名
・・・・・・山野之義（石川県市長会会長）
・・・・・・杉本栄蔵（石川県町長会会長）

４号委員（県議会議員）・・・・・・・・・・４名
５号委員（市町村の議会の長）・・・・２名
・・・・・・福田太郎（石川県市議会議長会会長）
・・・・・・山先守夫（石川県町議会議長会会長）

9

10
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資料提供： 石川県企画振興部（平成27年10月）

北陸新幹線金沢開業に関する
取組みについて

各種まちづくりへの貢献
（１）北陸新幹線金沢開業への取り組み

新幹線金沢駅舎のデザイン懇話会

金沢駅西再整備検討会

（２）食文化の魅力向上の取り組み

（３）歴史・景観を活かした地域づくり

の取り組み

その他

（１）近江町市場の再整備

（２）２１世紀美術館の建設
11

12
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3月14日 開業日の様子

3月14日 開業日の様子

東京からの１番列車を出迎え

もてなしドームで伝統芸能実演(加賀鳶など)

和装姿での記念品配布・出迎え

コンコースで伝統芸能実演(金沢芸妓など)

13

14
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◆時間短縮効果：（開業前）3時間47分 →（開業後）2時間28分（▲79分）

◆新幹線の輸送能力：年間往復1,700万席（旧・特急はくたかの３倍以上）

開業PR戦略実行プランを策定(H25.3)

金沢開業に向けた取組み（STEP21と開業PR）

◎キャッチコピー
～いしかわ百万石物語～

◎キャッチコピーを
視覚的に表す
ロゴマークも作成

エリア人口 Ｈ2３実績 Ｈ27目標

首都圏（１都６県） 4,100万人 232万人( 5.7％) 500万(12.2％)

関西圏(２府４県） 2,000万人 252万人(12.6％)
500万人

中京圏（4県） 1,500万人 213万人(14.2％)

三大都市圏から1000万人※カッコ（ ）内はエリア人口に対する入り込み客数の比率

◆エリア人口に対する誘客数の比率

＜ロゴマーク＞

・首都圏戦略の強化
・受け地の魅力向上対策
を車の両輪として、準備を加速

◎ファンド(120億円)創設

①おもてなしの向上

②食文化の魅力向上

③歴史・景観を活かした
地域づくり

３つの重点プロジェクト

STEP21(H21.3)
金沢開業効果を最大限に引き出し
県内全域へ波及させるためのアクションプラン

※新ほっと石川観光プランの改定（H23.3）

（金沢～東京間）

北陸新幹線金沢開業後の入り込み状況について

主な観光地等の入り込み状況

・金沢城公園（3/14～９/13） 約１３９．９万人（前年比 約１．８倍）

・兼六園 （3/14～９/13） 約１７１．１万人（前年比 約１．４倍）

・輪島朝市（4月～８月） 約３４．４万人（前年比 約１．３倍）

・白山白川郷ホワイトロード（6/25～8/16） 約２．９万台（前年比 約１．５倍(１日あたり)）

＜お盆期間（8/14～16） ＞

・金沢城公園 約３．２万人（前年比 約１．５倍）

・兼六園 約５．５万人（前年比 約１．６倍）

・輪島朝市 約１．４万人（前年比 約１．３倍）

北陸新幹線の乗車実績

・3/14～9/13 約４８２．2万人（前年比 約３．０倍）

※JR⻄⽇本調べ（上越妙⾼〜⽷⿂川間、前年の在来線特急との⽐較）

宿泊施設の状況

・金沢市内の主要ホテル（4月～８月） 約３１．７万人（前年比 約１．２倍）

・加賀四温泉（4月～８月） 約８０．１万人（前年比 約１．１倍）

・和倉温泉（4月～８月） 約３８．４万人（前年比 約１．２倍）

15

16
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駅舎の随所に
石川の伝統工芸をふんだんに活用

ホーム階

和紙

加賀友禅（２点）

輪島塗

和紙

中２階及びホーム待合室中２階通路壁面

１階改札口

柱部分：金箔（柱６０本､金箔を２万枚超使用）

能登ヒバの壁面に
県内各種伝統工芸品
（３０品目、２３６点）

九谷焼

大樋焼

衝突防止用の
金箔挟み込みガラス

産地の協力を得て、
本物の伝統工芸品を活用

（中２階待合室）

新幹線金沢駅舎での伝統的工芸品の活用

金沢港口（西口）

在
来
線

下

新
幹
線

下

富山方面
福井方面

兼六園口（東口）

コ
ン
コ
ー
ス

コンコー
スにおけ
る伝統的
工芸品の

活用

新幹線駅舎における
伝統的工芸品

の活用

観光案内所

開業に向けた金沢駅の整備

あんと
（おみやげ等）

H26.7.17
新装開業

Rinto
（ファッション等）

H27.3.14
リニューアル

・スタッフ増員
・営業時間延長
・当日宿泊予約受付
・手荷物配送サービス
など

金沢地酒蔵17

18
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○経緯
平成19年12月
奥能登2市2町（輪島市・珠洲市・穴水町・能登町）で
提供開始

平成22年12月 「能登丼事業協同組合」設立
※平成26年7月現在 52店舗で提供

○能登丼の定義
・奥能登産のコシヒカリ、水を使用
・地場の魚介・肉・野菜を使用
・能登産の器・箸を使用

・使った箸はお客様にプレゼント

○販売状況（平成26年8月末）
393,141食 6億7千6百万円

能登丼、白山百膳、のみまる、小松うどん、宝達志水オムライス、
白山もんぶらん、かわきた味噌豚丼、つ～バーガーなど

県内各地で展開されている地域おこしご当地グルメPRの
さらなる盛り上げをめざし、平成22年度から開催。

グルメ団体が一体となった組織で、
石川の食文化の一層の飛躍を目指す。

H25.5設立 「いしかわ地域おこしご当地グルメ推進協議
会」

◇ H26年度（11/23、産業展示館）
22ブース出展、13,500人来場

食文化の魅力向上（食を活用した地域活性化）

能 登 丼 いしかわ食のてんこもりフェスタ

フ
ォ
ー
ラ
ス
側
通
路

コ
ン
コ
ー
ス

商業エリア側通路

催事･
展示

観光
情報

観光
案内

東
口

事務スペース

面積拡大（約2.3倍）
従来330㎡→拡張後760㎡

新
幹
線
改
札
口

(A)

観光案内所（金沢駅構内）の拡張・機能強化

◎体制強化
・ 観光案内スタッフの増員

最大４人 ⇒ 最大 ６人

・ 営業時間の延長
9時～19時 ⇒ 8時30分～20時

年末年始休館 ⇒ 年中無休
◎カウンターサービスの充実
・ 当日宿泊予約の受付

※1割が宿泊先を決めずに来県

・ 宿泊先への手荷物配送サービス
・ 石川発の旅行商品の販売
※4人に1人が具体の観光先を決めずに来県

能登ヒバ

・能登ヒバと和紙で装飾（コンコースと同じ）
※カウンターも能登ヒバ

・東山茶屋街をイメージした軒先装飾とサイン

金色の
梅鉢紋型照明

ゴールデンウィークの利用者数

→ 約39,000人 前年比 約4倍 19
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大学コンソーシアム石川の取り組み
石川県内の高等教育機関・・２０機関

（大学・短大・高専）

（１）地域課題ゼミナール（平成１７年度から）

３月～４月・・・・地域（市・町）課題の明示

５月・・・・・・・・・ゼミ（研究室）が課題解決

の提案

６月・・・・・・・・・ゼミナール提案の審査

７月、８月・・・・・調査研究の実施

翌年１月、２月・・研究成果の報告会

＜金沢城公園の復元整備＞
金沢城三御門（石川門、河北門、橋爪門）の完成と玉泉院丸庭園の整備。
→石川門の保存修理、橋爪門の復元整備、玉泉院丸庭園の整備

歴史・景観を活かした地域づくり

二の丸

玉泉院丸

本丸

河北門

石川門

橋爪門

尾山神社
合同庁舎

丸の内園地

新丸

古写真（明治初期）

鼠多門・橋

玉泉院丸尾山神社

鼠多門橋

鼠多門

整備前

玉泉院丸庭園（H27.3.7オープン）

橋爪門（H27.3.7オープン）

金沢城公園第三期整備計画の策定（鼠多門・鼠多門橋の復元など）

いもり堀 Ｈ22.4オープン

三⼗間⻑屋

菱櫓・五⼗間⻑屋

いもり堀

河北門 Ｈ22.4オープン

・歴史博物館のリニューアルオープン（H27.4.17）

・県庁跡地の整備（広坂庁舎の解体・緑地化・地下駐車場整備） ほか

ライトアップ150日
休憩所「玉泉庵」

21
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平成18年度 課題ゼミナール事業

「地域課題研究ゼミナール」報告会 金沢会場（平成１９年１月１４日）

（５）石川県立大学教授加納 恭卓

金沢市打木・下安原町における農業生産物残渣および安原小学校
の給食残渣の有効活用に関する研究

（７）金沢星稜大学教授池田 幸應
【加賀市】散乱ごみ（ポイ捨てごみ）防止などの「美化対策」の推進
について

（８）金沢工業大学教授敷田 麻実

持続可能な観光のための地域観光デザインセンターの実現可能
性調査

（９）金沢大学大学院自然科学研究科教授高山 純一
【中能登町】 コミュニティバス運行について～中能登町における効率
的なバス運行

平成18年度 課題ゼミナール事業

「地域課題研究ゼミナール」報告会 金沢会場（平成１９年１月１４日）

（１）金沢大学助教授足立 研幾
【白山市(1)】 選挙における若年層の投票率向上に関する調査研究

（２）金沢大学助教授佐川 哲也

【金沢市】綜合型地域スポーツクラブ設立を支援する地域住民の
スポーツ需要調査－金沢市Ｆ公民館下の住民を対象として－

（３）金沢大学助教授森 雅秀
【白山市(2)】 白山市民が利用する斎場の適正配置について

（４）金城大学教授棚田 洋一
【白山市(3)】 選挙における若年層の投票率向上に関する調査研究

23
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平成19年度 課題ゼミナール事業

「地域課題研究ゼミナール」報告会 金沢会場（平成２０年１月１３日）

（５）金沢大学 准教授 西本 陽一
合併により加賀市の一部となった山中町の民俗伝統の調査研究

（６）北陸先端科学技術大学院大学 准教授 伊藤 泰信
【白山市(3)】
白山ろくの「出作り」文化の知恵の今日的伝承

（７）石川県立看護大学 教授 金川 克子
【かほく市商工会】
高齢社会における地域商店の役割について

-高齢者が活用しやすい地域商店の在り方について-

（８）金沢工業大学 教授 小木 美恵
【加賀市】唾液中ストレスマーカを用いた癒し効果検証による，

山中温泉のブランド力向上の試み

平成19年度 課題ゼミナール事業

「地域課題研究ゼミナール」報告会 金沢会場（平成２０年１月１３日）

（１）金沢大学 准教授大友 信秀
【白山市(1)】
白山市の名産品であるヘイケカブラの復活および地域おこし

（２）金沢大学 教授 神谷 浩夫
石川県における地産地消推進のための条件
-ＮＰＯ法人竹の浦夢創塾の取り組みを事例として-

（３）金沢大学大学院 教授 木村 留美
石川県における親育ちを支援する子育て支援システムの構築
－マイ保育園制度を中心としたー

（４）金沢大学大学院 教授 髙山 純一
【白山市(2)】白山麓地域における観光・生活交通支援のための２次交
通のあり方に関する調査研究
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平成19年度 課題ゼミナール事業

「地域課題研究ゼミナール」報告会 能登会場（平成２０年１月２７日）

（１）金沢大学 客員教授 宇野 文夫
【珠洲市①】
珠洲市のＣＡＴＶを活用した地域づくりと地域ＰＲの取り組み

（２）金沢大学 准教授 大友 信秀
【株式会社上野組】
上野組における細野ごぼうの復活およびブランド戦略

（３）金沢大学大学院 教授 高山 純一

【七尾市】七尾市内合宿施設への誘客策の提案ならびに地域活性
化策の検討に関する調査研究

（４）金沢大学大学院 教授 高山 純一
【中能登町】（継続）
中能登町におけるコミュニティバスの効率的運行について

平成19年度 課題ゼミナール事業

「地域課題研究ゼミナール」報告会 金沢会場（平成２０年１月１３日）

（９）金沢工業大学 教授 谷 明彦
【白山市(4)】古民家再生による地域おこし

（１０）金沢星稜大学 教授 大薮 多可志

【加賀市】加賀市東谷地区古民家利用による山菜料理体験とその
データベース構築

（１１）金沢星稜大学 教授 小坂 修
【白山市(5)】伝承芸能，食文化，雪の活用による白山市白峰地区
に存在する古民家再生への総合的プランニングの策定

（１２）石川工業高等専門学校 講師 村田 一也
津幡町地域における伝統建物・町並み調査およびその地域文化
の研究 27

28

─ 68 ─



地域の現状と課題（１）

（１）金沢市：人口の集中と都市化
（県内人口の約４０％が金沢市に集中）
⇒都市化による諸課題、

中核都市としての機能強化が重要

・加賀百万石時代からの伝統・文化・工芸が残る

・「歴史都市」としての顔を持つ反面、現代的な
「創造都市」としての世界都市を目指す

金沢大学ＣＯＣ事業（平成25年度）

アカデミア
部門

地域
ニーズ・シーズ

部門

インテリジェント
ライフ
部門

教育

研究 社会貢献

金沢 能登

加賀
29
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（３）加賀地域：県内工業出荷額の約８０％が集中
（ＩＴ機器、建設機械、産業用機械等に強み）
⇒基幹産業としての「ものづくり」が地盤沈下

地域の現状と課題（３）

・特定分野で高いシェアを誇るニッチトップの企業
が多い

・中心商店街の空洞化や農林水産業の後継者
不足が課題

（２）能登地域：豊かな自然環境の維持・保全
（先進国初の世界農業遺産に認定）
⇒人口減少、過疎化の進展、２０歳人口の減少

・三方を海に囲まれた里山、里海が現存し、伝承
文化（祭り、あえのこと等）が残っている

・少子高齢化、過疎化が全国より非常に早く進行
している

地域の現状と課題（２）
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（２）「自動走行システム実証実験」プログラム
平成27年2月24日から実験開始

（３）「金沢大学珠洲サテライトの設置」とＣＯＣ事業

地域の課題解決に向けた先進的取り組みを表彰す
る「第３回プラチナ大賞」＋（総務大臣賞）

平成28年2月20日
受賞記念シンポジウム（珠洲市）

持続可能な地域発展を目指す
「里山里海再生学」の構築

里山里海プロジェクト（研究・教育・社会貢献）

・地域連携推進センター
・環日本海域環境研究センター、他

（１）「能登里山マイスター」養成プログラム
就農・企業に意欲を燃やす４５歳以下の

チャレンジ精神旺盛な人
2年間の講習・・・・・「里山マイスター号」を授与

（社会人教育）
33
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（２）小松市（平成27年度～平成28年度）
「国保データベースシステム及び小松市予防
先進部が保有する健康・介護情報を活用した
地域の健康づくりのための調査研究」

特徴
１）・「国保データベース」の秘匿化システムの開発
２）・医療・介護・福祉分野と都市計画

＆エリアマネジメントの融合研究
３）・長寿健康都市政策（まちづくり）研究

平成２７年度 地域志向教育研究

平成２７年度 地域志向教育研究

（１）七尾市（平成26年度～平成27年度）
「七尾市産業・地域活性化懇話会」

１）・「海業」をテーマとした「里山里海」のブランド資源化
２）・地域資源（魅力）と広域交通（経路）を活用した

観光活性化
３）・地域内経済循環と６次産業化
４）・地熱資源の利活用
５）・「地域包括ケア」を支える医商工連携

35
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人口ビジョン・地域創生総合戦略（１）

石川県
（いしかわ創生総合戦略有識者会議）

・・・委員：３０名
大学関係者

浅野哲夫
（北陸先端科学技術大学院大学長）

石川憲一
（金沢工業大学長）

山崎光悦
（金沢大学長）

金沢大学 １年生 必修：１単位
全学類で「地域概論」の講義

講義科目「地域概論」（必修：１単位）（教育）

・学生一人ひとりを社会との繋がりを意識できる
人材として育成・輩出

37
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人口ビジョン・地域創生総合戦略（３）

羽咋市：委員２０名
（髙山純一：金沢大学教授）

内灘町：委員１７名
（神谷浩夫：金沢大学教授）、他１名

能登町：委員１５名
（髙山純一：金沢大学教授）

人口ビジョン・地域創生総合戦略（２）

金沢市：委員１１名
（山崎光悦：金沢大学長）

珠洲市：委員２９名
（宇野文夫：金沢大学特任教授）

七尾市：委員１４名
（平子紘平：金沢大学特任助教）

加賀市：委員 ７名
（大学関係者３名、金沢大学０名）

能美市：委員２０名
（髙山純一：金沢大学教授）
（眞鍋知子：金沢大学准教授）、他２名
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（１）本社機能の一部移転、企業の新規進出

（本社機能の一部移転）
○㈱小松製作所（本社：東京都、東証一部上場）
石川県小松市に総合研修施設を整備し、本社教育機能を移転。
○ＹＫＫ㈱、ＹＫＫＡＰ㈱（本社：東京都）
平成26年度末までに、本社管理部門等の一部を富山県黒部工場
に移転。

ほか、加賀東芝エレクトロニクス㈱、日本ゼオン㈱

（企業新規進出）
○日機装㈱（本社：東京都、東証一部上場）
石川県白山市に新工場建設。平成27年3月までに静岡県の生産
機能の大半が金沢製作所へ移転。
○三井アウトレットパーク（三井不動産㈱）（本社：東京都、
東証一部上場）、富山県小矢部市に北陸エリア初進出。
平成27年7月開業。

北陸新幹線開業効果
（おまけの話）

41
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ご清聴、ありがとうございました

金沢大学 環境デザイン学系

学系長 髙山 純一

平成28年11月21日（月）

（２）本社機能の一部移転、企業の新規進出

ものづくりの産業集積、災
害リスクの低さ、豊富な経
営資源（労働力、土地、エネ
ルギー（電力、水資源））
の3つの強みに新幹線開業
による首都圏へのアクセス
向上という要素が加わるこ
とで、三大都市圏の中間地
点という立地もあって企業
進出が加速。

北陸3県の平成26年通期の工場立地件数は前年比約1.4倍の69件
（※平成25年48件）。 43

44

─ 76 ─



地域を知る・見る 地域に入る 地域で提案・行動

共通教育特設プログラム 
「総合地域論」

共通教育 専門教育 

名の全新入生を対象に
コア科目「地域概論」を必修化

1. 教育 地域の感性を備え、知識と社会を結びつけられる行動力ある人材の育成

地域を志向したカリキュラム改革 

30科目（60単位）から7単位以上取得により、 
修了認定証を授与 2 

「地域の感性」を育むことで
地域の課題を複合的に捉え
「自らの価値観を相対化」
する能力を身につける

「知識と社会を結び付ける」こと
を意識した、学びへの動機付け

・専門知識を現場に触れさせる
「臨地教育」科目の再編・強化
・「地域」を要素とした専門科目の導入 

地域の感性を備え知識と社会を
結びつけられる行動力ある人材

科目例 

自然災害 
と防災 

環境と 
技術 

地域と 
健康 

地域医療 
入門 

伝承文化 
と伝統 

地域 
政策論 

エコ 
ツーリズム 

科目群１

科目群２

文化 
資源学 
実習 

里山里海 
演習 

メンタル 
ヘルスケア 
演習 

野外調査 
実習 

コア科目
地域概論
全員必修

共通教育特設プログラム

「総合地域論」

遠隔教育システムの活用により、
キャンパスから離れたフィールド
での中長期の臨地教育

•科目群1：人間社会、理工、医薬保健の3領域に関連す
る科目で構成し、所属学域以外の学域が開講する科目

の履修を義務付ける。 
    
•科目群2： 地域に入っての臨地教育の機会として演習
科目・実習科目の充実を図る。 

地域創造学類を新設
石川県と奥能登2市2町（輪島市・珠洲市・能登町・穴水町）との

• 「能登里山マイスター」養成プログラム
• 「能登里山里海マイスター」育成プログラム

里山再生と現代的活用
地域における産業創生
地場産業振興支援
地域を志向する医療人の育成と輩出
地域医療人のリカレント教育と遠隔地医療支援

金沢
大学

地 域

「地域と世界に開かれた教育重視の研究大学」

1 

地域を志向したこれまでの取り組み事例

学生一人ひとりを
社会との繋がりを意識できる人材として育成・輩出

金沢大学憲章で「地域のための大学」の理念を明示

石川県 金沢市
輪島市 珠洲市
能登町 穴水町
七尾市 能美市 小松市

事業連携自治体
（包括連携協定などの締結自治体）

平成25年度「地（知）の拠点整備事業」 

地域の感性を備えた人材を育て社会を繋ぐ「地（知）」の拠点
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能登町 

輪島市 

小松市 

珠洲市 

金沢市 

穴水町 

3. 社会貢献 世代のニーズに合わせた「学びなおし」と「学びの機会」の提供 

地域における
インテリジェントライフ創造拠点の構築

金沢市から150 km 
人口は50年で1/2に減少 高校卒業後にあたる20歳前

後の若者が地域に留まらない
奥能登から特に強いニーズ

臨地教育において学生が活
用する遠隔教育システムを
地域の方々の「学びの場」と
して提供

高等教育の機会提供

•現役世代へ「学びなおし」の機会提供 
•生涯学習の機会提供 

珠洲市・輪島市・能登町・小松市 
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珠洲市の年齢別人口分布 

学士教育：臨地教育・
フィールドワーク・地域インターンシップ 
珠洲市・能登町 等 

興味ある様々な学問分野を学習 
可能性を拓く多様な「学び」

【若者】

産業界や住民、行政への
• 地域活性に必要なノウハウ
提供・基礎知識の更新

• キャリアアップ
• リカレント教育

働きながらできる「学びなおし」 
【現役世代】

文化・歴史・自然・社会など、
豊かな知識の探求 

第二の人生への「新たな学び」 
【熟年層】

世代により異なるニーズ

学士教育のための遠隔地教育システムを活用した学びの機会の提供 

遠隔地
教育システム

金沢大学 
サテライトプラザ  
•生涯教育 
•市民講座 
•公開講演会 

金沢大学 
石川県立大学  
•共通教育 
•専門教育 
•大学院教育 

4 

金沢市 

異分野連携型研究者チームと地域との協働による研究プロジェクトの推進と成果の社会還元

3 

2. 研究 総合大学の強みを最大限活用した地域志向研究の推進

様々な要素が 
複雑に絡み合う 
地域特有の 
複合的課題

課題解決へ繋がる
提案・行動

地 域

•地域住民
•
•行政

地域から寄せられた課題について
関係する要素を整理・キーワード抽出

複合的課題に対して異分野の研究者が学際的
チームを編成し総合的に課題解決に取り組む

研究成果を利用可能な形に編集し地域に還元

地域担当コーディネーターによる
ニーズとシーズの丁寧なマッチング

総合大学の強み
多様な研究シーズ

金沢大学

総合大学の強み
多様な学問分野

多様なシーズの活用
起点となる地域の資
源・課題を探る

多様なニーズに対応
できる地域志向研究
の推進

複合的課題の要素と研究者の専門分野の
マッチング 
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司会者　杉本和弘教授
（東北大学高度教養教育・学生支援機構）
それでは時間になりましたので，講演の後半
部分を始めさせていただければと思います。私
はセミナーの実行委員を務めさせていただいて
おります東北大学の杉本でございます。講演 2
の司会を務めさせていただきます。よろしくお
願い申し上げます。それでは講演 2の講師の杤
原克彦先生をご紹介申し上げます。
杤原先生は昭和59年に日本商工会議所に入所
され，産業部，国際部等のご勤務を経て，流
通・地域振興副部長，総務部長を歴任されてお
られます。平成24年からは日本商工会議所理
事・企画調査部長をお務めでございます。また
杤原先生は，すでに何回か出て来ておりますけ
れども，文科省の COC，COC+の選定委員，
経済産業省のキャリア教育アワード審査委員
等，政府の各種委員もお務めになっておられま
す。そうしたご経験から，産業界と大学の連携，
キャリア教育や職業教育のあり方についても大
変造詣が深くていらっしゃいます。本日は「地
方創生と大学への期待～商工会議所キャリア教

育活動を中心に～」というタイトルで，商工会
議所の取り組み，また商工会議所のお立場から
地方創生に大学がどのような役割を担っている
かについてお話をいただけるのではないかと存
じます。それでは杤原先生，よろしくお願いを
いたします。

杤原克彦理事
改めまして，こんにちは。ご紹介を賜りまし

た，日本商工会議所の杤原と申します。私は実
は体育会系出身でございまして，あまり学校に
行っておりませんでしたので，こうしたアカデ
ミックな会場に呼ばれまして，教授の皆様の面
前でプレゼンをするのは大変おこがましいとは
思いますけれども，たまたま商工会議所に入所
いたしまして，現場に結構おりますので，課題
も答えも現場にあるということで割り切ってい
ただきまして，30分ほどお付き合いをいただけ
ればと思いますのでよろしくお願いいたし
ます。

杤原　克彦　理事

杉本　和弘　教授

講演 2　地方創生と大学への期待
　　　　～商工会議所キャリア教育活動を中心に～

日本商工会議所
杤　原　克　彦　理事
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商工会議所とは
本日は，商工会議所としての教育のお話に参
りましたけれども，資料にございます通り，東
京商工会議所の前身の東京商法会議所というの
が明治11年にできております。これは産業の父
と呼ばれております初代会頭の渋沢栄一が発起
人になって作ったということでございます（ス
ライド1, 2）。 3行目に書いてございます通り，
行政への意見具申が最も重要な活動と言われて
おります。なぜこんなものを作ったかというの
がちょうど中ほどに書いてございます。不平等
条約というのが当時存在しておりましたので，
諸外国と肩を並べて戦っていくには，この不平
等条約を直さなくてはいけないということで，
時のイギリスの行使パークスさんに対して，国
民の声なので，この不平等条約を直してほしい
と訴えたそうであります。けれども，パークス
さんの方からそれはおかしいと。国民の声だと
言っているけれども，国会，当時はまだ帝国議
会がございませんでしたので，国会も商工会議
所もない日本で，どうやって意見集約をするの
かと切り返されて，ぐうの音も出なかったとい
うことでございます。これをもとにして，時の
権力者たちが商工会議所を作るべきだというこ
とでバックアップをして，できたと言われてご
ざいます。明治23年というのが帝国議会の設立，
成立と言われておりますので，それを遡ること
12年前に，既にこういった組織ができていたと
いうことでございます。原点と一番上に書いて
おりますけれども，私どもは道に迷った時に必
ずこの原点に立ち返ることになっておりまし
て，ここを常に覚えておくと，事業をやるにし
ても活動をするにしても，間違った方向には行
かないということで，迷った時には常にここに
帰れというふうに言われてございます（スライ
ド 3）。上段 2行目の中盤からでございますけ
れども，欧米では商工会議所が産業振興に大き
く貢献していると。日本も殖産興業を図り，欧
米に一刻でも早く追いつくために商工会議所が
必要だと。これが理念でございますので，原点

は殖産興業であります。これはそれを足掛かり
にして，グローバル化を図ろうということで，
140年も前からこういった理念を打ち立てて活
動されてきたということでございます。その下
の取り巻く環境ということで，基調講演の時か
ら，取り巻く環境は厳しいんだと，人口も減る
んだということをご説明いただいておりますけ
れども，まさにそうでございます。特に地方に
行けば行くほど疲弊しているということでござ
います。福岡，それから仙台も地方での一極集
中ということでございますので，地方のもっと
枝葉のところに行けば，各都市に吸われて，さ
らに東京にも吸われるということですので，二
重の人口減少の過疎化が進むというのが実態で
ございます。20年間デフレで経済が縮小傾向し
て参りましたので，過去10年を振り返って
GDPを平均して見ますと，0.8％ぐらいしか成
長してございません。 1億2,000万人の人口を
抱えて，0.8％しか経済成長しないということ
であれば，全国津々浦々にアベノミクスの成果
を届けたいと思ってみても，それは当然行き渡
る訳がございません。この状態をいかに脱却し
ていくかというのが，我々の目指すところにご
ざいまして，そのためにはどうしても潜在成長
率を上げていかないといけないということでご
ざいます。そこのところに政策も，人も，お金
も投入していくということでございます。幸い
に一番下の行にありますように，我々も全国に
515の商工会議所がございまして，強固なネッ
トワークを持っておりますので，このネット
ワークを活かしながら，全国津々浦々で勉強を
しながら，地方創生を実現していこうじゃない
かというのが，現在の立ち位置ということに
なっております。

商工会議所と教育の関わり
こういった大きな流れの中で，商工会議所も

教育に携わってきているわけであります（スラ
イド 4）。実は，世界で一番最初の商工会議所
というのは，関ヶ原の時代の頃に，パリのマル
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セイユでできたものであります。ここが一番最
初のスタートと呼ばれておりまして，国王のア
ンリ 4世の許可書が現存して残っており，国王
から許可を受けた団体ということになっており
ます。今パリの商工会議所はシャルル・ド・
ゴール空港の運営をしていたり，職業訓練学校
を運営していたりと，世界的に見ますと商工会
議所は結構，職業訓練学校みたいなところにも
深く関与をしております。商工会議所は産業人
材を育成するということも，大きな使命の一つ
でございます。東北で一例をあげますと，福島
の郡山に商工会議所がございますけれども，あ
そこが実は，商工会議所として最初に簿記を取
り入れて簿記学校を作られまして，それが現在
の簿記検定のスタートと言われております。北
海道の札幌商工会議所では，学校を経営されて
おりまして，商工会議所自らが学校教育に乗り
出して，産業人材を育成しております。こんな
事例もございまして，決して皆様方と遠いとこ
ろでもなくて，表裏一体の活動をしているとい
うことでございます。思い起こしますと，この
当時，商工会議所を作った発起人の皆さんが，
そのまま産業人材の必要性を感じられまして，
渋沢栄一さんは一橋大学を作られたとも言われ
ていますし，皆様方朝ドラで「あさが来た」を
ご覧になられたかと思いますけれども，広岡浅
子さんが日本女子大を作られたとかいうことで
ございまして，当時の先達が140年も前から教
育の必要性を痛感されていて，教育にも実は乗
り出しておりました。時を経まして，ちょうど
第一次安倍内閣の頃に，教育再生というのが政
府の大きなテーマになりまして，2006年12月に
教育基本法の抜本改正が行われましたけれど
も，私共も時を同じくして，提言，意見書を作
らせていただきました。意見書を作るだけでは
なくて，全国の商工会議所自ら，教育再生に取
り組んで，社会総がかりでやらなければならな
いんだということで，意見書を取りまとめ，か
つ自分たちも行動に乗り出したということに
なっております。意見書がきっかけになりまし

て，そこから全国で教育再生，キャリア教育の
取り組みがどんどん進みまして，今では全国
515のうちの284の商工会議所で，何らかのキャ
リア教育支援活動にお取り組みをいただいてい
るということになります。私はたまたま，東京
商工会議所を兼務しておりますけれども，一番
下にございますように東京商工会議所は本部の
他に，23区にそれぞれ支部がございますので，
その支部単位でも教育委員会等を設置しなが
ら，教育支援活動を行っているということでご
ざいます。最近は本部の方では，大学の皆さん
が100校ぐらい会員になられておりますので，
そこを中心に懇談会を開催しながら，中小企業
と学生さんの橋渡し事業を始めているという状
況にございます。ここに，商工会議所が自分た
ちで何をやっていくんだというのが書いてござ
います。職業教育支援やインターンシップ事業
等の，地域の人材を育成していく支援を，商工
会議所としてやっていくんだということを，こ
こで約束をさせていただいて，今に至っている
ということでございます（スライド 5）。

商工会議所のキャリア教育活動
キャリア教育活動について，284ヶ所の商工

会議所で実施していると先ほど申しあげました
けれども，一番数が多いのがインターンシッ
プ・職場体験ということになります（スライド
6）。その下は，教育機関への社会人講師の派
遣ですとか，各種講座・授業の開催ということ
です。インターンシップでございますけれども，
受け入れ側で負担が重たいというのが課題であ
りまして，左側に書いてありますけれども，二
つ目の丸にあります通り，企業にとって社会貢
献としてインターンシップをやり続けることに
は限界があるということでございます。（スラ
イド 7）。特に中小企業では，専門部隊がある
わけではありませんので，少ない人員の中で本
業をやりながらインターンシップも行うわけで
すし，採用に繋がらないと，なかなか協力がし
辛いというのが本音であります。本当に真のイ
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ンターンシップを目指すのであれば，就業，あ
るいは報酬を得ながらインターンシップをきち
んとやって，しっかり勉強もして，その中で自
分の一生涯の仕事を見つけていくという道筋が
あってもいいんじゃないかという問題提起のも
とに，今政府の方でも再検討を始めていただい
ているということかと思います。今は人手不足
でありますので，一番下の丸にありますよう
に，とにかくその学生の皆さんのミスマッチを
解消してあげたいというのが，私どもの願いで
あります。親御さんも含めて，とにかく大企業
志向が強くございますけれども，入ってからこ
んなはずじゃなかったというのが定石でござい
ますので，小さい頃からキャリア教育を通じて
職業観を醸成して，大学でも専門に学んで，社
会に出て自分の職を得るという，一貫した教育
体系にしていただきたいということでございま
す。ちょうどこちらをご覧いただきますと，商
工会議所は決して大学だけのお世話をしてござ
いませんで，小学校から小，中，高，大と幅広
く一貫して応援するパターンになってございま
す。当然濃淡はございます。小学校だけを集中
的にやっている地域もあれば，中学校，高校ま
で一貫してやっているところもあり，いろんな
パターンがございますけれども，その地域で一
番必要なところに必要なサポートをしていると
いう形になります。いくつかの面白い事例を紹
介しますけれども，一つは東京商工会議所でご
ざいまして，地域の有名な経営者，あるいはそ
の立派な経営者を派遣して，セミナー・講習を
するということでございます（スライド8, 9）。
中には東京大学のセミナー室をお借りすること
もあり，小さい子どもが東京大学の研究室の中
まで行くということはなかなか有り得ませんの
で，相当にインパクトがあるようでございま
す。東京大学の構内に入ったことだけでも，勉
強になったというお声もございます。当然，講
義の中身も素晴らしいのですけれども，そうい
う環境を提供するということも，大切な気付き
になるのかなということでございます。それか

ら，東商ならではということで，やはりちびっ
この皆さんには夢を持っていただかないといけ
ないと（スライド10,11）。塾行きなさい，勉強
しなさいだけでは子どもも疲れてしまいますの
で，やはりいろんな夢を持ってもらいたいとい
うことです。商工会議所では，FC東京さんと
お付き合いもありますし，地元にプロ野球もご
ざいますので，こういった自由業の皆さんに来
ていただいて，交流をしていただくということ
です。スタンドで見ることはできても，直接指
導を受けるということはなかなかありえません
ので，こういうことで夢を感じていただく。最
近の若い者は駄目だと否定しますけれども，こ
の間のブラジルのリオデジャネイロオリンピッ
クの時に，若い人たちがあれだけ頑張って金メ
ダルを取ってくるということは我々にはできな
かったことでありますので，決してできないの
ではなくて，やらせ方に工夫がもうちょっと必
要なのかなというのが，一個一個見ていると痛
感するところであります。足利商工会議所さん
は，商業体験などをやっておりますし，野田商
工会議所さんでは農業高校，工業高校の皆さん
に，まさに企業の現場でそのまま作業をさせて
いますので，デュアルシステムみたいな形で教
育をしているという形になります（スライド
12）。それから尾鷲商工会議所さんでは，尾鷲
になかなか人が行かないので都会から大学生を
連れて来て，報酬を出しながら勉強させるとい
うこともやっております（スライド13）。日向
商工会議所さんでは，商工会議所の中にキャリ
ア教育支援センターを設置して，そこに 3名ほ
ど高度キャリア教育コーディネーターを常駐さ
せて，市民総がかりでの教育支援活動というも
のをやっております。ですから，市民の中の何
人かは講師として実際に話をするというところ
まで進んでございます（スライド14）。こういっ
た形で，商工会議所では，地域で協力をしなが
ら小学生から大学生まで，職業観を持ってもら
う活動をしております。大学生になってからい
きなり，インターンシップに行って，仕事を見
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つけなさい，自分の天職を見つけなさいと言っ
ても，なかなか無理があると思います。やらな
いよりはやった方がいいと思いますけれども，
小さい時から将来の仕事を考えることが必要だ
と思います。特に理科系の学生については，大
学に入ってからどこの学科に行こうかと言って
も，その後修士に行って研究してということに
なりますと，手遅れということがあります。私
どもは良く文科省さんには，小学校 1年生から
ちゃんと理科教育をやってくださいとお願いし
ています。それから中学校に入った 1， 2年生
の時に，文系と理系で別れてしまう癖があるの
で，やっぱり小学校 1年生から大学生まで，理
科教育を一貫して受けられる環境作りを，とお
願いしているのは，そういうことがあるからで
あります。

商工会議所等の検定試験
商工会議所は検定試験をこれだけいろいろ
やってございます。決して収益事業とか営利事
業のためにやっているわけではなく，商工会議
所法の第 9条で，商工技能の振興を図ることと
いうのが義務付けられております。よって，ビ
ジネスマンとしてのスキルを身に付ける検定試
験をやっているのですが，勉強もやりっぱなし
ではなかなか目に見えないので，身に付けた結
果として，スキルの見える化をするために，検
定試験を受けるようにお勧めをしているわけで
ございます（スライド16）。商工業の技能振興
は間口と根っこにございます。

ジョブ・カード制度
それからもう一つは，ミスマッチを防ぐため
の手はずといたしまして，ジョブ・カードとい
うものをやっております（スライド17～19）。
これを見ていただくと， 8割ぐらいの方が非正
規から正規に転換をするということで，大変好
評をいただいております。実は学生向けのジョ
ブ・カードというのも用意はされておるんです
けれども，なかなか学生の皆さんとキャリア教

育センターのコーディネーターの方にお使いい
ただけないという状況があります。インターン
シップに行ってきたら，学生向けのジョブ・
カードに必ず書く。学校のうちに資格を取った
ら，そこに必ず書くということで，そういった
もののキャッチボールをしていく中でも，ミス
マッチは防げるのではないかなということでご
ざいます。

地域経済・雇用を支える中堅・中小企業
ここからちょっと本題になります。左肩のグ

ラフを見ていただきますと，大企業というの
は，実は0.3％， 1万社ぐらいしか日本にはご
ざいませんで，大半は中小企業で，その中でも
85％は従業員が20人未満のいわゆる小規模企業
者という方たちであります（スライド19）。右
側をご覧いただきますと，雇用の約 7割は中小
企業ということでございますので，10人学生を
育てていただいたら，どんなに天地がひっくり
返っても， 3人しか大企業に入れないことにな
ります。これは物理的な話ですけれども，どう
しても学生と親御さんは，大企業志向で就職活
動をしてしまいます。それで，疲れ切ってしま
う。現実を見ると，10人のうち 7人は絶対に中
小企業にしか入れないわけで，かつその内の大
半は小規模事業者というわけです。ただ，小規
模事業者と言っても，将来大企業，中堅企業や
大企業になる可能性ももちろんあるわけであり
まして，いかにその魅力的な仕事がそこにある
かということを伝えるのが我々の役目というふ
うに考えております。下，左肩を見ますと，東
京以外の地方で GDPの 7割を産み出しており
ますので，地方が元気になっていただかない
と，東京に人が集まってくるということになり
ます。右下をご覧いただくと分かりますように，
5割の企業さんが人手不足を訴えています。介
護，宿泊，運輸，建設といったところがものす
ごい人手不足で，有効求人倍率が 4倍ぐらいに
なっております。全国で平均すると1.4倍とか1.5
倍と報道されていますけれども，地方の中小企
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業だけでいけば， 4倍程度と言われております
ので。ここのところに人材を供給していく必要
があるということでございます。その先では左
肩にありますように，ここ 5 年で44万社ぐら
い，事業者が廃業を中心としてなくなっており
ますし，右肩にありますように，開業率は全く
伸びないということでございます（スライド
20）。また，左下にありますように，中小企業
の経営者の平均年齢は66歳になりましたので，
7割で後継者がいない，もしくは今の代で廃業
というよう状況にあります。ただ，若い人に会
社を任せると経常利益率が高くなるという傾向
もありますので，世代交代をさせていくという
ことが必要かと思います。ただ，仕事がないと
なかなか世代交代が進みませんので，一つの切
り口として，右下にありますように，もう少し
産学連携を密にして，新しい分野を切り開い
て，そこにも人材供給というのが必要かなと，
ここら辺に今希望を見出しているところでござ
います。

産業界から見た教育界への期待
これはいつも，地元に聞けばこういう話が
返ってきますので，あくまでご参考でございま
すけれども，（1）の地域経済の発展に手を取り
合ってご協力をいただきたいということと，
（3）のものづくり。やっぱりここが付加価値を
生みますので，ものづくり，理科系の教育のと
ころに重点を置いていただきたいということ
と，（5）のグローバル人材。東京に来るのがグ
ローバル人材ではなくて，地域にいても，海外
と直接にお付き合いできる時代になりましたの
で，（1），（3），（5）のところを，ともに歩んで
いければということでございます（スライド
21,22）。

地方創生における大学等への期待
地方創生については，吉本先生からもご紹介
がありましたけれども，ここのところに「地
（知）の拠点」がしっかりと位置付けをされて

おりまして，緑のところが仕事づくり，真ん中
のところが人材育成，下のところが街づくりと
いうことで，仕事づくり，人づくり，街づくり
の 3点セットで構成されております（スライド
23）。知の拠点のところが，オレンジ色になっ
ていますけれども，仕事づくりと人づくりのと
ころがそれぞれのグラデーションになっている
んだろうと思っております。この部分に対する
期待はものすごく高いものがございます。左側，
ここに長岡の NAZEさんを書いてございます
けれども，オール地域で産業づくり，人づくり
をしていくということが長岡の方で進んでおり
まして，ぜひこのコンソーシアム形式で，うま
く起こしていければなということでございます
（スライド24）。右側の神戸の医療，医学の集積
でございますけれども，スタートしたのが平成
11年ということでございます。神戸の大震災を
きっかけにやってきたわけですけれども，やっ
とこさ10年かかって集積が進んできたというこ
とですので，一朝一夕には当然ながら集積とい
うのは起きませんので，粘り強く腰を据えて，
繰り返しやっていく覚悟で取り組む必要がある
ということを論じています。左上は，オープン
イノベーションということで，山口大学さんが
自分のところに眠っている特許の無償開放をし
ていただけるという，ありがたい申し出があり
まして，それを産業化にできないかということ
でございます（スライド25）。いろいろ書いて
ございますけれども，特に右下のところで先ほ
ど金沢大学さん，それからこれから弘前大学さ
んの先生の方からご紹介があると思うのですけ
れども，北陸新幹線が開通致しましたので，金
沢では一挙に観光客が 3倍に増えたと。それを
聞いた函館と弘前の地域では，こちらだって北
海道新幹線が函館まで伸びたんだと。じゃあ連
携をして，観光づくりと特産品づくりをしよう
じゃないかということで，決してさして待たず
に，自分から打って出たというふうな地域もご
ざいます。こういったところにも，産学連携の
余地があるというふうに考えております。それ
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から政府の方では，今ソサエティー5.0という
ことで，これだけのメニューを並べて，第 4次
産業革命で生み出されてきた技術をここに投入
して，社会を変えていくという大きな構想を打
ち出されております。先ほど自動車の自動運転
の話がありましたけれども，ちょうど左側の方
に位置付けられております（スライド26）。こ
ういったところに，実はこれから各地の大学の
皆さんも活躍の出番が出てくるわけでありま
す。これは実はハイテクものづくり系でありま
して，あれだけ農業立国，観光立国を目指すん
だと言っておりますが，そういったものは，実
はあまり出てきておりません。観光ですと2020
年に消費額が29兆円と言われていまして，足元
でもすでに25兆円ありますので，産業的にはも
う自動車産業に次ぐ大きな規模になってござい
ます。それから農業についても，売り上げは 8
兆円ですけれども，食品関連産業という形で，
付加価値でカウントしますと90兆円ぐらいあり
まして，輸出ももうじき 1兆円かというところ
です。ところが各大学さんを拝見しましても，
観光学部というのは未だに増えていないわけで
ありまして，じゃあその人材をどこから持って
くるのかなと。既に2,000万人インバウンドで
来ていますけれども，英語のしゃべれる観光系
の人間は，どこから調達してくるのかなという
ことがございますし，農業についても農学部が
少のうございますし，林業再生と言われていま
すけれども，なかなか林業を産業化するための
人材というのも，全国に 6万人くらいしかいな
いと言われておりますので，そういった教育分
野と産業とのミスマッチというのも，実はある
んではないかという問題意識もございます。い
ずれにいたしましても，政府で産学連携の新し
いスキームというのをまた打ち出されまして，
ちょうどこの真ん中にありますように，今まで
は研究室，あるいは大学の先生と企業の中の研
究者の『by』の形が多かったのですけれども，
ここで大学全体と企業全体，あるいは大学全体
と地域全体という形で，『all』という連携の絆

をもっと強くして，個人でやる形ではない形
が，これから求められるのではないかというこ
とで，新しいスキームづくりが官邸主導で始
まっておりますので，こういったところも念頭
に置きながら，ぜひご協力をいただければとい
うことでございます（スライド28）。時間目一
杯でございますので，ちょっと一旦終了といた
しますけれども，商工会議所は先ほどの原点に
返ると言っておりましたけれども，殖産興業と
いうのが原点でございます。教育というのは
やっぱり100年の計でやってきたものだと理解
しておりますので，猫の目で変わる政策という
のはいかがなものかというふうに常々感じてお
ります。いずれにしても，私どもは小学校から
大学生まで，あるいは社会人教育まで支援を申
しあげているのは，とにかく社会を生き抜く力
を身に付けた産業人材を育てたい。この 1点で
ございますので，こういったところで皆様方と
手を携えて，事業活動を展開していければとい
うふうに思っております。以上でございます。

司会者
杤原先生，どうもありがとうございました。

では，まだ数分ございますので， 1， 2点ご質
問をお受けできればと思いますけれども，大変
広くキャリア教育をめぐる中小企業の現状，あ
るいは産業集積，産業連携の必要性等，たくさ
んの論点があったかと思いますので，フロアか
らいかがでしょうか。では，お願いいたします。

フロア
分かりやすい説明，どうもありがとうござい

ました。インターンシップのことでお伺いした
いと思うんですが，地域の中小企業の方々が，
インターンシップの受け入れに際して，非常に
困難を伴っていると。人材がいないということ
で，インターンシップの受け入れはしんどいに
はしんどいんですが，一方で例えば，先方の従
業員の自分の仕事の見直しとか，そういう面
で，役立つ面もあるのですが，その辺の企業さ
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んへの，そのインセンティブを上手にお伝えを
して，うまくいっている商工会議所さんがあれ
ば，そういう事例をお聞かせいただければあり
がたいと思います。

杤原理事
そのお声はよく聞きまして，やってみるとほ
とんどの企業さんで，やったところは従業員の
意識が変わったということでございます。そう
いう意味では，必ずしも長期でやらなくても，
学生側にも，従業員側にも，企業側にもそう
いったことが具現化されれば，メリットはある
んじゃないかということがございます。それか
らもう一つは，従業員の方もそうですが，社長
のカバン持ちをやっている地域もございます。
社長さんに直接ついて歩くのが，経営を学ぶに
は手っ取り早い形になります。経営者の方も，
学生を秘書代わりに連れて歩いていると，今ま
で気付かなかったことが気付けるということ
で，例えば八王子の地域などでやっておりま
す。それから東京商工会議所では，気付きが従
業員の方も勉強になるということもありまし
て，学生さんの方はインターンシップという
と，行った先で 1 パートしか従事しませんの
で，例えばこの部品が世の中で何になっている
のかっていうのを全く分からない企業もありま
す。川上から川下まで全ての企業を見せて，こ
の製品のどこのパートを職業として自分が選ぶ
べきかというのを考えさせるような工夫もして
おります。そういうのは，私どもの口で言って
もなかなか通じないので，東京商工会議所の方
ではインターンシップ導入ガイドブックという
のを作られております。スタートからこういう
ことをやったらいいですよ，従業員はこういう
気付きがありますよ，計画を作る時はこうした
方がいいですよ，安全面はこうしたことを注意
した方がいいですよということで，スタート
アップ入門ガイドブックなるものを作りまし
て，これから商工会議所として普及していこ
う，そうすればその負担感も懸念で消えるかも

しれませんし，気付いてくれた企業さんの良
さっていうのも周知することができますので。
ちょっとどこの企業というのは，直接お答えは
できないのですけれども，ご指摘というのはま
さにその通りだというふうに思っておりまし
て，そういう声をよく拝聴しております。

司会者
では，申し訳ありませんが，時間をオーバー

しておりますので，このあたりで講演 2は終わ
らせていただきたいと思います。杤原先生，ど
うもありがとうございました。
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１．商工会議所とは② 

原点 

→英国の会議所を模範として、1878年に、東京、大阪、神戸に設立。 
→以来、全国各地に商工会議所が設立される。 

取り巻く 
環境 

実業界が商工会議所の設立を提唱する。実業界の意見集約は国際的地
位の向上に欠かせない。また、欧米では商工会議所が産業振興に大き
く貢献している。日本の殖産興業を図り、欧米に一刻でも早く追いつ
くためにも、商工会議所は必要だ。 

○少子高齢化・人口減少社会の進展、地方の疲弊、商工業者の減少、政府・自治体の財政悪
化、経済のグローバル化の加速､情報化(ICT化・ネットワーク化)､価値観・ニーズの多様化
など、商工会議所・企業を取り巻く環境は大きく変化。 

○世界の政治・経済情勢の不安定化のほか、国内では長期のデフレから脱却しきれず、東日
本大震災後の電力供給制約とコスト上昇、産業空洞化懸念、人手不足の深刻化等、わが国
の潜在成長率が低下。 

○中山間地に限界集落が増加する一方で、都市部では社会インフラの老朽化、中心市街地空
洞化、地域コミュニティの衰退等が進展、また、工場移転等により地域経済が疲弊。 

○大震災からの復旧・復興は進展しつつあるものの、足取りは重く、風評被害等の影響が継
続。 

商工 
会議所の 
強み 

○現場に立脚した活動で、商工業者の声を集約し社会に訴え、企業と社会をむすぶ 

○行政や企業、他団体、ＮＰＯ、市民等の「接着剤」になり得る。地域活性化の中核に！ 

○経営支援のワンストップサービス機能（創業､販路･交流拡大､経営革新､事業承継等） 

○日商・全国515商工会議所の強固なネットワーク・連携で地方創生を強力に推進 

Copyright 2016 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved. 2 

１．商工会議所とは① 

東京商法会議所 
初代会頭・渋沢栄一 日本における主な歴史 

■明治11(1878)年３月 日本初の「東京商法会議所」設立（初代会頭・渋沢栄一） 
・商工業者の声を国の政策に反映させるために発足。 
 以来、行政への意見具申は、今日に至るまで最も重要な活動。 
・英国の商工会議所（加入・脱退自由、会員会費により運営）を模範に設立。 
 大阪(8月)、神戸(10月)と続き、明治18年(1885年)までに32の商法会議所が誕生。 
 
 
 
 
 
 
■明治23(1890)年 全国の経済の発展と国際化の進展に伴い､ 
         会議所制度の強化が必要とされ条例が施行｡ 
■明治25(1893)年 全国15の商業会議所が商業会議所連合会設立（日商の前身）。 
■昭和28(1953)年8月 商工会議所の機能強化のため、幾多の変遷を経て 
          現在の商工会議所法が成立（議員立法、同年10月施行）。 
≪設立は国による認可制をとっているが、地域の商工業者の自主的な発意に基づいて設立≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・明治11年、内務卿伊藤博文、大蔵卿大隈重信らが不平等条約改正の折衝に当たった際、英国公使パークスに「条 
 約改正は国民の世論です」と言った。するとパークスは、「それはおかしい。今、あなた方は、条約改正は国民の世論で 
 あると言われたが、国会も商工会議所もない日本が、どこでどのようにして国民の世論を聞く方法があるのか。そのような 
 便利な方法があれば、不肖パークス、後学のために教えていただきたい」と詰め寄られた。（注）第１回帝国議会（明治23年11月設置） 

・そこで伊藤公たちは、早速欧米の商工会議所制度などを調べ、どうしても商工会議所が必要だとの結論になった。 
 実業界の渋沢栄一や五代友厚らが設立を提唱すると、伊藤公らは全面的に協力した。 

商
工
会
議
所
誕
生
秘
話 
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平成１９年４月１９日 
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２．商工会議所と教育のかかわり 

○第１次安倍内閣は、わが国の最重要課題として「教育再生」を掲げ、２００６年１２月に道徳心や自

律心、公共の精神など新しい時代の教育の基本理念を明示する教育基本法の抜本改正を行った。 

○安倍内閣の下に設置された教育再生会議は２００８年１月、わが国の教育のあり方を根本から見直す

とともに、教育再生の実効性を確保するため、社会総がかりで教育再生に取り組む必要性を訴える報

告書を取りまとめた。 

政府の動き 

○日本商工会議所（会頭＝三村明夫・新日鉄住金㈱相談役名誉会長）は２００７年４月、市民、企業、

ＮＰＯ、各種団体等による社会総がかりでの教育再生の中核としての役割を商工会議所が担うこと

を盛り込んだ「教育再生に関する意見」をとりまとめ、全国の商工会議所へ取り組みを呼びかけた。 

○これを受けて、現在、全国で２８４の商工会議所がキャリア教育支援活動の具体的な取り組みを進

めている。 

○東京商工会議所では、多様な人材活躍委員会を中心に、キャリア教育の推進策等について調査研究を

行うとともに、２３区に設置された支部においても、墨田支部（会長＝阿部貴明・丸源飲料工業㈱ 

代表取締役社長）、豊島支部（会長＝鈴木正美・ ㈱末広サービス会長）、荒川支部（会長＝富永新

三郎・㈱新吉代表取締役）等でインターンシップ事業をはじめ、商工会議所ならではの取り組みを具

体的に展開している。 

日本商工会議所の呼びかけ 

東京商工会議所の取り組み 
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●商工会議所・中小企業ともに日常の業務で手一杯で、インターン
シップの受け入れに割ける人的余裕がない。 

 
●企業にとって、社会貢献としてインターンシップをやり続けるこ
とには限界があり、就職につながらないと企業の協力が得られな
い。 

 
●地元中小企業は製造業が多いが、近隣には文系の大学が多い。 
 また、中小企業でインターンシップをしても学生は大企業志向で
あり、ミスマッチが存在する。 

 
 

○インターンシップ推進において課題となる点 ○インターンシップの実施期間・件数 

３．商工会議所キャリア教育活動白書Vol.２より②
（http://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2015/1117190313.html） 

●インターンシップの取り
組み機関は、３日以下が
97件（49.7％）で最も多
く、次いで７日以下が54
件(27.7%)、14日以下が25
件（12.8%）、15日以上
が19件（9.8％）、未回答
が10件であった。 

 
 
 
 
●また、その対象について
は、小学生が８件
（4.1%）、中学生が31件
（15.9%）、高校生が63
件（32.3%）、大学生が
79件（40.5%）、専門学
校生が６件（3.1%）、そ
の他（職業訓練生や社会
人）が８件（4.1%）で
あった。 
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○全国514の商工会議所を対象に実施した「教育支援・協力活動に関するアンケート調査」で、キャリア教育活動を実施していると
回答した284商工会議所の中から、特に先進的に取り組んでいる16事例を取り上げ、その活動のポイントを紹介している。 

○経済産業省や文部科学省が実施する表彰制度等において、高い評価を得る商工会議所が多い。 

●回答があった374商工会議所のうち284商工会議所が教育支援・協
力活動を実施しているとしており、実施率は７割（75.9％）を超え
た。 

●調査を開始した平成20年度と比較すると、190 ヶ所から284ヶ所に
94ヶ所（増加率約50％）増加した。 

●活動内容の内訳は、平成24年度と同様、「インターンシップ・職
場体験」が最多で、全体の48.6%を占める。 

○教育支援・協力活動を実施している商工会議所数等の推移 ○教育支援・協力活動の実施内容別活動数等 

３．商工会議所キャリア教育活動白書Vol.２より①
（http://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2015/1117190313.html） 
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ようこそ！地域の先輩 
東商役員企業の経営者などから 
ものづくりの楽しさなどを学ぶ 

中学生のハローワーク 
第１線の社員などから仕事のやりがいを聞き、

自分の将来を考える 

実際に職業に就いている人の生の声、本音を聞くこと
ができ、自分の将来について考えることができた。 
（中学２年生） 

職場体験前の「マナー講習」で 
登録講師から社会人マナーを学ぶ 

感動の声 

◆地域の力で次世代を担う若者を育てる「教育支援プログラム推進事業」 
（東京商工会議所 墨田支部） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 
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 ■東商の会員企業から教育支援協力企業をネットワーク化。教育現場の要請に応じて講師を派遣し、「職

場体験事前学習（マナー講習）」「中学生のハローワーク」「ようこそ！地域の先輩」など様々なプロ

グラムを展開。区内の製造業への理解促進やものづくりの魅力を体験させることを目的に、工場見学や

インターシップ受入先を開拓し、仲介。（２０１０年４月～） 

    ・実施回数１９回、延べ派遣講師数７２名 

〇学校と企業の間をとりもつコーディネーターとして、社会人に必

要なマナー、職業観の醸成、ものづくりの大切さなどを学ぶため

の講師を学校へ派遣（東商版「ようこそ先輩」）。 

〇インターンシップや工場見学の受入で、ものづくりの大切さと区

内製造業の魅力を体感。 

事業の概要 

◆地域の力で次世代を担う若者を育てる「教育支援プログラム推進事業」 
（東京商工会議所 墨田支部） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 
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子どもたちに大人気の 
キッズダンス教室 

夢を育むＦＣ東京コーチを 
招いたサッカークリニック 

学校生活では出会えないＪリーグコーチから直接

教えてもらい、感動した。（小学５年生） 

感動の声 

◆小学生と未来の職業をむすぶ「夢サポート事業」 
 （東京商工会議所 豊島支部） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 
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 ■小学生が憧れの職業につけるように、東商豊島支部青年部の「若手経営者」が中心となり、スケジュー

ル確保が極めて難しいプロサッカー選手やプロ野球選手など「プロの職業人」を確保し、直接交流する

活動を展開。（２００２年１２月～） 

    ・実施回数１７回、延べ参加者数３,５００名 

○夢の職業にフォーカスをあて、スケジュールの確保が難しいプ

ロサッカー選手、プロ野球選手、プロダンサーなどを会議所の

ネットワークにより招聘。 

〇「憧れの職業人」と交流させることで、未来の夢を実現に近づ

けることをお手伝い。 

事業の概要 

◆小学生と未来の職業をむすぶ「夢サポート事業」 
 （東京商工会議所 豊島支部） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 
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 ▶丸亀商工会議所は、丸亀市と協力し、プロのデザイ
ナーを目指す専門学校生に、企業のオリジナルロゴ
マークや商品パッケージのデザインを制作する機会を
提供している。制作の過程において、経営者の熱い想
いに触れ、意見交換を重ねることで、職業観や勤労観
の醸成につなげている。 

未来のプロデザイナーの発掘・育成（丸亀商工会議所） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 

  
 ▶尾鷲商工会議所は、商工会議所としては日本初となる、都

会に住む大学生を対象に住込み型で行う長期インターン
シップ事業を実施している。チャレンジ意欲旺盛な学生と
中小企業をマッチングし、地域の中小企業が抱える問題を
一緒に解決していく機会を学生に提供することで、学生の
インターンシップと企業の経営改善の取り組みを両立させ
ている。 

「大学生の住込み型」長期実践型インターンシップ（尾鷲商工会議所） 

練習用マネキンを使い美容師を体験 

企業と学生の打合せ会の様子 

実際に制作したロゴ 
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 ▶野田商工会議所は、農業・工業科の高校生にものづくり企

業の現場における実習機会を提供している。職場体験等の
教育的視点から一歩踏み込み、生産現場での実務実習によ
る技能習得に主眼を置き、将来のものづくり人材を育成す
る。 

 ▶足利商工会議所では、地域の高校生・専門学校生が、中心
市街地の空き店舗を活用して「チャレンジショップ」を出
店。仕入・販売・管理・店舗レイアウトまですべてにわた
り学生の手で行い、店舗開設のプロセスを体験することで、
起業家精神を醸成するとともに、中心市街地の賑わいを創
出している。 

実務実習型ものづくり人材育成事業（野田商工会議所） 

足利市学生チャレンジショップ（足利商工会議所） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 

オリジナル商品を持って店頭で宣伝する学生たち 

溶接作業実技に臨む学生と指導する社員 
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４．商工会議所等の検定試験 

日商ＰＣ〔日商〕 
文書作成ソフト（Word）、表計算ソフト（Excel）、ﾌﾟﾚｾﾞﾝｿﾌﾄ（PowerPoint）を利活用する実践的な知識、スキルを
習得する 

そろばん（珠算）〔日商〕 計算力や暗算力、さらには集中力や記憶力などが養われるそろばんの技能を審査する 

電子メール活用能力〔日商〕 ネットワーク社会を安全・快適に過ごすために、適切な電子メールの利活用のための知識と技能を習得する 

キータッチ２０００テスト〔日商〕 ビジネス実務で必要とされる速くて正確なキーボードの操作技能を証明する 

ビジネスキーボード〔日商〕 ビジネスで通用するキーボード入力を証明（「キータッチ２０００テスト」の中・上級版） 

日商ビジネス英語〔日商〕 ネット時代の国際コミュニケーションスキルを習得する 

ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス
〔(一財)職業教育・キャリア教育財団〕 

仕事に役立つ一般常識・ビジネスマナーから実践力まで総合的な能力を習得する 

情報検定（Ｊ検定） 
〔(一財)職業教育・キャリア教育財団〕 

情報を「使う」、「創る」、「伝える」－３つの能力を各試験区分で客観的に評価する。 

日商簿記 
〔日商〕 

企業の経営活動を記録・計算・整理し、経営成績と財
政状況を明らかにする能力を身につける 

ビジネス実務法務 
〔東商〕 

企業が求める実践的な法律知識を身につける 

ビジネス会計 
〔大商〕 

財務諸表を分析し、企業状況を把握する能力を身につ
ける 

ＢＡＴＩＣ 
〔東商〕 

ビジネスの共通言語である国際会計のスキルを英語で
身につける 

電子会計実務 
〔日商〕 

電子申告・電子納税をはじめとする、ネット社会に対
応した会計・財務の即戦力を身につける 

メンタルヘルス・ 
マネジメント〔大商〕 

 

働く人たちの心の不調の未然防止と活力ある職場づく
りをめざし、必要な知識・対処方法を身につける 

販売士 
〔日商〕 

小売・流通業界に必要な知識・能力を習得する 

消費生活アドバイザー 
〔(一財)日本産業協会〕 

消費者の苦情相談等に対して迅速かつ適切なア
ドバイスが実施できる人材を育成する 

ＤＣプランナー 
〔日商〕 

年金・退職金と投資教育のエキスパートとして、
年金制度全般にわたる専門的知識を習得する 

ＥＣ（電子商取引） 

実践能力〔日商〕 
ネットワーク社会への対応を推進する知識とス
キルを身につける 

福祉住環境 
コーディネーター〔東商〕 

高齢者や障がい者に対して住みやすい住環境を
提案するアドバイザーを育成する 

カラーコーディネーター
〔東商〕 

仕事に役立つ実践的な色彩の知識を習得する 

eco検定〔東商〕 
多様化・複雑化する環境問題の基礎知識を習得
する 

実務 専門 

基礎 
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 ▶苅田商工会議所は、地元商店街、行政、教育委員会の協力
を得て、小学生を対象に商店街で販売体験の場を提供する
「キッズ・マーケット」を実施している。お金の流れを含
めた商売の仕組みについて小学生に関心を持たせるととも
に、働いてお金を得る商業体験を通して職業観と勤労観を
育む。 

 ▶日向商工会議所は、同所を中核として、学校、家庭、地域、
企業をつなぎ、小中高校１２年間を見通して行うキャリア
教育をサポート。日向のすべての大人が「働く喜びと苦
労」を本音で語る「日向の大人はみな子供たちの先生（よ
のなか教室）」により、子どもたちに地元の企業の魅力を
伝えている。 

市民総がかりで「日向の子供たちの未来づくり」（日向商工会議所） 

進化する小学生の商業体験「キッズ・マーケット」（苅田商工会議所） 

＜地域力の底上げをめざすキャリア教育実践事例の紹介＞ 

子どもたちの元気な声が商店街に響く 

「高校生と語ろう」で先輩の話に聞き入る中学生 
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・・・高等学校の卒業者などを対象とした１年または２年の職業訓練。 

・・・在職労働者を対象に実施する２日～５日の職業訓練。 

・・・ハローワークの求職者を対象とした３カ月～１年の職業訓練。民間 
     の教育訓練機関では実施できない「ものづくり系」を中心に実施する 
     職業訓練など。 
 

・・・ハローワークの求職者を対象に、専修学校やＮＰＯなどの民間の教 
     育訓練機関などに委託する標準４カ月の職業訓練。ＯＪＴ（実習）と 
   Ｏｆｆ-ＪＴ（座学等）を組み合わせた「日本版デュアルシステム」がある。 

・・・企業との雇用関係のもとで行われるＯＪＴ(実習)とＯｆｆ-ＪＴ(座学等) 
   を効果的に組み合わせた職業訓練。 

   ①有期実習型訓練(３カ月以上６カ月以内) 
   ②実践型人材養成システム(６カ月以上２年以内) 

求職者支援訓練 
（実施主体：機構） 

・・・雇用保険を受給できない者などを対象に、基礎能力から実践的能力 
     までを習得するための３カ月以上６カ月以内の職業訓練。 

雇用型訓練 
（実施主体：企業） 

委託型訓練 
（実施主体：都道府県） 

各地商工会議所 
厚生労働省 

(職業能力開発局) 日本商工会議所 企 業 

企 業 

面 接 

正社員 

＜ジョブ・カードを活用＞ 

ジョブ・カード制度 
ハローワーク 

（厚生労働省職業安定局所管） 

能力評価 

訓練実施企業 
などで正社員 

求職者 

ジョブ・カード制度の対象となる職業訓練 

都道府県労働局 
（厚生労働省職業安定局所管） 

求人誘導 

職業訓練 

訓練終了 

雇用型訓練を 
受けない場合 

雇用型訓練を 
受ける場合 

２ 

４ 

３ 

求職 

商工会議所で実施しているジョブ・カード制度推進事業 

委 託 再委託 

助成金の支給 

学卒者訓練 

離職者訓練 ３ 

公共職業訓練 
（実施主体：都道府県、機構） 

１ 

２ 

【注】表中の「機構」は、「高齢・障害・求職者雇用支援機構」を指す。 

支 援 

在職者訓練 １ 

５．ジョブ・カード制度について② 
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■求職者の職業能力を証明するＡ４判の大きさの４種類のシート 
(①履歴シート、②職務経歴シート、③キャリアシート、 ④評価シート) 
 
■職業相談などの専門家である登録キャリア・コンサルタントが求職者と面接(キャリア・コンサル
ティング)した結果についてのコメントなど、履歴書などにはない求職者に関する詳細な情報が記載
されているため、短時間の採用面接では分からない求職者の職業能力やレベルなどを客観的に評価
できる。 

ジョブ・カード 

ジョブ・カード制度 

■ジョブ・カードを活用した職業訓練を通じ、有能な人材を育成したい企業と正社員の経験が少な
い求職者とのマッチングを促進する国の制度。職業訓練を実施する企業では、訓練生の適性や能力
などを判断した上で、正社員として継続雇用できる。また、一定の要件を満たす場合は、国からの
助成金が受けられる。 
 
■商工会議所では、国(厚生労働省)からの委託により、上記の職業訓練を実施する企業を支援。 

５．ジョブ・カード制度について① 
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６．地域経済・雇用を支える中堅・中小企業
① 
・中小企業は平成26年時点で380.9万社、全企業の99.7％を占める。 

出典：中小企業庁「中小企業白書」（平成26年）より作成 

※企業数：会社数+個人事業所数 

企業数の約99％
（約381万社） 

小規模企業 

28% 

（1,283万

人） 

中小企業 

43% 

（1,944万

人） 

中堅企業 

8% 

（368万人） 

大企業 

21% 

（976万人） 

・中小企業の従業者数は3,227万人、雇用全体の約７割を占める。 
・人口減少により疲弊している地方圏では、中小企業が支える雇用
が８割となっており、中小企業が雇用の吸収源となっている。 

 

出典：経済産業省「平成24年経済センサス‐活動調査」より作成 

（注）小規模企業：個人事業主および資本金1千万未満、 
中小企業：資本金１千万以上１億円未満、 
中堅企業：資本金１億円以上10億円未満、 
大企業：資本金10億円以上 

雇用者数の約７割
（約3,200万人） 

・地方圏のＧＤＰは日本全体の約７割を占める。平成13年度から平
成23年度にかけて0.8ポイント低下（約２０兆円減少）している。 

（注）東京圏（東京都除く）：神奈川、埼玉、千葉 出典：内閣府「県民経済計算」（平成23年度）より作成 

東京都 

18.3% 

東京都 

18.6% 

東京圏 

(東京都除く) 

13.5% 

東京圏   

(東京都除く) 

14.0% 

地方圏 

68.2% 

地方圏 

67.4% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成13年度 平成23年度 

東京都 東京圏（東京都除く） 地方圏 

ＧＤＰの 

約７割 

（約335兆円） 

人手不足の解消が大きな課題 

・人手が「不足している」企業は、５割超。業種別では、「介護・看
護」「宿泊・飲食」「運輸業」等の不足感が強い。 

・一定のキャリアを積んだミドル人材や高卒・大卒などの若年層の需要
が大きい。一部では、「賃金含めた待遇改善が困難」との声が聞かれ
るほか、女性や高齢者、外国人労働者の活用を図る企業もみられる。 

 ＜業種別の不足状況＞ 
 

・介護、看護 ：77.5%  ・宿泊、飲食 ：79.8% 
・運輸業   ：72.3%  ・建設業   ：63.3%  
・卸売・小売 ：49.9%  ・製造業   ：49.7% 
 

圏域別域内総生産 

規模別企業数 規模別雇用者数 

出典：日商「人手不足に関するアンケート調査」（2016年6月） 

＜求める人材＞ ※人手が不足している企業が対象 

一定のキャリアを積んだミドル人材 

高校卒業新卒社員 

大学卒業新卒社員 

管理職経験者等のシニア人材 

その他 

無回答 

不足

50.3%
過不足無し

45.5%

過剰

3.5%
無回答

0.7%

不足

55.6%

過不足無し

39.7%

過剰

3.8%
無回答

1.0%

（n=2,405）

内円：2015年調査
外円：2016年調査

出典：日商「人手不足への対応に関する調査結果」（2015年6月） 

企業数 
382万社（平成26年） 
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５．ジョブ・カード制度について③ 

984

3,994

7,103

3,246
3,953

14,096

7,943 8,028

450

15,014

1,116

5,383
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3,788
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10,351 10,772
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18,779
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18,000

20,000

22,000

平成20年度

（年間）

平成21年度

（年間）

平成22年度

（年間）

平成23年度

（年間）

平成24年度

（年間）

平成25年度

（年間）

平成26年度

（年間）

平成27年度

（年間）

平成28年度

（10月31日現在）

平成20年度

からの累計

（10月31日現在）

○９６％が中小企業のため、１社当たりの訓練生は、１人～２人が多い。  
○訓練生の７９％は３４歳以下であり、男女別では、女性が５１％を占める。  
○雇用型訓練の修了者(６.２万人)のうち、５万人を正規雇用。正規雇用率は８０％と非常に高い(事業をスタート 
 した平成２０年度からの累計)。  
○雇用型訓練を活用する企業に対する支援等実施事業（平成２７年度までは、ジョブ・カード制度推進事業）は、 
 非正規労働者の正規雇用化の促進に貢献している。 

（人） 

訓
練
修
了
者
数 

正
社
員
数 

80％ 

62,286 

49,797 

（人） 

74％ 

74％ 

86％ 86％ 

87％ 

88％ 

雇用型訓練の修了者数と正社員数、正規雇用率の推移 

77％ 

【注】 

60,000 

50,000 

40,000 

30,000 

20,000 

10,000 
75％ 

①平成26年度のデータは、訓練中の企業が52社(訓練生は66人）あるので、確定値ではない。 
②平成27年度のデータは、訓練中の企業が1,202社(訓練生は2,105人）あるので、確定値ではない。 
③％表示は、正規雇用率。 

84％ 
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７．産業界から見た教育界への期待① 

（１）教育を通じた地域経済の発展を 
早い教育段階で、地域産業の特性等を教えていく機会を増やすなど、地域での教育効果が地域に還元される取り組みが必要。 

（２）起業家の育成に通じる「パイオニア精神」の涵養を 
経済社会環境が激変し、グローバル化が進展する中、環境変化に柔軟に対応し、創造性と挑戦意欲の豊かな「パイオニア精

神」のある人材が必要。 

（３）ものづくり教育にもっと重点を 
「イノベーション」を成し得る人の資質や能力は、大学等の高等教育機関だけでなく、すべての教育段階を通じて培われていくも

の。初等・中等教育段階での「理科教育」、「ものづくり教育」の重要性を再認識して、予算拡充などの検討が必要。 

（４）キャリア教育の見直し 
単なる一過性の社会体験で終わることなく、キャリア教育として実質的に効果を生み出すためにも、日常の経済活動がどのよう

に行われているのか、その現実や仕組みを実感できるような、質・量ともにより深みのある内容としていくべき。 

（５）「グローバル人材の育成」について 
真のグローバル人材は、世界を知ることと同時に、日本人としての誇りと自信を持ち得ることが大切。日本固有の文化、芸術を

知識として得るだけでなく、日本人の思考や行動様式、個性の形成に与えてきた影響や、日本人として誇るべき特質について教

育を推進するべき。 

2012年4月25日 中央教育審議会 第16回教育振興基本計画部会ヒアリングより 

Copyright 2016 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved. 20 

出典：帝国データバンク「COSMOS1(企業単独財務ファイル)」、
「COSMOS2(企業概要ファイル)」再編加工 

(注) 「経営者の交代あり」は、2007年度時点で経営者年齢
が55～64歳の中小企業で、経営者の交代が2007年度
内に発生した企業の平均値を算出したもの。 

3.62
3.23

4.15
4.48 4.36

4.77

5.50

2.21

0.36

1.84

2.44
2.71

3.03
3.37

0

1

2

3

4

5

6

08 09 10 11 12 13 14

(％)

(年度)

経営者の交代あり(n=79)
経営者の交代なし(n=1,746)

出典：日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業
承継に関するインターネット調査」(2016年2月) 

経営者交代による経常利益率の違い 

高齢化に伴い廃業が進行、経営者の世代交代は生産性向上に寄与 

 60歳以上の中小企業経営者では、廃業（50.0％）と後継者未定（21.8％）を合わせると７割に達
する。雇用の確保や地域経済の活力維持を図る観点から、事業承継が喫緊の課題 

 経営者が交代した企業は、交代しない企業より利益率が高く、円滑な事業承継は生産性の向上
にも寄与 

後継者は

決まって

いる, 

12.4%

後継者は

未定, 

21.8%

自分の代

で廃業, 

50.0%

まだ若い

ので後継

者は決め

る必要が

ない, 

15.9%

７１．８％ 

後継者の状況 (60歳以上の中小経営者) 

６．地域経済・雇用を支える中堅・中小企業
② 開業率、廃業率ともに横ばいの傾 

3.0

4.0

5.0

6.0

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

開業率
廃業率

（年）

（％）

（出典）厚生労働省「雇用保険事業年鑑」 

開業率・廃業率の推移 

中小企業の数は長期にわたり減少傾向 

中小企業数の推移 

（出典）中小企業庁「2016年中小企業白書」 

422.9 410.2
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（万者） 中規模企業 小規模事業者

産学連携により新たな価値創造が実現 

 
○筑波大発ベンチャーのサイバーダイ
ン（2014年３月に東証マザーズ上場
）は、身体に装着することで人の動
作を補助するロボットスーツ「HAL」
を開発。 

○2015年11月に医療機器としての製造
販売承認を取得。 

○2016年４月から公的保険の対象に。 

○歩行困難な患者のトレーニング機器
として病院や介護施設で導入。また
、建設現場でも導入開始。 

大学発ベンチャーの取り組み 
（サイバーダイン）  

○2009年、高度な技術力を持つ下町の中小製
造業（㈱杉野ゴム化学工業所、㈱浜野製作
所、㈱パール技研、ツクモ電子工業㈱、岡
本硝子㈱）が(独)海洋研究開発機構、芝浦
工業大学、東京海洋大学、東京東信用金庫
（プロジェクトマネージャー）と産学金連
携体制を構築、深海探査機「江戸っ子１号
」の開発に着手。 

○2013年11月、深海約8000メートルで世界初
の3D撮影に成功。 今後は実際の販売に向
けてプロジェクト活動を進めていく予定。 

産学金連携で深海探査機を開発 
（江戸っ子１号） 

◆「江戸っ子１号」とプロジェクト連携体制 
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８．地方創生における大学等への期待 
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７．産業界から見た教育界への期待② 

（６）教育基本法改正の趣旨を教育現場に深く浸透させること 
平成18年に改正された教育基本法の趣旨が、具体的な形で地域の教育現場に実現するよう、着実かつ迅速に教育現場への

浸透を図るべき。 

（７）「いじめ問題」だけではない「社会貢献」に通じる規範意識の醸成を 
「規範意識」の涵養には、社会に育てられ社会に利益を還元すべき社会的使命を帯びていることを学び、「社会貢献」を通じた

「自己実現」という考え方を強調した教育や徳育が必要。 

（８）自己責任教育の重要性 
「社会を生き抜く力」だけでなく、自分自身の人生に責任を持つ「自己責任教育」も必要。個人のキャリアだけでなく、働き方や

年金・医療・介護といった社会保険教育、生涯を通じたライフプランの考え方など、自分自身の人生設計に対する「自己責任意

識」を喚起させる教育を強化すべき。 

（９）教育の質の向上 
「教育の質の向上」には、教育現場の裁量権を拡大していく教育機関のガバナンス改革が必要。また、教員についても、教員

採用方法や採用基準を見直し、志の高い民間の人材が積極的に集まるような仕組みにすべき。 

（１０）「大学教育改革」について 
大学の自主的改革を促すためには、運営費交付金や私学助成の配分ルールについてより重点的な予算配分がされるような

インセンティブを設けることが必要。社会人基礎力、教養を身につけさせることは必須。 
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＜新しい産業集積に向けた取り組み事例②＞ 
オープンイノベーション事業による地方創生の推進 産学連携で介助ロボットを開発 

 相模原商工会議所が組織する「さがみはらロボットビジネス協議会」を通じ、相模原市の環
境装置製造を手掛ける永進テクノ㈱、設計のＭＨＩさがみハイテック㈱、機械加工の㈱コバ
ヤシ精密、埼玉大学大学院が連携し、高齢者がトイレでとる動作をサポートする介助ロボッ
ト「アシストロボット・さがみ楽ロボ」の試作品を開発。 

 JAPAN ROBOT WEEK2014に同試作品を出展。現在は介護現場等へのヒアリングを行い、改良
に向けた検討を進めている。 

◆「アシストロボット・さがみ楽ロボ」 

 大学で生み出された知的財産（特許、実用新案、意匠等）の中で、大学単独出願案件は、企
業に活用を勧めても、自社にとって有効な技術かを見極める前に、まず契約（優良実施許諾
契約等）の締結が求められるなどの課題があった。 

 そこで山口大学では、地方創生事業の拠点を担う地方総合大学として、大学単独の知的財産
について、無料開放期間を定め、企業の技術導入へのチャレンジを促している。 

◆山口大学の知的財産の無料開放スキーム 

企業連携で航空機産業へ参入 

 2006年、飯田地域の37社が「飯田航空宇宙プロジェクト」を結成。技術、人材、資金不足な
どの課題を克服し、多摩川精機㈱を中核とする航空機産業クラスターを形成して、大手航空
機メーカー等から航空機部品を受注している。 

 信州大学と連携して飯田に共同研究開発拠点を整備し、航空機システム産業への発展を目指
している。 

◆航空機産業クラスターを形成し、航空機部品を受注 

農林水産業者の６次産業化支援 

 市、JA、大学等で構成される「はばたけ都城六次産業化推進協議会」に商工会議所が参画
し、市の６次産業化補助金の申請支援を通じて、農林畜産業者の事業計画策定・実行を支
援。 

 事業計画を作ったことがない農林畜産業者が多く、６次産業化には、経営面での支援が必
要。 

◆地域連携による６次産業化推進フロー図 
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＜新しい産業集積に向けた取り組み事例①＞ 

・阪神・淡路大震災からの復興プロジェクトとして、平成
11年に「神戸医療産業都市構想」が策定されて以降、神
戸商工会議所、神戸市、先端医療振興財団は、ポートア
イランドに医療機関、大学、企業が集積する医療産業ク
ラスター（神戸医療産業都市）の形成を進めている。平
成27年７月には、「神戸2015ビジョン」に掲げる集積目
標（300社・団体）に達し、大きな経済効果を生み出して
いる。 

   ◇神戸医療産業都市への医療関連進出企業数・団体数の推移 

出所：神戸市ＨＰ 

神戸市の中心地の 
南に位置する 

人工島「ポートアイランド」 

２．技術協力・連携マッチングの場
の提供 
・コーディネーターによる連携支援 
・会員企業等の工場見学会 
・産学人的交流会 
・共同研究開発 

３．生産性の向上、効率化支援 
・現場改善支援事業 、５Ｓセミナー、 
 ５Ｓチェック会 
・環境技術、省エネ等の勉強会・セミナー 
・ＮＡＺＥ規格の制定、審査認定  

公設試験研究機関
（新潟県工業技術総
合研究所 中越技術支

援センター） 

金融機
関 

長岡大学、 
長岡造形大

学、 
長岡技術科学

大学 

長岡工業高
等専門学校 

NAZE会員 
（71会員(※)） 

４．販売促進 
・企業ホームページ支援事業 
・会報誌「ＮＡＺＥスタイル」でのデザイン

コラムの連載 

１．人材育成・交流 
・ＮＥＸＴ道場（地域モノづくり産業の次代

を担う後継人材を育成） 
・長岡モノづくりアカデミー 
・先導的な技術・製品開発に取り組む契機と

なる講演会・セミナー 
・学生向け会員企業見学会、就職ガイダンス 

「NAZE」が、地域の各種機関と連携し、地域の企業を一貫支援 

長岡商
工会議
所 

長岡
市 

新潟県 
(公財)にいがた産業
創造機構 テクノプ

ラザ 
会長：㈱小西鍍金代表取締役 
＜事務局＞ 
・コーディネーター 
・スタッフ（長岡商工会議
所、 
 長岡市からの出向者含む） 

流通・販売 調達・生産 事業化に向けた 
試作品・商品開発 

事業計画の認定、採択 
（個社の事業・連携事業） 

企画・ｱｲﾃﾞｨｱ創出、ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ、 
連携先開拓・確保 

ＮＰＯ法人 長岡産業活性化協
会「ＮＡＺＥ」（平成17年設立） 

５．取引先開拓支援 
・機械要素技術展等、各種展示会への出展支援 
・ＮＡＺＥ「豪技」認定、発信 

＜会員企業の声
＞ 
中間在庫の削減
ができ、キャッシュ
フローを好転さ
せ、会社の経営
体質を強化できた 

会員企業が
サポイン事業
に採択！ 

「ものづくり補助金」は、会
員企業のうち対象となる企
業の、約半数が活用！ 

会員企業のうち２社
が、ＯＤＡに採択 

大学との共同研究は、
設立２年で６件成立！ 

＜会員企業の声＞ 
•行政や支援機関と
の連携が容易に
なった（51%） 

•生産性の向上・効
率化の取り組みを
行った（47%） 

•企業間連携がしや
すくなった（44%） 

•売上が増えた
（18%） 

(※)71会員には、大学、金融機関等を含む 

事例：ＮＰＯ法人 長岡産業活性化協会「ＮＡＺＥ」 （新潟県長岡市） 医療産業クラスター（神戸医療産業都市）の形成（兵庫県神戸市） 

─ 102 ─



Copyright 2016 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved. 27 

参考資料２ ．地方創生インターンシップ事業 

Copyright 2016 The Japan Chamber of Commerce and Industry. All rights reserved. 26 

参考資料１．未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出 

○自ら大きな変化を起こし、大変革時代を先導していくため、非連続なイノベーションを生み出す研究開発と、新しい価値やサー
ビスが次々と創出される「超スマート社会」を世界に先駆けて実現するための仕組み作りを強化する。 

（注）超スマート社会とは、「必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆ
る人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会」であり、人々に
豊かさをもたらすことが期待される。 

出典：第5期科学技術基本計画（平成28年1月22日 閣議決定） 
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ご清聴ありがとうございました 
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参考資料３ ．イノベーション促進産学官対話会議 
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司会者　米澤彰純教授（東北大学 IR 室）
それでは司会を交代して進めさせていただき
ます。私は東北大学の米澤と申します。どうぞ
よろしくお願いいたします。これからご紹介い
たしますのは，弘前大学理事，企画担当，副学
長の吉澤篤先生です。吉澤先生は，ご経歴がお
手元の資料にございますように，京都大学を卒
業された後に大学院工学研究科を修了されて，
日本鉱業で社会人経験をされ，その後に弘前大
学にいらして，現在筆頭理事を務めていらっ
しゃいます。COC+は東北地区が全部それぞれ
各県が抱えている非常に大きな課題ですけれど
も，筆頭理事ということで，もしかして何かが
あった時には来れないけれどもというようなこ
ともお断りいただきながら，駆けつけていただ
きました。ありがとうございます。私自身個人
的には，実は10数年前に大学の評価の仕事をし
ていて，弘前大学とイギリスのシェフィールド
大学と，それからヨーク大学との交流の授業を
お伝えしたことがありまして，その頃は新幹線
が八戸までだったので，かなりえっちらおっち
ら行った覚えがあって，そこに見事なキャンパ

スがあり，すごく感動した覚えがあるんですけ
れども，現在は新幹線が函館まで開通し，弘前
へのルートもすごく便利になっているところで
ありますし，またお話を伺えるのを楽しみにい
たしております。

吉澤篤理事
弘前大学の吉澤でございます。過大なご紹介

をいただきありがとうございます。この COC，
COC+は本学の大学改革に密接に関連しており
ます。その辺のあたりもお話したいと思います。
今ご紹介がありましたように，私は大学院を修
了して博士を取りました。企業から奨学金を貰
い，その会社に入りました。日本鉱業という石
油と金属の会社です。ガソリンの値段が安く
なって，本業以外の研究に経営資源を配分でき
なくなり，私は退職し，公募で弘前大学に採用
されました。大学院修了以来15年ぶりです。そ
こでは学生時代聞いたことも無いシラバスとい
う言葉がある。私は採点済み答案を返しても
らったことがございません。出席をとる科目は
わずかで，講義に出なくても試験が出来れば

吉澤　篤　理事

米澤　彰純　教授

講演 3　大学と地域の連携を通じた人財育成
－青森型地方創生サイクル－

弘前大学　　　　　　　　　　　
吉　澤　　　篤　理事（企画担当）・副学長
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OKでした。だいぶ時代が錯誤していて，40年
前。「だいぶ違うな」と感じました。私今ご紹
介いただきましたように，企画担当をやってお
ります。その企画担当というのは，大学の内側
の仕事です。具体的には教員業績評価，人事，
組織の再編，評価，広報，COCおよび COC+
（COC推進室長），国際化（国際連携本部長），
全学情報統括責任者を担当しています。

青森県・弘前大学の状況
その辺りを含めまして本学の紹介をさせてい
ただきます。私どもの大学は， 5学部からなっ
ております。ご多聞にもれず，第 3期中期目標
中期計画期間の初年度である今年に教育研究組
織の改組がございました（スライド 2）。各学
部の名前は少し変わりまして，人文社会科学
部。80名定員を減らして，265。教育学部は生
涯教育課程をなくしまして70減の170。医学部，
これは医学系医学科と保健学科でございます。
ここは変わりません。理工学部はプラス60の
360で，農学生命科学部はプラス30の215。ふた
を開けて入試はどうだったかというと，定員を
減らした方の人文と教育の倍率は上がり，理工
は厳しい状況でした。私はその前に理工学部長，
研究科長をやっておりまして，その時は学部を
減らして大学院を増やしてほしいというのが率
直な気持ちでした。教育学部の生涯教育課程を
減らした分で，多くの大学は，地域や国際を
キーワードとした新しい学部を作りました。弘
前大学では，学部の 4年間はそれぞれの学部の
学問をしっかり勉強し，その上で大学院におい
て地域人材を育成するという方針をとりまし
た。実は，平成24年，25年と理工学部長をやっ
ていたのですが，学部改組の話が盛んでした。
私たちは明らかに周回遅れでした。26，27年度，
それは大学の改革加速期間と位置付けられてい
ましたが，本学にとってはまさにスタートダッ
シュでした。私は26年の 2 月からこの理事を
やっております。まずガバナンス改革です。学
長選考の仕組みを改めました。意向投票をなく

し，学長選考会議で選考します。それから学部
長についても学部内の選挙をやめ，学長が学部
の意見を聞いて学部長を選考するという仕組み
にしました。次が学部改組です。本学の改革の
基本方針を示します。教員養成をしっかりやる。
グローバル人材の育成。理工農学系人材の育成。
大学院教育の充実。また，教員組織と教育研究
組織を分けました。この辺は全部平成26年に，
1年間で枠組みを作りました。その時一つは学
問の継承です。今ありますように，地域も大事。
地域からのニーズももちろん大事です。大学で
学生を育てる以上，必ず必要な学問ということ
はございます。その辺をどう整合性を取ってい
くかということ，教員人事が大変重要になりま
す。いろいろ申し上げてき大学改革を行う上で
COCおよび COC+が非常に大事な指針となり
ました。
ちょっと前置きが長くなりましたが，弘前大

学は入学者の約 4 割が青森県出身の学生から
なっております。平成28年度，第 3期が始まる
時に国立大学法人は 3つのカテゴリに分類され
ました。本学は地域発展の中核的教育拠点とな
ることを選択しました。青森県の地域課題をこ
こに示しました。（スライド 3）。ご存知のよう
に，青森県は短命県として知られています。ま
た，人口減少も急激に進んでいます。弘前には
若い学生さんがいっぱいいますが30代40代がい
ません。深刻な問題です。人口減少。特に若者
の人口減少です，これは20から24歳の人たちが
平成27年 3月にどのくらい移動したかをしめし
たものです。1,552人が大学卒業あるいは短大
大学卒業とともに外に出ていく。それから進学
率，これは40位。低いととらえるよりも伸びし
ろがあると考えた方が良いかもしれません。そ
れから特殊出生率。女性が一生で産むお子さん
の数ということで，全国37位。このような中で，
私たち教育機関において，人を育てるというこ
とが最も大事なミッションです（スライド 4）。
それから，大学の知的財産を地域へ還元。これ
は言葉で言うのは簡単ですけれども，なかなか
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むずかしい。知的財産かどうかは別として，地
域が必要とする技術を開発し，それを身につけ
た人を地域に還元する，そして，地域の皆さん
と一緒に働く。いろいろなステークホルダー，
まず学生でしょうか。それから企業の方，地域
住民の方。それぞれにステークホルダーのニー
ズを如何にして満足させるか。本学が必要とさ
れていることを説明ができないと，存在できな
いのではないでしょうか。

COC事業の取り組み
弘前大学は平成26年度に知の拠点に採択され

ました（スライド 5）。青森県と弘前市を連携
自治体として申請しました。事業名は「青森ブ
ランドの価値を創る地域人財の育成」です。私
たちが目指す人財像をここに示しました。新た
な価値を創造できる人財です。グローバルマイ
ンドを持ち，かつ地域に対する愛着が必要で
す。それから文理融合型のアプローチができる
こと。例えば，理系の人がちゃんと事業のバラ
ンスシートを読めて，いつになったらこれは収
支均衡になるのかといったようなことがちゃん
と説明できる。一方，文系の方でも仕事をする
上で理系の技術を理解することが重要になると
思います。頭が強い人を作りたいです。熱意を
持っていて，叱られてもへこたれない。ここで
本学の地域を志向した大学改革宣言をしました
（スライド 7）。地域の自治体，企業，経済団体，
県民等と多様な連携関係を構築し，地域課題の
解決に向け，取り組みを進めます。グローバル
な視点を持って地域の課題。この辺は，1，2，
3， 4は当たり前のところで， 5番目に「大学
の国際化を加速し，多様性（diversity）ある大
学づくりを進めます」を入れています。多様性
というのは，大学の特徴だと思います。そこを
持ちつつで，こちらが青森県の三村知事で，弘
前市長，本学の学長でございます。ここでは事
業に実施体制を示しました。教育推進機構，研
究イノベーション推進機構，社会連携推進機構
の 3つの機構を作り，それぞれの担当理事が機

構長という形になってございます（スライド
8）。
このスライドには本学の地域を志向する教育

改革の特徴を示しました（スライド 9）。例え
ばこれはローカル科目で，青森の歴史や課題等
を学ぶ。それから，課題解決型学習としての地
域学ゼミナール。これは特色があるものだと
思っております。6人を一つのグループにして，
異なる学部の学生がグループを作って，地域の
課題に取り組む。1年生の後期の必修科目です。
それから，どんなふうに自分が育って，職に就
くのかを自ら考えことを目的としたキャリア科
目。次は学部越境型地域志向科目です。これは
文理融合で学部を越えて地域を思考し，地域の
課題を解決できるような人財育成につながりま
す。また，青森県の産官学人材育成パートナー
シップ協議会というものを作りました。その下
に分科会を作って，どういうふうな地域人材を
育成したらいいのかというのを協議してもらっ
ています。まず最初に始まりましたのは農水産
林の 6次産業をブランド化しよう。生産が 1次
で，加工が 2次で，流通，販売等が 3次に，そ
してそれらの足すと 6次になります。私どもは，
生産とか販売っていうのは対応する学部がある
んですが，ちょっと加工が弱くてその辺を強化
する為に， 1月からこういうもののプログラム
を開始する予定です。それを評価するシステム
として，地域志向人財ルーブリックを作ってい
ます。
教育，研究，社会貢献について具体的にご紹

介させていただきます（スライド10）。地域が
教材，地域が教室，地域が教員ということで，
地域の持つ課題を取り組んでいます。，地域の
方々にゲストスピーカーとなっていただいてい
ます。今年度ですと，100人近くの地域の方々
に来ていただいて，講演をしていただいていま
す。それから正課外の教育プログラムですが，
従来の教育枠にとらわれないもので，例えばマ
グロで有名な大間に学生が一泊二日で泊まり込
みで行って，現場を学んで，見て勉強するとい
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う，そういう仕組みです（スライド11）。次に
研究です。青森のブランド価値を創造すること
を目的とします（スライド12）。例えば，ムラ
サキガイの活用法や健康をテーマとしたものな
どです。27年度は 4件です。起業促進を目的と
して起業家塾を開催しました（スライド13）。
学外から講師をお招きして今年は 6回し， 6回
目に学生によるビジネスコンテストを実施しま
した。審査を経て選考された 6件でプレゼンを
やってもらいました。今年の最優秀は乳製品に
関するものの事業化に関するお話でした。また
レンタルラボを準備しています。学生のベン
チャーには賃貸料は無料です。多様なニーズに
対応した教育機会（スライド14）。それからボ
ランティアセンターから震災被災者への支援
（スライド15）。それから，これは結構青森は雪
が多いので，除雪作業です。こういう形で活躍
しています。グローバルな視点で，問題解決で
きる人材育成（スライド16）。こちらは弘前大
学と弘前市，弘前商工会議所。弘前大学は1,000
万円，弘前市，弘前商工会議所からはそれぞれ
500万円供出していただき，年間2,000万年を財
源として海外研修を実施しています。学生，市
民，企業人，教員が一体となって研修を行う。
例えばリンゴです。学生と若手の農家の方が一
緒に組んで，リンゴの加工について学びます。
そしてそれを台湾でどういうふうに売るか。そ
ういうものを現地に行って勉強をすると。そん
なことをやっております。こういう形で，地域
のいろんな物的資源や人的資源を活かして取り
組んでおります（スライド17,18）。やっぱり若
い学生が地域に入ると全体がにぎやかに明るく
なるということを聞いております。学生にして
みても，机上での自分たちの考えに助言をもら
い，一つのことをやり遂げる。座学じゃない，
教室じゃない。先生から教えられるのではなく
て，自分たちで考えて，ありがとうと言っても
らえる。そこに喜びを感じることができている
と思います。
若者の地域定着のバロメーターでもある県内

就職率では，青森県内の就職率は約 3 割です
（スライド19）。これは国全体の景気が良くなる
と東京等の都市部に吸い取られるという残念な
ことでございます。そこで COC+でございま
す（スライド20）。26年度 COCに採択され，
COC+に申請すべきか否か学内で議論がありま
した。COCだけをしっかりやればいいんじゃ
ないかなと思っていたら，学長は絶対駄目だ
と。それもオール青森だと。「参加してもらえ
る全ての大学と多くの企業さらに青森県を広く
カバーする自治体と一緒になって，オール青森
で取り組むように」と指示がございました。

COC+事業の取り組み
そこで，結果的には高専も含め10の大学。そ
れから青森県，青森市，弘前市，八戸市，むつ
市の自治体，107を超える県内の企業，団体
NPO等オール青森のネットワークを作りまし
た（スライド21,22）。一丸となって取り組もう
ということになります。今度は，COCは 1年
生を中心とした入口教育でしたが，こちらは県
内就職促進を目的とする出口です。今，学生が
地域に残り活躍しないと，青森県が壊死してし
まいます。喜んで学生が飛び込んでいけるよう
な，そんなものを作りたいと思っています。仕
組みとしては， 4つのブロックに分けて，青森
ブロック，弘前ブロック，八戸ブロックそして
陸奥ブロックです。陸奥には大学がございませ
んので，青森中央学院大学と弘前大学が一緒に
なりまして事業を展開しています。（スライド
23～26）。このスライドには青森 COC＋の 3
つの柱を記載しています。各ブロックで就職や
企業支援を展開します。教育プログラムを開発
し，参加大学が必要に応じて利用できるように
します。雇用創出。出口を何とか見つけたい。
ブロック事業の一例である学生企画による就職
系企業支援です（スライド27）。SCENEという
広報誌を発行しました。これは評判も良くて，
学生が県内企業を訪問調査して，他の専門家の
手を通さずに，学生と私ども COC推進室で作
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成しています。六花酒造とワインのサンマモル
ワイナリーを取材したものです（スライド28）。
他の会社からも，「ぜひうちに，こういうふう
に取材に来てもらいたい」との要望をいただい
ています。教育プログラム開発の例です。女子
学生のキャリア支援プログラムなど 3つのプロ
グラム開発を予定しています（スライド29）。
青森県では多くの看護師さんを養成するんです
けれども，就職先は首都圏になってしまう。何
とか残したい。要は，切実な願いです。次に共
育型インターンシップです（スライド30）。学
生もインターン企業もともに育つという意味で
共育型と名付けました。これは田舎館村のりん
ごアートです。田んぼでのりんごアートに参加
し，観光ツアーを実施し，地域の課題や活性化
について学習したのちに，その成果をプレゼン
するということをやりました。この田舎館村と
いう地域の自治体で，ともに育つということを
目指しています。それから，これは雇用創出で
す（スライド31）。ここは難しいところでござ
いますが，青森は強みであるアグリ，ライフ，
環境・エネルギー，それとツーリズムの 4分野
を軸にして雇用創出を目指します。アグリ分野
の例です（スライド32）。白神酵母を使って，
日本酒を作って試験販売する。かなり美味しい
お酒ができています。COC+参加大学全体の就
職率を10％上げることが目標です。本学の場合
は，29.7%から39.7%です（スライド34）。こ
のようにして，地域活性化の中核的拠点になっ
て，青森県の地方創生サイクルを確立したいと
願っています（スライド35）。その中にあって
大学って何なんだろうと思います。学生は，何
を求めて大学に来たのかということもやっぱ
り，私達は考えなくてはいけない。大学という
組織が生き残るためだけのプロジェクトであっ
てはならない。夢を持った若い人たちが幸せに
なって，10年経って，15年経って，ああ，弘前
大学で学んでよかったって言ってもらいたい。
大学が地域の研究所にならないといけないと思
います。結構大変ですが，卒業生が問題を持っ

てきてどうしましょうかって相談しにくる。研
究室の学生と一緒に課題を解決していく。そう
いうことができたら，あそこの大学に行きたい
なと思われるんじゃないかなと思います。それ
で，今のところが学生の認知度って言いましょ
うか。現在は，アンケートを取りましたら，全
学の学部生で約6,900人ですか。回収率が38％
で，そのうち COCを知っているという学生が
58％でした。ざっくり言って，1,500人ですね。
また，参加企業の満足度は大体，88％ぐらいな
んです。事業スピードが遅い，COC+に参加し
ても，採用に結びつかないという厳しいご意見
もいただきました。そんな中，ご意見をいただ
きながら，私たちは進めて参りたいと思いま
す。少し，時間をオーバーしてしまいました。
以上で終わらせていただきます。どうもありが
とうございました。

司会者
吉澤先生，大変シャープでかつ，情熱が伝わ

るすごい元気の出る講演をありがとうございま
した。それではぜひ，ご質問をお願いいたし
ます。

フロア
今日はどうもありがとうございました。先ほ

どの金沢大学さんとの比較で考えると，金沢大
学さんの方が大学としてのコミットメントが，
弘前大学さんと比べると強いのか，濃いのかと
いうのがよく分からなかったんですけれども，
逆に行政とか，地元特化の連携という点では，
すごくはっきりと見えるかなと思うんです。弘
前大学さんの場合は，例えば今回のようなこ
とっていうのは，行政がそもそもそのどの程度
イニシアティブを取らなきゃいけないのかと
か，地域から課題がそもそもあって，それに対
して大学がレスポンスするっていうようなもの
が，普通だと思うんですけれども。そういう何
から何まで大学でやっちゃっているっていう，
そこでもがいているっていうふうに聞けたんで
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すけれども，行政とかその他の企業，あるいは
商工会議所等のイニシアティブって言います
か。そういう点はどうなっておりますでしょ
うか。

吉澤理事
まず，COCを申請する前に，県庁の各局に
参りましてニーズを聞きました。それから県内
の経済団体，工業会，農業団体に参りました。
ニーズとシーズの擦り合わせを心がけていま
す。このような組織と一体となって人財育成の
指針を検討しています。

司会者
よろしいでしょうか。ありがとうございます。
それでは，時間となりましたので，あとはこの
後で総括討論がございますので，そこでお話い
ただきたいと思います。改めて，吉澤先生に拍
手をお願いいたします。
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2

国立大学法人 弘前大学

世界に発信し、地域と共に創造する

青森県弘前市に位置する県内唯一の国立大学

入学者の約４割が

青森県内出身

総学生数

約 6,000人
※平成28年５月現在 大学院生は除く

５学部（人文社会科学・教育・医・理工・農学生命科学）の総合大学

大学と地域の連携を通じた人材育成

国立大学法人弘前大学
理事（企画担当）・副学長

吉澤 篤

1

2
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4

青森県における弘前大学の使命

自治体・企業・地域住民との協働

地域に必要な人材の育成

青森県の“地（知）の拠点”へ

大学の知的財産を地域に還元

3

青森県の課題

人口減少の克服

人口減少数

64,690人

【H22 → H27】

全国ワースト３位

大学進学率

42.8％

全国４０位

若年者人口減少数

1,552人
【H27.3】

全国ワースト６位

合計特殊出生率

1.40

全国３７位

青森県情報、総務省統計局情報、厚生労働省統計等により参照

4

3
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6

地域志向型人財の育成

弘前大学が育成を目指す人財像

グローバルマインドを持ち、地域に対する愛着、

地域の創造を目指す意欲をもった人財

複雑化する地域課題に文理の枠を越えて、

総合的にアプローチできる文理融合型の人財

獲得した専門知を活用して、

地域の課題解決を主導できる人財

5

大学COC事業に採択

青森ブランドの価値を創る地域人財の育成

平成２６年度に

文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」に採択

人口減少等の課題を克服し、「青森ブランド」価値の創造を目

指す青森県、「笑顔ひろさき」プロジェクトを進める弘前市と協

働し、青森を愛する気持ちを礎として新しい未来を切り開き、

地域の産業・生活・社会システムに新たな価値を創造できる

「人財」を育成

6

5
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8

COC事業の体制

産学官民による人財育成ネットワーク

弘前大学

地域住民

自治体

産業界

教 育 研 究 社会貢献

青森県・弘前市

商工団体・NPO

7

地域志向大学改革宣言（学長宣言）

地域を志向した大学改革の推進を宣言

8

7
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10

教育の取組

地域が教材、地域が教室、地域が教員

■地域課題解決に取組む

地域課題解決に向け、PBLやフィー

ルドワーク等を通して、対応する力を

身につける

■地域人財の教育参画

自治体職員や経営者などの地域人

財を、講師やゲストスピーカーとして

招聘

9

教育の取組

地域を志向する教育改革

地域志向カリキュラム

青森の歴史や課題等を学ぶ

ローカル科目

課題解決型学修（PBL)

地域学ゼミナール

入学から卒業まで地域を志向

キャリア教育

文理融合で地域課題解決に取組む

学部越境型地域志向科目

特定の地域人財を育成

専門人財育成プログラム

地域志向教育の質の保証

地域志向人財ルーブリック

平成28年度から本格実施

10

9
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12

研究の取組

地域課題解決のための研究活動を支援

青森ブランド価値創造研究

青森の地域課題解決を目的とした研究活動を助成

平成26年度：６件 平成27年度：４件

機関研究、若手・新任者研究支援事業

「地域志向枠」を設け、地域志向

研究を促進

成果発表会で研究者同士や

企業とのマッチング

11

教育の取組

正課外の教育プログラムの充実

地域教育プロジェクトの実施

既存の大学教育枠にとらわれない、実践的な活動

地域住民、地域団体との直接的な交流

大間地域交流人口増加プロジェクト 三沢市 民具保存・活用プロジェクト

12

11
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14

社会貢献の取組

社会の多様なニーズに対応した教育機会の提供

公開講座・講演会等の実施

社会人の学び直しや、地域の分野別リーダーの育成

弘前大学が有する専門的かつ幅広い知的財産を活用

13

研究の取組

学生や若手研究者の起業を促進

弘前大学起業家塾の開催

大学のもつシーズを活用したベンチャーの創出と

地域産業の発展、イノベーションの創出に向け開催

学生によるビジネスコンテストの実施

14

13
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16

社会貢献の取組

グローバルな視点で課題解決できる人財育成

グローカル人材育成事業

弘前大学・弘前市・弘前商工会議所の３者で基金を設立

学生・市民・企業人が一体となって、海外研修、海外調査を実施

留学先大学の学生と連携して、共通課題に関するPBLを企画

15

社会貢献の取組

学生の地域貢献活動への参加

弘前大学ボランティアセンター

震災被災地への支援、交流活動

通学路の除雪作業

生活困窮世帯の中学生を対象とした学習支援

16

15
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18

地域との“共育”

地域で育つ、地域が育つ

大学生・教職員

地域を学び、地域と活動

地域人財の育成

地域（自治体・企業・住民）

主体的な活動の促進

地域課題の解決共

育

17

社会と連携した教育研究活動

地域の物的資源・人的資源を活かす

サテライトキャンパス設置

りんご新品種「紅の夢」育成

弘前大学グリーンカレッジ開講

弘前大学COI

18

17
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20

現実的な課題の解決へ

“オール青森”の必要性

弘前大学が単独で地域志向を推進したとしても

その効果は十分とはいえない

全県を挙げて人口減少の克服に取り組む

大学 自治体 企業

19

現実的な課題

県内就職率の伸び悩み

弘前大学卒業生の青森県内就職率

平成26年度卒業生 29.7%

青森県内への就職率が３割を切る状況

若年層の人口流出に歯止めをかける必要

20

19
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22

COC＋事業の体制

全県的なオール青森ネットワークを構築

大学・高専

地域住民

自治体

企業・団体・NPO

就職支援 人財育成 雇用創出

21

COCからCOC＋へ

オール青森で取り組む「地域創生人財」育成・定着事業

平成２７年度に文部科学省

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」に採択

青森県の最大の課題である「人口減少克服」のために、青森

県内の大学・高等専門学校計１０校と、青森県、青森市・弘前

市・八戸市・むつ市の４市、１００を超える県内企業・団体・

NPO等による「オール青森」ネットワークを形成し、「地域創生

人財」の育成と、学生の青森県内への就職や起業支援、雇用

創出に一丸となって取り組む。

22

21
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24

COC＋事業協働機関

県内の主要な機関が参加

大学等 ９校
県内４年制大学の約８割

自治体 ５自治体
青森県と、県内人口約６割を

カバーする中心都市

企業

NPO
107機関

個性ある地元企業と、地域

づくりに実績のあるNPO

大学７、短大１、高専１

※弘前大学以外のCOC＋参加校数

オール青森ネットワーク

青森県を４つのブロックに分け、相互に連携

24

23
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26

青森COC＋事業の取組

青森COC＋事業の“３つの柱”

ブロック事業

各地域ブロックで

就職・起業支援を

展開

教育プログラム開発

地域志向・定着を

促すプログラムの

開発

雇用創出連携
プロジェクト

各ブロックをつな

ぎ、雇用創出に向

け、連携

各取組において、大学・自治体・企業等が連携

25

青森COC＋推進機構の設立

COC＋事業の司令塔的役割

弘前大学を機構長とし、弘前大学、COC＋参加校、COC＋

参加自治体の代表者をもって構成

26

25
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28

学生企画による企業調査 （平成２８年度）

学生が県内企業を訪問調査し、広報誌を発行

学生が学生に向けて、県内企業の魅力を発信

27

ブロック事業

青森県内での就職・起業を支援

■学生企画による企業調査

就職説明会

■アドバイザーによる起業支援

■地元企業の若者ネットワークづくり

■就職後のキャリアアップ支援

28

27
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30

共育型インターンシップ （平成２８年度）

“協働”で課題解決に取り組む

■ 田舎館村での共育型地域インターンシップ

地域イベント等で地域住民と交流 地域の課題や活性化について学習

地域の魅力を伝える観光ツアー企画 山本地方創生担当大臣に取組を説明

29

教育プログラム開発

青森県の未来を担う人財を育成

■地元企業・地域共育型

インターンシップ

■女子学生の

キャリア支援プログラム

■学生発起業実行プログラム

30

29
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32

地元企業との新産業創出

世界自然遺産・白神山地の酵母を活用

白神酵母を使った日本酒の試験醸造

31

雇用創出連携プロジェクト

青森県の強みである４分野で雇用創出を目指す

アグリ（農林水産）関連

グリーン（環境・エネルギー）関連

ライフ（医工連携）関連

ツーリズム（観光）関連

32

31
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34

県内就職率の目標

５年間で１０％向上が目標

弘前大学卒業生の青森県内就職率

平成26年度卒業生

29.7%

平成31年度卒業生

39.7%

COC＋大学・参加校卒業生の青森県内就職率

平成26年度卒業生

38.1%

平成31年度卒業生

48.1%

33

COC・COC＋に期待される効果

若者の県内定住と、地域活性化

地域で生活し、地域で働き、地域創生に取り組む人財

青森ブランドの

価値を創る

地域人財の育成

オール青森で

取り組む

「地域創生人財」

育成・定着事業

34

33
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35

弘前大学の将来ビションと今後の目標

地域活性化の中核的拠点

青森型地方創生サイクルの確立を先導する

36

35
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司会者　山崎教授
この部分の司会進行を行います石巻専修大学
の山崎と申します。大森先生とふたりで司会を
させていただきたいと思います。私の方から全
体的な流れをお話しし，そのあと大森先生が司
会を全てやっていただくことになっております。
まず最初に，岩瀬先生の方から10分ほどお話し
していただきまして，そのあと今回発表された
先生方に登壇していただき，岩瀬先生とその 4
名の先生方で，しばらくの間討論していただき
たいと思います。そののち，討論の様子をみて
フロアの先生方と討論をしていきただきます。
その判断は，全て大森先生がやっていきますの
で協力してください。終了する時間が15分になっ
ています。10分ほど短くなっていますが，でき
るだけ活発な意見交換をしていただければと思
います。それでは，大森先生，よろしくお願い
いたします。

司会者　大森教授
すみません，実行委員のひとりの東北大学高
度教養教育・学生支援機構の大森と申します。

よろしくお願いいたします。それでは時間の方
もございますので，早速ですが岩瀬部長からの
コメントを頂戴したいと思います。事前にお話
を伺いますと，霞が関の方で長年に渡って勤務
されてこられて，こちら，仙台の方で今 2年半
ほどとおっしゃいましたでしょうか，勤務な
さっているということで，この国全体の視点も
含めて，おそらく大学に対する期待ということ
を踏まえて，コメントを頂戴できるんではない
かというふうに思っております。それでは，岩
瀬部長よろしくお願いいたします。

岩瀬恵一部長
ただ今ご紹介いただきました東北経済産業局

の岩瀬と申します。本日はよろしくお願いいた
します。最後のこの討論のセッションで，まず
は，産業面とか地域経済面からみた大学への期
待ということで，議論のきっかけとしてまず10
分ぐらい簡単に我々の普段の取り組みのご紹介
も含めて，述べさせていただきます。その後に，
先ほどご講演をいただいた先生方を交えて討論
という形になりますので，まずは簡単にポイン

討議　東北を担う人材育成の課題と期待
コメンテータ　　岩　瀬　恵　一　東北経済産業局地域経済部長　　　　　　

司会者　　山　崎　省　一　石巻専修大学人間学部教授　　　　　　　
大　森　不二雄　東北大学高度教養教育・学生支援機構教授

大森　不二雄　教授

山崎　省一　教授
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トだけをご紹介したいと思います。まず一番最
初に，東北地域の主要経済指標ですが，言いた
いことは一つしかなくて，東北地方は人口面，
面積面で見ると 2割弱あるんですけれども，人
口面では 7％ぐらい，それから経済的なアウト
プットでも6.2％ということで，日本全国におけ
る役割，重みっていうのは，大体 7％ぐらいと
いうことになっております（スライド 1）。この
重みとか役割というのは，残念ながら年々減っ
てきているという状況になってきております。
私ども，東北経済産業局は，この夏に中期計画
を作成し，どういうことを今後， 3年ないし 5
年間，注力していくかということをまとめまし
た（スライド 2）。そのポイントの一つが，やは
り東北地方は人口減少ということがあるもので
すから，やはり重点は，生産性の向上とか，付
加価値の創造とか，それから地域産業の活性化。
そういったようなところではないかと思ってお
ります。東北地域は人口減少という話がありま
したけれども，10年前，20年前の認識ですと，
職がないので若者が定着しないというようなこ
とが昔はよく言われておりましたけれども，実
は今，職があっても定着しないというような感
じになってきておりまして，職がないので定着
しない。それならば，地域の魅力を上げるしか
ないということが目指す方向性ですし，人が少
ないということを前提とすれば，同時に企業の
生産性向上ということもやっていかなければい
けないかなと，そんなようなところが着目点で
ございます。柱は 5つありまして，一つ目は何
と言っても， 5年半前の3.11の後の復旧・復興
というものを重点事項の一つと掲げてやってお
ります（スライド 3）。それから重点事項の二つ
目としましては，ものづくり産業の高度化とい
うことで特に大学との関係で出て参りますのは，
大学のシーズを通じて，イノベーションを起こ
していこうという切り口ですとか，大学の先生
方に地域にとっての知恵袋になっていただけな
いかといった，いわゆる産学連携の視点がござ
います。 3つ目としては，先ほど金沢大学の先

生のプレゼンテーションにもありましたように，
東北が持っている地域的な資源の活用です（ス
ライド 4）。地域的な資源というのは観光資源と
か，食べ物とか，そういったようなものですけ
れども，地域資源を磨いてそして売れるものに
できないかと。そういう視点。 4つ目の柱とし
ましては仕事や生活をしていく上での環境づく
りの面でございまして，地域の中小企業比率は
かなり高いものですから，地域の中小企業が日
頃から簡単に相談できて，何でも頼りになるよ
うな支援づくり，支援組織づくりを政府関係機
関と金融機関が一緒になって作っていけないだ
ろうか。そういう点です。それから人材の点では，
人口減少ということがありますので，いかにし
て東北に戻ってくるか。あるいは域外の人でも
東北に来たい人がいれば，来るっていうのは大
歓迎ですので，UIJターンと言っておりますけ
れども，UIJターンを促進するような取り組み。
そういうことをやっております。それから最後
の柱はエネルギーの安定的な供給を掲げ，この
ような 5つ柱でやっております。今，ちょっと
申し上げた 5つの柱のうち，大学との関係では，
細かく見ればたくさんありますけれども，ざっ
くり本日のお題にして言えば，二つかなという
ことで，非常にラフに二つに分けました。一つ
めは拠点整備。それから二つ目は人材というこ
とです（スライド 5）。拠点整備という単語はミ
スリーディングになるかなと今は思いましたけ
れども，簡単に言うと産学官連携を促進して，
地域イノベーションを起こしたりとか，地域の
ものづくり企業の知恵袋となってもらいましょ
うというような切り口でございます。それから
人材育成は，人づくりとか UIJターンを促進し
ましょうという切り口です。それぞれ簡単に述
べますと，産学官連携促進については，国の科
学技術政策も時とともに変わってきておりまし
て，昔であればMOTというようなことがキー
ワードになったりとか，大学に知財オフィス
TLOを設置して知財関係の技術移転を強化しま
しょうとか，人材の流動性を強化しましょうと
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か，そういうようなことが時代に応じてなされ
ましたけれども，最近では拠点形成というキー
ワードが出てきている（スライド 6）。拠点形成
というのは，大学の中に核となるような研究セ
ンターを作って，そこに産業界に入ってもらっ
て，産学官が連携するような，そういうふうな
集まりの場を作って，新しいことができないか。
そういうようなイメージでございます。拠点と
いうと，箱物を作るのかというようなイメージ
が若干あるんですけれども，決して箱物という
ことではございませんで，産学官のネットワー
クを作るための場というふうに捉えていただけ
ればと思います。ご紹介だけになりますけれど
も，実は東北地域は3.11以降，復興予算という
ことでかなり東北地域に多額のお金が入ってき
ていまして，拠点づくりという点では他の地域
に比べて相当恵まれてきております。自動車・
ものづくり分野でもここに列記しましたような
施設ができましたし，医療・バイオ分野でもこ
のような形。それからエレクトロニクスでもこ
のような形になっているということで，復興予
算により，拠点づくりの面ではここ 5年， 6年
の間で進んできております（スライド 7～ 9）。
これも強調したいところなんですけれども，特
に産学官をやっていらっしゃる方や理工系の先
生方に対してなんですけれども，せっかくのセ
ンターですので，箱物を用意するだけで終わっ
ては非常にもったいなくて，これを何とか新た
な活路を生み出す場として活用していかなくて
は，せっかくの予算の意味がないということで
ございます。そのようなことがありまして，今
の取り組みといたしまして，若手研究者の発掘
ということに着目してやってきております（ス
ライド10）。少子高齢化は，私どもの東北経済
産業局でも同様に発生しておりまして，職員が
減っていく面で，平均年齢は40代後半，職員の
半数は50代というような形になっております。
どうしてもベテランのシニアの先生方とうちの
50代の職員がやり取りをするということがいま
だにあるんですけれども，今後は若手の先生方

と，うちの若手の職員とで，新たなうねりを作っ
ていけないか。そのような取り組みを始めてお
りまして，今各大学さんを訪問させていただい
て，この特に若手の准教授レベルの方々との接
点を何とか拡大しまして，新たな有望なテーマ
があったら競争的資金の獲得に結び付けていく
とか，そういうふうな取り組みを始めておりま
す。それから人の流れという点では，COC+で，
学生の域内，地域就職を向上させるというよう
ないろんな指標を持って取り組まれており，そ
れは立派な取り組みだと思いますが，私どもの
着目点は，文科省とはちょっと違っております
（スライド11）。若者が都会に魅力を感じたりと
か，都会で活躍したいという意欲を持つことは
止めることはできないので，その点は自由で良
いのでないか。ただ地域，地方出身の方で地域
に愛着を持って，地域に凱旋しようというよう
な方はあってしかるべきだし，そういった方を
応援できないかというところに着目しまして，
二つの事業を行っております。一つは UIJ予備
軍形成事業として，特に地方出身で東京に行っ
ている方々を対象としまして，東京においてイ
ベントを開催したりとか，データベース的なも
のを作ったりして，地方出身で東京で頑張って
いる方々の予備軍形成というようなものをやっ
ている。それから，東京に進出している若者を
雇用したいと思っている地域企業の方々に対し
て，ハンズオン的にご支援するということを，
今年からやっております。いずれにしても大学
の先生，COC+の方では学生の地元就職を促進
するということをやっていただいておりますけ
れども，違った視点から補完的にやっていけれ
ばいいんじゃないかなと思っております。いず
れにしましても，今申し上げることをまとめま
すと，大学に対して期待することといえば，優
秀な人材を輩出し，地域を牽引するような方々
を育てていただくということですね（スライド
12）。そのためには，地域に魅力を感じるような
ことを伝達，共有する工夫っていうものが必要
だと思っておりますし，また，地域企業との接
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点拡大によって地域の実情を感じるような，そ
のような取り組みが必要ではないかと思ってお
ります。それから産学官連携の面では二つのこ
とですね。新たな大学の持っている研究シーズ
を実用化し，産業化し，地域においてイノベー
ティブな新たな産業を作っていくということと，
あとは地域にたくさんある中小企業に対して，
大学が知恵袋として地域を支える立場として頑
張っていただけたらありがたいなと，そのよう
な期待でございます。大きく分けて，教育人材
面，産学官連携面を申し上げましたけれども，
これをきっかけとして，次の討論に移っていけ
ればと思っております。以上でございます。

司会者　大森教授
岩瀬部長，どうもありがとうございます。そ

うしましたら討論に移りますが，その際ちょっ
と机の方を増やして，講演者の方々皆さんご登
壇いただきますので，準備の方をお願いいたし
ます。

司会者　山崎教授
どうぞ，登壇をお願いいたします。

司会者　大森教授
お待たせいたしました。それでは，さっそく

ですけれども今の岩瀬さんの方からのコメント
をいただいたのを踏まえて，大学関係者からの

レスポンスと言いますか，いただければと思い
ます。というだけだとあれですので，その岩瀬
部長のお話を受けてもそうなんですが，文科省
の COC+というものの事業目的になんて書いて
あるかというと，学生にとって魅力ある就職先
の創出をするとともにと書いてありまして，そ
の次に地域が求める人材を養成するということ
が書いてありまして。言ってみれば，職を作っ
てそこの職に卒業生を送り込めというのが，ス
トレートに読むとそういう事業目的でありまし
て。今の岩瀬部長のお話は，ちょっと文科省と
はスタンスが違って，必ずしも大学を卒業した
人間が地元に残るということを至上命題にする
のはいかがなものかというふうなことはありま
したけれども，他方で拠点形成と言いますか，
その面は究極的には職にもつながっていくと，
職を創出するというふうなことにもつながって
いくお話かなと思います。あと，大事なことは
東京一極集中というお話があるんですが，そう
いうパイの分配の話だけではなくて，杤原理事
の方からお話があったように，日本全体が経済
がシュリンクしている，先進諸国の中で例を見
ない状況で茹でガエル状態というようなお言葉
もあったかと思いますが，パイ全体が縮小し，
かつパイの配分が偏っているという問題であり
ますので，そういう意味では，職の喪失という
ことも，単なる奪い合い，職の喪失とか，卒業
生の確保とか，それは奪い合いだけの話ではな
いんだろうと。それは今の岩瀬部長の拠点，産
学官共同による拠点の形成ということとも関
わってくるんだと思うんですけれども，ちょっ
とそういうことで，岩瀬部長，それから杤原理
事のお話，それからもちろん冒頭の基調講演を
いただいた，特に地域の求めるということと同
時に，地域を含めた社会の求める人材というこ
とで，吉本先生の方からそういうご示唆をいた
だいたと思うんですけれども，そういうことを
踏まえて，勝手ながら COC+に取り組んでこら
れている金沢大学の髙山先生の方から，そのレ
スポンスと言いますか，これをいただいて，そ

岩瀬　恵一　部長
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の後東北地域の COCの取り組みを代表されて
と，いきなりここで勝手に言っちゃうんですが，
弘前大学の吉澤先生の方に，そういう産業界，
あるいは役所，それから他地域，金沢の取り組
みも踏まえて，東北のこういう地域と連携した
人材育成，さらには雇用の創出，そういうこと
も含めて，レスポンスいただければと思います。
とりあえずまずはそういうことで，COCに取り
組まれた 2大学の先生にということで，まずは
始めたいと思います。勝手ながら打ち合わせも
なしに言っておりますが，髙山先生，よろしく
お願いいたします。

髙山教授
はい。じゃあ私からですけれども，私は COC
から，COC+の方は，あまり講演の中では詳し
くお話ししなかったんですけれども，金沢は
COC+では県内の20の高等教育機関の中で， 8
つの大学が直接参加し，それからそれ以外の大
学は協力するという形で，この事業に参画して
おります。石川県内の大学に入学した学生を，
なるだけ石川県内に残そう。その目標は，現在
の就職率を 5年後にプラス10％上げようという
ものです。とんでもない目標だと私は思うんで
すけれども，一応そういうことにしています。
なぜ，学生がせっかく石川県金沢で学んで他に
出ていくのか。もちろん，他の企業がいいから
というのはあるんですけれども，県内には大企
業は少ないんですけれども，ニッチトップと呼
ばれる日本の国内の中でも，かなりのシェアを，
トップのシェアを占める企業が本当にたくさん
あるんですね。例えば，福島の東北電力の汚染
水を貯蔵する地下タンクを一生懸命作っている
玉田工業という企業であるとか，非常に性能の
いいモニターを作っている EIZOとか。それか
らアイ・オー・データとか。聞いたことがある
かと思うんですけれども，USBを作っている企
業です。そういう企業が県内にはいっぱいある
んですけれども，学生は，それをあまり知らな
い。せっかく，そのような一流の企業があるの

に，企業としてはパナソニックだとか，東芝と
か，日立みたいな大企業ではないですが，そこ
へ務めた社員と変わらないくらいのレベルで仕
事ができるという，そういう企業もたくさんあ
るのに，そういうことをあまり知らないわけで
す。まずそういうことを知ってもらおうという
ようなことから始めたいと取り組んでいます。
しかも，そのためには最近ですともう ICTの技
術を使えば，どこに住んでいても，どこに暮ら
していても仕事そのものはできるわけですし，
あと問題はおそらく，フェイストゥフェイスの
人的交流さえうまくいけば，いろんな情報はイ
ンターネットを使って取れるし，いろんなこと
ができると思います。そういう環境が，これか
らますますできる。しかも，金沢はこれまで遠
かった東京とも，北陸新幹線ができて 2時間半
でつながるという立地条件も良くなり，東京だ
けではなくて，中京圏も 2時間半，大阪も 2時
間半なんですけれども，大体そういう状況にあ
るっていうことを学生に知ってもらって，しか
も自然環境はあるし，食は恵まれているし，文
化はあるし，暮らすには最高だという石川県を
知ってもらうとがんばっています。しかも，ICT
をうまく使えば，例えば金沢大学の授業を他の
大学でも同時に聞けるようになりますし，そう
いう仕組みも当然できるわけで。そういうこと
も含めて，今取り組みたいということでござい
ます。特にもっと言うと，大学自体も北陸先端

髙山　純一　教授
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大もあれば，金沢大学もあれば，金沢工業大学
もあればということで，それぞれの大学の先生
方の知というか，シーズそのものは，非常に素
晴らしいので，それをうまく活用して，自分ら
が起業することも可能だということを教育した
いと考えています。そんなような教育も，ぜひ
やりたいということで，今一生懸命取り組んで
いるという状況でございます。

司会者　大森教授
はい，ありがとうございます。それでは，弘
前大学の吉澤先生，かなり先ほども率直なご発
言もありましたけれども，よろしくお願いし
ます。

吉澤理事
私ども本学は， 5学部ございます。人文は公
務員，教育は地元の教師，医学部も地域医療で
卒業生は活躍しています。一方，理工では大手
の製造現場や研究所で働きたいという希望を
もった人が理工学部に入学します。残念ながら
そのような学生の希望に叶う県内企業が少ない
ので，他県に出てしまいます。また学生は先輩
がいるところに行きたい。誰も行った人がいな
い企業は敬遠する傾向がございます。その中で，
先ほどあった一度出た人が一度戻ってくるのは
とてもいいことだと思います。県内企業に就職
した卒業生が研究室に戻ってきて，私たち教員

に相談する。そこの敷居を低くして地元の研究
所って言ったら変ですけれども，そういった形
での課題解決に貢献したい。そうすることによっ
て技術とともに人が動くんじゃないかなと思っ
ております。

司会者　大森教授
はい，ありがとうございます。どうでしょう。
戻ってくるにしろ，あるいは大学生の大企業志
向にしろ，その根っこにあるのは，いったん就
職しちゃうとそう簡単には転職できないという
ことがあって，日本や韓国の大企業信仰みたい
なものの根っこにあるんじゃないかということ
があると思うんですけれども，やはり多様な人
材が出会ってというためには，地方でも都市で
もそういう人の出入りとともに，その出会いと
いうことを促していくような政策が必要で，そ
の中で大学がどういう役割があるのかというふ
うなことを問われるのかななんて，個人的には
思ったわけなんですけれども。今のおふたりの
COC+を推進するお立場からのレスポンスを受
けて，さらにその官庁，経済界，それから人材
育成の専門家としてのお立場から，どなたから
でも。吉本先生，杤原理事，岩瀬部長。どなた
からでも結構ですが，何か付け加えていただけ
ると。

吉本教授
私から付け加えるほどたくさんはないですけ

れども，確かにその単純に，大学に雇用創出す
るまで要求するのは，それはちょっといくらな
んでも難しいけれども，必要なことは，より地
域を現場を見ることなんだろうと思います。働
き方を考える，働き方と学び方を考えるので，
インターンシップを通して，地域に理解がある
人材を育てるということは確かにできるんだと。
その後だから，中長期的に，還流の仕組みがあ
るといいなという，それはおふたりのご議論と
共通して思います。そういう意味でも北九州で
も同じように10％，中でも COC+はそういう枠吉澤　篤　理事
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があるようです。何かその，どうしてだろう。
霞が関，あるいは虎ノ門で考えた発想なのかな
という疑問がぬぐい去れません。どうしてその，
要するに何かこう本当に羽田さんの設定にあり
ましたけれども，東北と九州には，ある程度共
通の理解があるということと，他方で，東京の
人が他の地域の世界観と，価値とかそういうも
のを共有できなくなっている。そういう心配が
あるというのをつくづく感じるんですね。だか
ら，非常に形式的に10％というような話はやめ
て，実質的にやはりその地域の中で共生するよ
うな，ともに生きるような地域を作る。そうい
う学習をすすめていきたい。
そういう意味で，杤原さんが言われるように，
大学だけではない，大学だけではなくて高校も
重要です。だけど，そしてまたその大学や，短
大や，それから専門学校も含めて，いろんな
違った役割があるから，その COC+をその20大
学の中のやり方とかいろんな組み合わせがあっ
たりはすると思うんですけれども，形式的にす
べてを集めたオール○○とまでは，そう簡単で
はないと思います。例えば専門学校も得意とす
るような，介護なんかの分野みたいなものを，
もっと取り入れていくとか。そういうような形
に，なるべく地域の輪郭に沿ったような形の
ネットワークを徐々に作っていくということが
必要なのかなと。COCについて言えば，そうい
うふうなことを思ったりしました。

司会者　大森教授
ありがとうございます。一言で言うと，これ

は政府全体，霞が関，永田町がそうだからとか，
文科省だけなのか，あるいは今の政権なのかな
と。余計なことを言うと。ちょっと計画経済的
な発想と言いますか，一律の数値目標とかとい
うことかと思うんですが。ただ，一方で弁護す
れば，先ほども申し上げましたけれども，東北
地方とか九州とか，そういうことに限らず，日
本全体が人口減少社会で，先進国に例を見ない，
失われた四半世紀という経済成長がほとんどで
すね，名目で見たらむしろマイナスになってい
るというような状況になっているということが
あるので，もう切羽詰まっていると。そういう
見方もあると思うんですが。他方で，そこで大
学がどこまで何をやれるかということは，あま
り誇大に期待されても，お互いに不幸であると
いうところもあると思うんですが。いかがでしょ
うか。杤原さんなり，岩瀬さん，いずれからで
もコメントをいただければ，さらなるコメン
トを。

岩瀬部長
今日は初めて，大学で地域貢献についてどん

なことをやっているかといういろんな先生の話
を聞いて，普段は私どもは産学官連携の研究開
発とか，そんなような接点が多いものですから，
かなり新鮮だったんですね。特に，金沢大学で
やっていらっしゃる国保のデータベース作りで
すね。人文系の先生でも，かなり地域指向型の
研究とか貢献をやっていらっしゃって，地域に
役立って，地域の方々から信頼されて，それに
よって地域に愛着を持つ学生が自ずと出てくる
というふうなこともあると思いますし，そう
いったことが非常に驚きでありました。これも
COC批判というわけでもないんですけれども，
基本的には取り組みが，県域を超えた取り組み
になっていないというのは，非常に残念だなと
いう感じがありました。弘前大学の先生のお話
しの中で，オール青森体制ということで，青森吉本　圭一　教授

─ 135 ─



市とか弘前市とか，八戸市で産学連携ネット
ワークのようなものを作っていらっしゃったと
いう話があったんですけれども，実は私が見聞
した範囲では，例えば秋田の大館とか鹿角とか
の電子部品メーカーは，秋田市に行くよりも弘
前の方が近いものですから，日常の付き合いは，
弘前大学の理工学部の付き合いが強いっていう
例がかなりあるんですよね。県の施策との相乗
効果ということもあるので，制約はあるかと思
うんですけれども，県域の中で取り組みを閉じ
ているというのは，ちょっと残念で。COC以外
の他の行政施策と補完し合えるような取り組み
があると厚みが増すんじゃないかなということ
は，今日お伺いしまして，ひしひしと思いま
した。

司会者　大森教授
ありがとうございます。じゃあ，もう 1回吉
澤先生から。

吉澤理事
今日は COCだったのでお話しませんでした

が，青森・函館の枠組みで検討しています。そ
こでは食を中心としたものをやっております。
確かに大館市は秋田県ですが，地理的にも弘前
に近く，親近感があります。近隣の連携はとっ
ています。COCあるいは COC+は青森県にお
けるプロジェクトです。そこで今日は青森のお

話をしました。

司会者　大森教授
ありがとうございます。地域，あるいは地方
再生と言った場合に，その単位。県単位だとも
う小さすぎるという話は，もう何10年も前から，
道州制という話で行われているんですけれど
も。ただ簡単じゃないですよね。私は出身が鳥
取県なんですけれども，中国州なんてやられて
も，広島・岡山に吸い取られるかっていうと，
鳥取県の人間は，やっぱり大阪とつながった方
が絶対に経済的にメリットが大きいのでとか。
各論になると非常に難しいと思うんです。余計
なことを言いました。大学ガバナンス改革って
言いながら，政治行政の日本ガバナンス改革も
必要じゃないかなというような気はするんです
けれども。関連して，やっぱり金沢大学の髙山
先生のお話で，非常に印象的だったのは，文系
も含めて個別の先生がいろいろ行政とか，地方
の産業界や NPOとか，そういうところと関わっ
て，いろんな知恵の源泉になられているという
ことが，非常に印象に残って，金沢ってやっぱ
り，ある意味でなんて言うんでしょう，住んだ
ことはないんですけれども，吸引力がある，魅
力がある都市ではないかというような。やはり，
大学の力っていうのは，その都市とか地元とか
の，地域の魅力とかと一体的に高めあっていく
ものかななんて思って，伺っていた次第です。
すみません，感想を述べていてはいけないので，
杤原理事，コメントを，講演の後いろいろあっ
た他の講演者の発言を受けていかがでしょ
うか。

杤原理事
商工会議所は，実はこの COC+事業をものす

ごく評価をしております。評価というか，期待
がございます。ちょっと変な話をしますけれど
も，銀座に飲みに行くと，たいがいきれいなお
姉さんたちは方言をしゃべっているんですよね。
ということは，東京の出身の女の子じゃないと

岩瀬　恵一　部長
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いうことなんですね。都会に憧れて，あるいは
仕事がなくて，東京に来るのですけれども，そ
れなりの職に就けなくて，行き付くところそう
いうところで働くっていうのは，これは事実で
ありまして，渋谷で働いた女の子は渋谷の店に
出ると社員にばれちゃうので，銀座まで来ると。
丸の内とか，多分大手町とかで働いている人は，
逆に渋谷のお店に行くんでありますね。そうい
うのが実態でありまして，男性も含めて，結局
仕事がないわけではなくて，地方どこに行って
も仕事はあります。ところが，魅力のある仕事
がないということが事実であります。商工会議
所が515あると申しあげたのですけれども， 3分
の 2は，人口10万未満の都市でありまして，地
方の大学の皆さんと同じところに立地していま
す。実は管轄地域が決まっていますので，どこ
にも移れない。ただ，民間組織でありますので，
どこからの費用も，保証もありませんので，こ
の地域が衰退すれば，商工会議所といえども倒
産をしていくということであります。地方の大
学さんと，実は表裏一体同じ経営状況にあると
いうことになります。であるならば，大手企業
を誘致してくるようなことは今は不可能であり
ますので，地域資源に着目をして，地域資源を
徹底的に使いこなす。使い倒す。磨き上げて付
加価値を付けるというしか，実は今のところ手
がないわけであります。これも即効性はなくて，
5年かかっても，10年かかっても，20年かかっ
ても，やり遂げないといけないということであ
ります。金沢の方に観光客が行くと言ったんで
すけれども，手前の富山のところは観光客は実
はおりませんので，公設試験場に目を付けたと。
交通の便がよくなったので，東京の公設試験場
は結構順番待ちで忙しいけども，富山は比較的
空いているので，新幹線の便を活かして，富山
の公設試験場で，東京とか埼玉の企業が試験を
行うと。申し込んでから 1週間もすればすぐに
使える，これも立派な資源であります。それを
県をあげて試験に来た企業を応援する。こうい
うこともあり，資源が何もないということはな

くて，何か探せば必ずあると。その気付きや知
恵の使い方が鍵であります。特にその COC+の
ところは地域資源を徹底的に活用するというこ
とですので，それだけできれば，どこにいても
世界の中心でいることが成り立つのであります。
決して東京が世界の中心ではないと。それを気
付かせてくれたのが，実は COC+で，そこでは
ボランティアベースの仕事ではなくて，きちん
と給料が払える形にすると。給料が払える形で
なければ，ビジネスという形でなければ持続性
がありませんので，長続きはしませんし，その
土地で結婚して子どもを産んで，育てようと
いったことにもなりません。特に観光や農業と
いうのは，今まで放置されてきたものになりま
すので，ビジネスチャンスなのではないかと。
この辺は，経産省さんにも全面的に応援してい
ただいているという形になりますので。ここに
実は，我らが生きる術を見出そうという危機感
を共有しているということでございます。

司会者　大森教授
ありがとうございます。まだまだ，壇上だけ
でも議論があると思うんですけれども，かなり
論点は出たと思います。ここらで参加者の皆さ
まに，ご質問，ご意見。オープンにした方がい
いかなと思います。今の議論に関わらず，これ
までのご講演やコメントに対する個別の質問，
ご意見でも構いません。いかがでしょうか。

杤原　克彦　教授
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フロア
このお話しの中で，先ほどから産業として，
例えば観光とか，食文化にかなり近いようなか
なり高度な独自産業としての農業みたいなもの
が出てきているんですけれども，この問題を考
えた時には，当然ながら，かなりグローバル化
とか，国際連携みたいなところと，かなり結び
つくような感じだと思っているんですね。今回，
COC+というところで話をすれば，そうなんで
すけれども，もうちょっとその大きな本来の
テーマで考えた場合には，やっぱりそこで地元
の人を地元にというだけではなくて，かなり幅
広く，いろんな国からいろんな人たちを入れて
来て，そこで地域振興をしていくというような
ことも，本当は視野に入ってもいいのかなとい
うのが気になっております。震災以降，実際に
は学位を取るような学生というのは，日本全体
でも増えていないという，かなり厳しいところ
に留学生がありまして，日本語学科は増えてい
るんですが，ほとんどが大都市に実際にはあっ
て，それは働けるということもあるんですけれ
ども，なかなか地域に入っていけないという，
いろんなところがすごく気になっているんです。
そういうところがかえって，グローバル人材っ
ていくつか出てきているんですけれども，そう
いうような留学生を増やしていくとか，あるい
はいろんな形での国際交流をすることで，国の
外から人材を入れて育てていくようなことでは，
この話について伺えればと思うんですけれども。

司会者　大森教授
ありがとうございます。それでは，髙山先生。

髙山教授
ありがとうございます。金沢大学は，SGUに
採択されたスーパーグローバルユニバーシティ
として，10年後を目指して今，普通の学部の講
義を50％英語化しようとしています。大学院は
100％を目指しています。現状ではまだそこまで
全然いっていなくて， 1割にも満たない状況な

んですけれども，一方で現在海外から留学生が
500人，金沢大学に来ています。短期も含めて
ですけれども。それをやはり10年後には，2,000
人まで，現在の 4倍に増やそうという目標で取
り組んでいます。先ほどの COC+の中でも，グ
ローバル人材をきちんと育成して，グローバル
に羽ばたく企業とのインターンシップを進めた
いというのが，COC+の中の最終目標になって
いまして，ある意味，おそらく世界的に活躍で
きる人材でないと，小さいながらもトップレベ
ルのシェアを持つような企業では働けないだろ
うということで，一生懸命教育しています。一
方で，やっぱり地元に残ってもらわないといけ
ないということがありますので，成果というか，
必須科目ではないんですけれども，「金沢学」と
いう名前の講義もやっていまして。これもなか
なか人気がある科目で，例えばですけれども，
金沢は米どころなんですね，一応。新潟ほどで
はないですけれども。昔は，石川県内に40の酒
蔵がありました。今はきっと半減して，20くら
いしかないんですけれども，それでも金沢市内
には 3つ， 4つの酒造メーカーがありますので，
そこの酒造メーカーの酒蔵見学を授業の一環と
して実施しています。試飲もできるんですけれ
ども，それを大学の授業の中でやりながら，金
沢の魅力を学生に知ってもらう取り組みを行っ
ています。これは，一つの事例です。そういう
ことも含めながら，地元に何としても残っても
らうような取り組みもいっぱいやっています。
私の，うちの研究室の学生でも，出身は大阪，
京都だけれども，なぜか金沢に勤めた。あるい
は，新潟出身だけれども，金沢市役所へ務めた
卒業生が何人もいます。本当の原因は，彼女な
んですけれども。でも，彼女が言ってみたら金
沢から動かない。金沢の良さを知っている，金
沢から動かないから，彼氏の方が金沢に居つい
た。一つの事例ですけれども，そういう事例も
ありますので，そういう意味では，そういうこ
とで一生懸命地元の良さを PRするような講義
を「地域概論」の中でやれればいいな，という

─ 138 ─



ことです。

司会者　大森教授
吉澤先生，何か付け加えを。

吉澤理事
COCとはちょっと別かもしれませんが，学部

改組で私たちは農学生命科学部に国際園芸農学
科を作りました。そこでは海外研修を実施しま
す。例えば青森県のリンゴは台湾に多く輸出し
ています。地域で農業をやるにしても国外の状
況を知ることが重要です。また，海外からの留
学生は150名程度ですが，弘前大学の強みであ
る食やエネルギーを学びたいと目的を持った学
生も増えてきました。一方，日本を学ぶという
意味でも弘前は良いところだと思います。先ほ
ど申しましたように，青森県は日本の課題の縮
図でもあります。豊かな自然に囲まれて東京で
はできない経験を積むことができます。

司会者　大森教授
ありがとうございます。今までの議論でグロー
バル化，グローバル人材ということの観点は出
ていなかったので，いいご質問をいただいたと
思うんですけれども。大学人だけではなくて官
庁ないし産業界，仮に留学生を受け入れても，
その先の高度人材と呼ばれる，この日本での受
け入れ体制とかそういうこともあるかと思うん
ですが，岩瀬部長ないし杤原理事，何かご発言
いただければありがたいと思いますが，いかが
でしょうか。

岩瀬部長
グローバル人材が地域でどう活躍するかって
いうのは多分，この地域はまだまだこれからな
んだと思います。高度人材が活躍するためには，
ある程度の高度な仕事と言いますか，開発拠点
があるとか，そういったような人を受け入れる
に足る魅力的な場がないと，高度人材が活躍で
きませんので，これは外国人の活躍だけではな

くて，日本人の高度人材の活躍と同様の問題
じゃないかなと思います。建設現場や三陸の水
産加工業等では，ベトナム人の方々が水産工場
で働いているといった例がたくさんあって，む
しろ人が足りないくらいだということなんです
けれども。いずれにせよ，いかにして高度人材
が活躍するような場を作っていくということが
やはり必要なのかなと。これは大学の問題だけ
ではなくて，経産省を含めた国の，政府の問題
であったりすると思います。

司会者　大森教授
ありがとうございました。突き詰めると，外

国人だけの問題ではなくて，吉澤先生もおっ
しゃったけれども，学生が幸せにならないとと
いうことで，結局選択の結果，日本全体ででき
るだけ均衡のある人材の輩出とかってなること
が，多分，人口問題だけではなくて経済や社会
の安定，成長につながるんだと思うんですけれ
ども。ここでまた話が壇上だけになってしまい
ましたので，失礼しました。他にご意見，ご質
問いかがでしょうか。

フロア
3つほどお聞きしたいことがありますが，こ

れは，岩瀬さんにお聞きしたいんですけれども，
さっきのご報告の中で，拠点はすごく大事だと
思うんですが，どうして青森と秋田に拠点がで
きないのか。ちょっとそこを教えていただけた
らと思うんです。それとちょっと関連している
と思うんですが，かつてクラスタを，これは経
産省系列のものと文科省系列で，二つで地域ク
ラスタをいろいろ作るという取り組みがあった。
これが，拠点ともつながって発展していればい
いんですけれども，やはりこの COC+なり，地
域の産業力強化の中で，クラスタの話が一切出
てこない。一体あれは成功したのか，失敗した
のか，どうだったのかというのを教えていただ
きたい。そこから学ぶことも結構大きいと思う
んですね。それから 3つ目が，このご準備され
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た紙を見ても，東北地方は一次産業がかなり大
きな比重を占めていて，これの高度化が六次産
業ではないですけれども，生産だけではなくて
加工と販売，トータルマネジメントでというの
が一つの方向だと思います。さっきの石川県の，
先ほどの件もそうですけれども。これは TPPで
もって，かなりどうなるか分かりませんけれど
も，ダメージを受けただけだったんですね。そ
うするとやはり，食も文化のレベルで単純にも
のを作るだけじゃなくて，食品文化や流通まで
含めて作り上げるっていうのは，これは間違い
なくポイントになると思うんですね。実は東北
大学でも，農学部の中では食肉関係でもって，
ドイツと連携をした拠点を作っている。なぜか
といった場合，ヨーロッパは非常に食の安全に
厳格で，品質保証を含めたり，薬を使ったり，
いろんな点でも先行例があって，そこに食肉関
係の研究者が行って，これを日本に引っ張って
くるという話なんですが。アジアは食の不安が
いっぱいなところでございますね。逆に言えば，
そういうところでアジアからの，さっきのグ
ローバルの人材の吸収もありますけれども，農
業関係の発展っていうのは，非常に一つのポイ
ントになるのではないかと。三陸の水産業の再
構築がありますけれどもね。これはお話しの中
でいうと必ずしも出てこない。各都道府県は，
農業試験場を持っていますね。それを含めて，
第一次産業の高度化というあたりが，この知と
結びついているというのを，これはどなたでも
いいんですけれども，教えていただけたらと。
それからごめんなさい。もう 1点思い出したん
ですけれども，我々人間が移動する時は，雇用
だけではなくて例えば病院，健康とかですね，
子どもの病院，それから住ですね，住環境，さ
らに親の介護。40代で移動する時には，仕事を
ばりばりしたいから地方に移動するってまずあ
りえないと思う。やはりそこは，生活全体を見
直すという。そこのところのデータがないと，
それに合わせて東北地域でもって人間を引っ張
る力が出てこない。これはどこか。そういうマ

ネジメントシステムでそういう政策を持ってい
るところがあるかどうか。もし事例があれば，
フロアからでもぜひ教えていただけないかと。

司会者　大森教授
ありがとうございます。 4つご質問があった
かと思うんですが，最後のはどなたがよろしい
でしょうか。

フロア
候補は知っている方。

司会者　大森教授
1番から 3番は岩瀬部長ということで。

フロア
そうですね。関連して，弘前は農学部ありま

したよね。もし何かあれば。

司会者　大森教授
ではまず岩瀬部長から。

岩瀬部長
まず拠点に関しては，秋田・青森で拠点が無
いのは，確かにそうなんですよね。拠点形成の
ための原資は補正予算，中には震災復興分野に
措置された復興予算によるものもありますけれ
ども，大体予算がありますと，募集期間がいつ
からいつまでで，その間に提案してくれと言っ
て，オープンになるんですよ。それで，魅力的
な提案をし，企画競争のような形になって，外
部有識者等の評価を経て，決定されるという，
そういうプロセスなわけです。従いまして，青
森・秋田で，拠点が少ないっていうのは，企画
競争の面でなかなか勝ちきれなかったという
ちょっと残念なことになるかと思うんですけれ
ども，そのようなことが反映されていると思っ
ています。それから，クラスタ政策を掲げて，
それがどうなっているのかということなんです
けれども，クラスタ政策は，15年ぐらい前に始
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まりまして， 5年ぐらい前までクラスタ関連の
予算があり，評価としては，米沢地域における
電気・電子産業ですとか，秋田の県南の電気・
電子産業，県北のリサイクル関連産業とか，北
上川流域の自動車関連とか，それからその他い
ろいろ福島の南部，白河地域の素形材とか，い
ろいろ集積は進み，そこそこやってきたという
評価ではあります。ただ，地域経済を牽引する
に足るほど成長したかどうか。これは，評価が
難しいと思うんですが，確かに企業はたくさん
あるんだけれども，日本全国を代表しうるイノ
ベーションセンターたるような存在感にはなっ
ていないような感じもあって，確かに地域にあ
る業種が集積し，ものを作るという機能は持っ
てきたけれども，まだまだ日本を代表するよう
な研究センターとしての存在感というようなと
ころまでは行っていないというのはあると思い
ます。クラスタ政策ということから，今は中核
企業の支援政策ということが中央の本省では言
われておりまして，クラスタとしてある程度集
積してきた中で，地域を引っ張っていけるよう
な企業により強くなっていただくというような，
そういうような方向にシフトをしております。
なぜそうかというと，もちろん昨今の経済情勢
ですと，新たに投資を入れていくというのは，
かなり難しいものですから，よそから引っ張っ
てくるよりも，今いる企業の中で頑張っていた
だくことを，突き詰めていく。そのような方向
が最近の政府のクラスタ政策，及びそれを引き
継ぐ政策のトレンドになっています。それから，
一次産業の高度化というのは，確かに経産省は
まだまだこれからだとは思っています。おっしゃ
る通り，広大のまだ手つかずの領域が広がって
いるというようなことがありまして，一部では
県の取り組みで，農業の IT化。つまり，いろい
ろな農業に必要な温度データとか，いろんなも
のをモニタリングして，それを生産管理に役立
てていくというような，農業の IT化という取り
組みはちらほら出てきていまして，一部経産省
の方でも支援しているような事例がございま

す。いずれにしましても，農業っていうのはま
だまだ手が付いていない広範な分野であります
ので，ここは今後の政策のターゲットであると
いうふうに思っております。

司会者　大森教授
ありがとうございます。 4点目のご質問，働

くだけではなくて，住む，暮らすがあるだろう
と。一言で言えばそういうことかと思ったんで
すけれども，これは誰でも，答えられる人とい
うリクエストがあったんですが。髙山先生，都
市計画とかそういうことではかなり広い範囲に
目を配られる学問だと思うんですが，何かお答
えいただければ。

髙山教授
はい。おそらく，先ほど少しありましたけれ

ども，そのライフサイクルの中で，人間のある
意味一番目指すものがどんどん変わってくると
いうのが人間の本質だと思うんです。おそらく
20代になるまでって言えば，10代は学っていう
か学ぶ。それから大学，あるいは大学院を出て
から働く。そのうち，パートナーを見つけて結
婚して，子育てしながらある程度その40代，50
台になって子育てが終わった段階に，逆に言う
と自分の親の介護みたいな話で，最後は自分が
介護される立場。その中で，人間の幸せとは何
かということを皆さん考えながら，自分にとっ
て一番幸せになるであろう選択を，就職やら
パートナーを見つけるやら，子どもの計画やら，
いろいろそういうものを考えながら，人生の設
計をし，しかもその中で，自分の働く企業とど
こに住むかということをチョイスしながら，人
によっては人生の中で企業であれば転勤命令で
あっち行け，こっち行けって言われる場合もあ
りますし，大学人であれば自分の思いで大学を
候補 2，候補 1っていろいろ移ったり，いろい
ろあると思うんです。その中で，じゃあどこに
勤めてどこに暮らす，住むというのは，やはり
勤めている間は会社とか勤め先との関係。それ
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から子どもの教育との関係。あるいは奥様もい
れば奥様も働くとか子育てするとかそういうこ
との関係で，住居を求めながら生活をしていく
わけですよね。リタイアすれば，今度は自分の
楽しみとか趣味とか，それから親の介護の話や
ら，自分自身の病院通いの話もそのうち出てき
ますから。そういうことで，変わってくる。そ
うすると，自分の住んでいる地域がどんな何に
便利かということで，おそらくその街づくりと
いうものと関わってくるはずなんですよね。地
方の場合は，ある程度中核市であれば，首都圏
とか中京圏，関西圏が非常に便利ですから置い
ておいて，中核市レベル，あるいは仙台のよう
に中枢市ぐらいですと，ある意味非常に便利な
んですけれども，もっと小さな10万程度，ある
いは 5万程度の市や町に行くと，ないものがあ
る。おそらく。本当は全部周りにあればいいん
だけれどもないものがある。そのないものをど
うやって満たしながら生活をしていくか。それ
が我慢できなければ，そこには住まないという
選択肢も当然あって，そういうことを考えると，
今あるものが未来永劫，機能をその地域で維持
できるかどうかということも非常に大事で，維
持できなければどんどん人は他に移っていく可
能性があるし，維持できるところにある意味人
が集まってくるということですから，おそらく
先ほどいろいろあった食の安全だとか，介護の
話，福祉の話なんかも，やはりきちんと満たさ
れた地域ではないと住めないのかなと。だから，
そういうことを満足できるような地域づくりと
いうのがある意味では大事ですし，そういうも
のを，例えば大学が何らかの形でサポートでき
れば，そこは発展しなくても廃れないのではな
いかなと。こう思います。

司会者　大森教授
ありがとうございます。議論が深まってきた

んですけれども，時間の方が過ぎまして，普通
は司会の不手際と申し上げるべきなんでしょう
が，実行委員会の羽田先生がたくさん質問をな

さったということで，私の責任は半分ぐらい
だったと思っております。ここで終わるという
のは，ちょっともったいないので，基調講演を
いただいた吉本先生に，最後何か，締めのコメ
ントをいただいて，その後私を壇上にあげてし
まった山崎先生に，何かご感想みたいなことで，
この討議のセッションを終えていただけるとあ
りがたいと思います。それでは吉本先生，お願
いいたします。

吉本教授
今最後のあたりの話ですけれども，どこに住

むかとかいうのは，当然個人のキャリアプラン，
ライフコースに関するプランにそってできれば
いいんです。けれども，このプランというもの
を極端に言うと，戦後日本はとりわけある一定
の方向性で作り上げてきた。これが高度成長を
見事に支えたわけです。実は上げ底で一見成功
した社会を作ってしまった。あとのところは，
歳を取って帰って，じゃあ歳を取ったら我が田
舎に帰って，病院でしっかり介護をしてもら
うって言ったって病院がどこにもないようなと
ころに帰れるのかという話にもうなってしまっ
ている。だから，明らかにもうその「一見の成
功」の先が成り立たない。もちろんそのじゃあ
介護だけの都市で，介護だけの街を，田舎を
作って。そして生産だけの東京を作って。そう
いうような形に，ずっとやってきたのがデータ
で見たようなものであると。とりわけ東北と九
州はそういうようなもので本当にサスティナブ
ルな形になっていない。どの地域的範囲でサス
ティナブルなものをできるかというところで，
多分県ではないのかもしれないんだけれども，
そうすると，多分そのサスティナブルのそうい
う意味では地域ブロックのレベルで帳尻を合わ
せるんだろうと思います。そういう認識がだけ
ど，国の中にあるのかないのかっていうのが非
常に心配になっています。何かしらテレビでは，
東京のトップだけが大きな顔でいつも出ている
ような世の中になってしまっていると思わなく
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もありません。
地域社会への貢献について，大学に期待され

ても，先ほど話があったように数値目標で管理
されるようなもので，あまりピンとこないよう
なものが，COC，COC+に，どんどん課せられ
る。COCと同時に，スーパーグローバル大学と
いうことで九州大学でもみんな英語で授業科目
を何か提供しなさいということが要請される。
みんな国立大学がそのスタイルで，補助金で動
かされて，おそらく私学の方も別の形で動かさ
れていっているんだけれども，とりわけ国立の
動かされ方がひどいという気がします。九州大
学では，一生懸命補助金を貰って，グローバル
な貢献を目指している訳ですが。福岡都市圏域
は COC+の適用除外地域ですから，そちらは
しょうがないのですが，いろいろな分野で本来
ならば大学と地域との関係性を充実させるに値
する領域があるけれども，そこは応募できない。
そういう意味で枠組みに拘束されるというか踊
らされているという気がしなくもない。もう少
し言えば九州大学はとか，東北大学はとか，国
立のある種，基幹大学を，どう地域のサスティ
ナブルな発展に関わらせるのかを見る必要があ
るのかなという気がしながら，これまでの話を
聞いていました。そういう意味で，今日はどち
らかというと国立中心の議論になっているよう
な気もするんですけれども，私立大学，短大，
専門学校を入れて地域の高等教育システムとそ
の地域の関係を考えていくことが必要かと思い
ます。再び介護などの話にもどると，この高齢
化社会の中でそれが普通に出てくるような議論
が必要だと思います。そのためにもその他の領
域も含めてもう少しそれぞれの大学やさまざま
の第三段階教育機関の役割を，改めて，地域を
ベースに，あまり高度な指標とか，補助金に心
そこに縛られずに考えていくというのがいるの
かなということを思いました。

司会者　大森教授
ありがとうございます。大きな課題を我々大

学関係者のサイズに落としていただいたような。
ということで，討議の方の締めを，山崎先生，
お願いします。

司会者　山崎教授
大変な課題をありがとうございます。私の石

巻専修大学は，非常に小さな地方大学でありま
す。吉本先生がお話しされたことは本当に実感
しております。各種関係団体より補助金・助成
金等々の募集があると，どうしても大学は申請
する方向に向かいます。ただ，私たちの石巻専
修大学にとっては，地域に根差した大学を目指
していましたので，この COCの動きは間違い
なくプラスにはなるし，大学の活性化に大いに
役立つと思っています。講演された内容を大学
に持ち帰り，ぜひ活用していただければと思い
ます。本日はセミナーの討論に参加して頂きあ
りがとうございました。

司会者　大森教授
それでは，講演者とコメンテータの皆様に拍
手をいただいて，ディスカッションを終わりに
したいと思います。どうもありがとうございま
した。

総合司会　蒔苗　耕司　教授
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東北地域の主要経済指標（全国比でみると・・・）

大学の地域連携への期待について

平成 ８年１１月２１日
経済産業省 東北経済産業局 地域経済部

岩瀬 恵一
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重点１．復興の加速と自立的発展の道筋づくり
（１）産業の再生

○被災企業の事業継続・再開に向けた支援
○水産加工業等の広域連携・海外展開の推進

（２）まちの再生
○被災地のまちづくりに係る取組の支援
○復興ツーリズムを担う関係機関の広域連携の促進

（３）福島の再生
○イノベーション・コースト構想に係る取組への参画者増大の推進
○関係機関の連携による被災企業の経営力強化支援

重点２．ものづくり・情報技術を活かした産業の高度化
（１）東北地域における中核企業支援プロジェクト

東北地域の経済活性化に向け、自動車や医療機器・航空機・次世代エレクトロニクスなど成長産業領域を中心
に、地域を牽引する中核企業の育成、促進のためのネットワーク形成・ハンズオン支援等を行う。

（２）ローカルロボティクスの推進について
ロボット導入案件の発掘、地域ロボット事業者育成、開発・導入、メンテナンス支援等を地域の産学官、業界
団体等が一体の取り組みとして戦略的にすすめる。

（３）ＩｏＴ推進ラボの取組について
①ＩｏＴ等に関する東北地域企業への啓発 ②東北地域におけるＩｏＴ等活用事例の取りまとめ ③情報発信、
首都圏で開催されるＩｏＴ総合技術展への東北域内企業の共同出展支援等を行う。

（４）大学等の若手研究者発掘によるイノベーション
次世代の若手研究人材を地域の若手経営者等へと繋ぐことにより，地域の産業力強化を図るため、ものづくり
イノベーションフォーラムセミナーの開催等を行う。

東北経済産業局：中期政策（平成２８年度）に係る主な取組

3 

東北経済産業局 中期政策 年度～ 年度 ～東北地域の持続的成長に向けて～

① 年に目指すべき東北地域の姿を「 年の将来像」として掲げ、その将来像の実現に向けて今後 年間で
重点的に取り組む事項をとりまとめ。
②政策の実施にあたっては、東北地方産業競争力協議会の枠組み等も活用しつつ、外部の関係機関と認識を共
有しながら、東北地域一体となった政策展開を図る。

東北経済産業局 中期政策のポイント

生産性の向上

付加価値の創造

地域産業の活性化 エネルギー問題・環境制約の克服

新たな市場の獲得

東北地域が目指す「 年の将来像」
生産性を高めながら、将来に亘って持続的に付加価値を創造
し、新たな市場を開拓していく地域産業を創出し、また、それを
支える地域となる

なお、政府一体で取組む「まち・ひと・しごと創生（地方創生）」の各種政策と方向性は合致。
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「拠点整備」と「人材育成」支援

• 拠点整備により大学等における産学連携体制を充実、イノベーション
を促進。 

• 大学・国立研究開発法人と産業界の連携による新産業創出は、地域
へ人の流れを呼び込む土壌づくりとして重要。 

１．拠点整備 
（イノベーション） 
（新産業創出） 

２．人材育成 
人づくり、流れづくり 
（ＵＩＪターン等） 

重点３．世界をも惹きつける地域資源の戦略的活用
（１）ふるさと名物応援支援事業

○地域産業資源を活かした 「ふるさと名物」をテコに地域活性化を図るため、市町村が「ふるさと名物応援宣言」する等の関与
により地域ぐるみの取組を促進

（２）新輸出大国コンソーシアムによる海外展開支援
○県や市町村、 、中小機構、 、金融機関などが幅広く結集し、中堅・中小企業の海外展開を支援
○当局では、 ブランド育成支援事業をはじめ、地域資源、農商工連携、新連携なども活用した支援を展開

（３）東北一体となったプロモーション展開
○東北７県知事出演によるプロモーション映像の制作・活用や、東北六魂祭の海外プロモーションへの支援等

○「東北・夢の桜街道推進協議会」が展開する「東北酒蔵街道プロジェクト」を様々な支援策で応援

重点４．企業やひとの活躍を支える環境づくり
（１）認定支援機関、よろず支援拠点、専門的支援機関連携による支援体制の強化

○身近なホームドクター的存在である認定支援機関の機能強化のため研修会を実施
（２）ステップゼロからの支援プロジェクト～稼げる企業への変革を支援するために～

○企業をやる気にさせる、「支援を受けてみよう」、対策の「一歩を踏み出そう」と決意させ、そのスタートラインから真の
課題把握、処方箋の検討、対策実行までサポートする体制を構築し、地域中小企業の収益力向上を図る。

（３）東北地域金融機関との連携推進プログラム（２０１６－２０１８）
○地域金融機関と東北経済産業局との情報共有・連携強化を図り、それぞれの強みと特徴を活かしつつ、地域産業の育成や中
小・小規模企業の経営力向上支援、さらには地方創生に繋がる取組を実施。

（４）東北一体となったＵＩＪターン促進に向けて
○昨年度のＵＩＪターン研究会の制を踏まえ、首都圏人材の掘り起こしと「人の採れる企業」づくりを徹底支援。今後各県の
取組と連携を強化していく。

（５）地域商業活性化支援関連事業
○魅力あるまちづくりの支援（地域・まちなか商業活性化支援事業費補助金）

重点５．安定的なエネルギー環境基盤の確立
（１）地域と共生した再エネの導入促進
（２）徹底した省エネの推進
（３）電源地域の活性化
（４）環境に配慮した産業・社会づくり

 4 
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主な産学官連携の拠点 

自動車・ものづくり分野 

自動車ものづくり拠点 
岩手大学 

融合化ものづくり研究センター 

次世代自動車の研究開発拠点 
東北大学ＮＩＣＨe 

多賀城市みやぎ復興パーク 

レアメタル・グリーンイノベーション研究拠点
東北大学

レアメタル・グリーンイノベーション研究開発センター

産学官連携３Ｄプリンタ拠点 
東北大学ＮＩＣＨe 

多賀城市 復興パーク 

先進材料研究拠点
東北大学

産学連携先端材料研究開発センター（マテリアルバレー）

３Ｄプリンタ拠点 
鶴岡高専 

蓄電デバイス研究拠点 
山形大学 

蓄電デバイス研究開発センター 

産学官連携の拠点形成について

○拠点とは…
・産学官の複数者が結集。
・研究開発から成果普及を目指した一体的な取組。
・研究インフラ、組織をつなぐ仕組み、オープンイノベーションハブ。
・そのためのシステム改善の取組。 ※ 拠点（デジタル大辞泉）では、活動の足場となる重要な地点

○拠点化
・以前、人材育成（ＭＯＴ）、知財（ＴＬＯ）支援が中心。今は＋拠点形成へ。
・何故、拠点化？ → 世界との競争力強化に極めて有効。

○拠点化の具体的な手法
→企業、大学との共同体形成による競争的資金の獲得に向けてのサポート
→従来の「情報提供」中心から、「弾込めを念頭にした情報提供」へ
（参考） 科研費（平成 年度予算額） ： 億円

経産省（平成 年度予算額 うち、科学技術振興費（一般会計）） ：９７９億円

○ネットワーク形成への試行錯誤
→「組織」連携
・形成がなかなか進まない。できても形骸化しやすい。

→「人」的ネットワークの形成
・属人ネットワークのプラス面（深化・拡大）とマイナス面（マンネリ、タコツボ化）
・人事異動の宿命
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【共創型クラウド拠点】
会津大学

【有機半導体拠点】
山形大学 有機エレクトロニクス

イノベーションセンター

【先進材料研究拠点】
東北大学 産学連携先端材料開発センター

（マテリアルバレー）

【 開発拠点】
東北大学 ＭＥＭＳ試作コインランドリ、

μ ＳＩＣ

主な産学官連携の拠点

次世代エレクトロニクス分野

【次世代半導体メモリー拠点】
東北大学 国際集積エレクトロニクス

研究開発センター

【三次元スーパーチップＬＳＩ試作製造拠点 ＧＩＮＴＩ 】
東北大学ＮＩＣＨ

多賀城市みやぎ復興パーク

主な産学官連携の拠点 

医療・バイオ分野 

メタボローム拠点 
慶應義塾大学先端生命科学研究所 

医療機器開発拠点
東北大学

東北大学臨床試験推進センター ＣＲＥＩＴＯ

医療機器開発拠点
ふくしま医療機器開発支援センター

（ 年 月開所）
福島県の再生・復興の医療拠点

福島県立医科大学
医療 産業トランスレーショナルリサーチセンター

平成 年９月開所）
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人の流れを作る： ターン促進と地域中小企業の人材確保

地域中小企業

東 北 タ ー ン 予 備 軍

首都圏等の都市部に居住し、
東北で活躍の場やチャレンジの機会を求める人材

女性・中堅
地域でキャリアを活かす、 
子育て環境等生活の充実 

シニア
セカンドキャリアの充実、豊富な 

実務経験や能力の発揮の場を求める 

若者
地域での就職・起業を希望 

〇 経営者の魅力
〇 企業ビジョンの魅力
〇 明確な経営課題

経済産業局

企業の人材力向上事業
〇人材ニーズ（経営課題）の掘り起こ
し。金融機関・商工団体と連携して
実施。

〇企業の人材採用・育成に対するハン
ズオン支援

〇企業の魅力発信、発信力強化

東北 ターン予備軍形成事業
〇都市部の人材 若者・女性・シニア）
に対する啓発
〇地域中小企業とのマッチング機会の
提供

〇東北六県・関係市町
村によるインパクトある
発信
○採用サポート
〇暮らし方サポート

金融機関 商工団体 

東北六県
・ 

関係市町村

連携

就職等

発信働きかけ

発信

11 

大学等の若手研究者を起点とした新たな取組支援

◇ 大学・企業等との意見交換
◇ ワークショップの開催（ ）
◇ ものづくりイノベーションフォーラムセミ
ナーの開催（ ）

手 段

大学・企業等と局の新たな連携の仕組みを構築し，新たな研究人材を地域社会へと繋ぐことにより，地域の産業
力強化を図るため、東北経済産業局が平成 年度より開始。

目 的

東北経済産業局

支援機関
・中小機構
・公設試

テーマ

（共通課題）

企業

自治体大学

ものづくりイノベーション
フォーラム（仮）

・効果的な政策支援

ワークショップ・セミナーを開催
⇒東北地域の広い連携

若手研究者の発掘を通して，
イノベーションの実現を目指す。

◇ 新たな研究人材を輩出
◇ 企業と研究者のマッチング
◇ 企業の競争力強化
◇ 産学官金によるネットワークの形成（・・・広い連携で議論可能な場を構築）

結 果

重点分野へのアウトカム
・自動車
・ロボット
・航空機
・医療
・エレクトロニクス ・・・他

・
・高度生産性向上

バーチャルプラットフォーム
＜道案内。橋渡し触媒＞

10 

企業経営者と研究者等
との意見交換会から、
新たな研究者を発掘
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大学の地域連携に期待すること
• 高度人材が活躍できる地域づくりが、地方創生を左右する時代に。
• 教育面では、引き続き高度人材の輩出を期待。研究面では、新たなシーズに基づく新
産業の創出や、地域企業にとっての知恵袋の役割を期待。これらにより地域に継続的
に価値をもたらしていただくことを期待。

• 産学官の接点を如何に増やしていけるかが課題。

期待 
•優秀な人材輩出 
•地域を牽引する人材への成長 

課題 
•卒業後は域外への流出が著しい 
•高度人材を活かせる企業が少ない 

方向性 
•地域の魅力を伝達・共有する工夫 
•インターンシップ等を通じた地域との接点拡大 

期待 
•新たな研究シーズの実用化・産業化 
•地域企業との共同研究等のさらなる推進 

課題 
•ハイテク・高付加価値産業創造は長期戦 
•中小企業にとって大学はまだまだ敷居が高い 

方向性 
•シーズ発掘や体制の強化 
•地域企業との接点強化 

12 

教育・人材育成
面での期待

研究・産学官連携
面での期待
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ご紹介いただきました花輪でございます。閉
会にあたり，ご挨拶を申し上げます。今日は 1
時からここまで何とか，大変ご参加ありがとう
ございました。特に講演で話題提供をされた演
者の皆さん，ありがとうございます。また，実
行委員会で司会等々を行っていただきました実
行委員会の皆様にも感謝申し上げたいと思いま
す。時間がかなり超過していまして，実は10分
間私に与えられていて，10分バージョンを作っ
ていたんですが，ごくごく短い 3分ぐらいでお
話ししたいと思います。

COC，あるいは COC+事業ですが，一月ぐらい前ですね。川内の方に，本学の旧教養があったキャ
ンパスでも，ちょっと別のスタイルで会議を行いまして，そこでは福島大学，岩手大学，山形大学
の話を聞かせていただきました。本日は金沢大学，弘前大学のお話をお聞きいたしまして，本当に
大学を挙げてやっておられるなと，非常に印象に残りました。特に金沢大学さんは，行政と結びつ
いてこの事業を進めておられるというのに感銘を受けました。また，弘前大学では大学の組織改革
を含めて，大学をリフォームしようということで進めておられるというのが印象的でありました。
今日もいろいろお話がありましたけれども，地方にとって大学はどういう立場なのかなと考える
と， 4点ぐらいあるんじゃないかなというふうに，私は思っております。 1つは，やはり大きい組
織であるということですね。数千人から，大学によっては 1万人を超える人をそこに抱えています。
地域に落とす具体的に経済的な面というのはすごく大きいんだろうと思います。 2つ目は，やはり
大学の本質的な機能の一つである教育ですね。若い人を育てる。将来，非常に可能性を持った人に
教育を与えて，社会の中に送り出すという機能を持っている。 3つ目が，研究機能を持っています
ので，特に地域の企業等々と一緒にやれるファンクションを持っているということですね。それで
4つ目が，課題解決をする場合，いわゆるシンクタンク機能を持っているということです。そこが
大事なんだろうと思います。そういう意味で，大学を地方創生の要にしようというのは，全く当た
り前ではないかなと言えます。文科省の方にも策士がおられまして，少ない額でこういう課題を与
えたら，大学はうまくやってくれるんではないかと。多分そんなふうにして，進めているんではな
いかなというふうに思うんです。これはある種，私の非常に汚い言葉でいうと売られた喧嘩みたい
なものであるんですね。今日は買わないっていうわけにはいかない。だからそこを買って，大学は
大学なりの活用の仕方をすると。したたかにするというのが大事じゃないかなというふうに思いま
すし。
さらにもう一つ。東京の一極集中というお話出てきましたけれども，本当に私はけしからんと思

閉　　　講　　　式
閉講挨拶

東北大学理事／高度教養教育・学生支援機構長
花　輪　公　雄　教授
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うんですね。東京は舛添さんの本に書いてあるんですけれども，東京っていうのは消費都市，浪費
都市なんですね。人も浪費する都市なんですね。そうすると，若い人を東京に集めて，そこである
意味，再生できないような環境に置いてしまう。これが 1点。 2点目はすごいエネルギー，ひとり
当たりの生活エネルギーは地方とは比べ物にならないほど大きい。そうしないと，東京では生活で
きないようなスタイルにしてしまう。これは，私は日本のいろんな国土をこういうふうに活性化し
ようという，そういう努力っていうのを今までやってきたと思うんですけれども，非常に明らかな
大失敗ではないかなというふうに思います。そういう意味でまともに使えないんですけれども，大
学っていうのはやっぱり地方創生にとって，非常に大事な役割を担うべき存在であると思いますの
で，今日の午後の長い時間でしたけれども，いろんな議論が今後の先生方の大学にとって，大学の
方向性を考えた時に，一助になればというふうに思います。今日は皆さん，どうも長い間ありがと
うございました。



アンケート・参加者統計
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 （会場来場者数　83名，内アンケート回収　34名）

Q 1 　このセミナーのことは，どこでお知りになりましたか

　

ポスター
3%

チラシ
6%

広報誌
0%

学内連絡
68%

河北新報
0%

その他
23%

ポスター
チラシ
広報誌
学内連絡
河北新報
その他

Q 2 　このセミナーに参加された動機は何ですか
・学内で教育改革の企画部署の職員のため
・地域連携関連業務に携わっているため
・関心のあるテーマだったので
・大学での自分のミッションに近いテーマであったから。
・興味関心があったから
・毎年テーマに関わらず参加させていただいています
・自己啓発
・勤務先で地域人材育成に取り組んでいるため
・COC・COC＋事業に参加しているから
・自分の大学の現状について知りたい
・地域人材育成のために大学ができることについて示唆を得たいため
・本学でも地域連携，産学連携と大学教育を統合していく課題があるから
・趣旨に賛同したため
・今後の人材育成の課題について，専門家の方のお話を聞いてみたかったため。
・自己の大学の COCプラス事業に役立てたいため。
・IDE大学協会の活動に興味があったので
・地域連携及び COC＋担当のため
・大学教育が出口保証とどのように両立していくべきかを検討しているので。

平成28年度 IDE大学セミナーアンケートより

＜その他＞
メール（ 4件）
東北大学HP
個別の案内
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・関心があったため
・地域活性化において大学がいかに貢献できるのか学びたかったため。
・本日のテーマが職務（COC，COC＋）と密接不可分なため
・大学の役割（人材育成と地域の関係）を確認する目的で参加
・大学教育の改善に生かせる知見を得られるのではないかと考えたため
・業務の参考とするため
・大学運営上の必要
・テーマに興味があったから
・大学院での調査研究で扱うテーマに関連しているから。
・本テーマへの関心
・大学と地域との連携について日頃より模索していたので
・COC+担当者であるため参考にする
・日頃から地域連携に関心があった
・テーマに関心があったから

Q 3 　開催日時について

　

良かった
97%

悪かった
0%

無回答
3%

良かった

悪かった

無回答
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Q 4 　会場について

　

良かった
100%

悪かった
0%

無回答
0%

良かった

悪かった

無回答

Q 5 　内容について

1）講演

　

良かった
82%

悪かった
0%

どちらとも⾔
えない
18%

無回答
0%

良かった

悪かった

どちらとも⾔えない

無回答
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2 ）討議

　
良かった

53%

悪かった
0%

どちらとも⾔え
ない
12%

無回答
35%

良かった

悪かった

どちらとも⾔えない

無回答

Q 6 　内容について，ご感想をお聞かせください。
・今回は地域に焦点をあてたテーマ設定であり，興味深かった。大学だけでなく，産業界の声を
聞けたのが良かった。
・配布資料には記載していない（できない）事柄を聴講することができ，参加してよかった。色々
な意味で考えさせられたので，自大学での今後の取り組みに活用していこうと思った。
・九州や金沢など大変すばらしい話を聞くことができた。
・とても参考になった
・毎年新規職員の採用後のミスマッチに悩まされております。杤原先生のお話を参考に来年度新
しい取り組みをできないか検討したいと思います。
・貴重なお話ありがとうございました。
・大変勉強になります。大学と職業教育の関係が問題だと思いました。
・いくつか再確認したポイントがあって参加してよかった。国立大の事例ばかりで残念だった。
吉本先生杤原先生の本質点な意見が事例（COC＋）に見えるようになるのが課題か

・内容が多岐にわたっていてよかった。卒業生や出身有名人の活用など参考になった。
・様々な視点から意見や実態を聞くことができてよかった。
・文科省の方を招かなかった好影響か皆様の本音が聴けて大変良かった。
・地域に理解のある学生を育てていくことには意味はある吉本先生の言葉に重みを感じました。
・他大学の事例や商工会議所が教育にかかわっていることが理解でき参考になった。
・大学の役割が大きく変化していることが認識できました。大学全体と地域の関わりが経済面に
特化されている印象でした。
・男女共同参画の課題に関することをもっと取り上げてほしかった。
・地域人材は大人の都合で学生に強いるものではなく，まずは学生が「どのような人生を歩みた
いのか」という点にフォーカスされるべきと思う。そのうえで地域の魅力を知ってもらったり，
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地域の仕事に関心を持ってもらうという教育が大学に求められるのではないか。
・具体的で勉強になりました。
・広範な視点での講演で参考になること大。大学については苦労がしのばれます
・大学と地域との連携に関する先進的な事例を知ることができて有意義だった。
・大学の地域人材育成の取り組みへの理解が深まった。積極的かつ先進的な取組で参考になった。
・各分野の第一人者の方々からのご講演を拝聴し大変勉強になりました。
・大学，産業界，行政の立場からいろいろなお話が聴けて大変参考になりました。

Q 7 　IDE 大学セミナーで扱ってほしいテーマがありましたらお書きください。
・教学 IRの事例紹介など
・大学経営，人材育成
・アクティブラーニングの成績評価の方法と基準について。
　大学の専門教育と職業教育について。
・地方国立大学の産学連携の進め方
・教育改革，現状と展望，少子化対策（大学，高大接続）2020年入試へ向けての対策など
・Q 6に関連して学生のキャリア意識を掘り下げるような取組事例をケーススタディとして学び
たい
・私の仕事上は本日のテーマと講演者の顔ぶれ秀逸。同様の視点でまたいずれを期待します。
・震災復興後を見据えた大学・地域社会の在り方

Q 8 　その他運営等で何かございましたらお書きください。
・時間管理を正確にしていただきたい。質疑応答の割愛や休憩時間の短縮など。（終了時刻を守っ
ていただきたい。）
・できましたら出席者の名簿があると参考になります。ありがとうございました。
・大変ご苦労様でした。
・各公演時間がもう少し長ければと思いました。また字の小さな資料はスライド 1枚を A 4の 1
枚に印刷していただけましたら幸いです。
・緻密に計画していただいた，と思います。
・ありがとうございました

 （コメントは原文のまま）
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参加者統計

参加者総数：83名
　　内　訳：講師・コメンテータ　 5名
　　　　　　参加者　　　　　　　64名
　　　　　　実行委員　　　　　　14名

IDE 大学セミナー実行委員
委 員 長 東北大学 理事，高度教養教育・学生支援機構長 花輪　公雄
委　　員 岩手県立大学 教育支援本部長　社会福祉学部教授 高橋　　聡
 宮城大学 事業構想学部教授 蒔苗　耕司
 石巻専修大学 人間学部長 山崎　省一
 仙台白百合女子大学 人間学部長 槇石多希子
 東北学院大学 学長特別補佐 齋藤　　誠
 東北大学大学院 教育学研究科教授 宮腰　英一
 東北大学 IR室教授 米澤　彰純
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構副機構長 安藤　　晃
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構教授 石井　光夫
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構教授 関内　　隆
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構教授 羽田　貴史
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構教授 杉本　和弘
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構教授 大森不二雄
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構准教授 猪股　歳之
 東北大学 高度教養教育・学生支援機構准教授 串本　　剛
 （敬称略）

報告書編集：猪股　歳之，鎌田　裕子（東北大学高度教養教育・学生支援機構事務室）
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平成28年度 IDE東北支部　IDE大学セミナー／
第25回東北大学高等教育フォーラム　報告書　

平成28年度　IDE大学セミナー
地域人材育成のために大学は何ができるか－大学と地域の連携の新しい課題－
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